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第 1章 序論 
 

第 1節 研究の背景・目的 

現在，生活習慣病は我が国の死因別死亡者数

の約 6 割，国民医療費の約 3 割を占めており，

解決すべき重要な課題となっている（厚生労働

省，2014a，2014b）。生活習慣病は複数の疾患を

含んでおり，いずれの罹患にも食習慣が大きく

関わっている（Ikeda et al., 2012）。そのため，生

活習慣病の発症および重症化予防には，食習慣

が重要な役割を担う（厚生労働省，2012a）。 

食習慣は特に 20 歳前後の年代で悪化しやす

いとされている（Bell & Lee, 2006）。20歳前後

の年代は子どもから成人への過渡期であり，初

めての 1 人暮らしなど生活状況にさまざまな変

化が起こるのが特徴である（Arnett, 1997, 2001; 

萬代ら，2005）。これらの生活状況の変化は精神

的ストレスを介して，野菜や果物の摂取不足な

どの不健康な食習慣につながることが報告され

ている（Bell & Lee, 2006）。日本人においても，

精神的ストレスが朝食欠食などの不健康な食習

慣につながるとの報告がある（片山ら，2014）。

たとえ，子どもの頃に健康な食習慣を獲得して

いても 20 歳前後の年代に起こる生活状況の変

化により食習慣が悪化してしまう可能性が高い。

さらに，20歳前後において悪化してしまった食

習慣は，その後も継続され（Dunn et al., 2000），

年を重ねるごとに変更や改善が困難となる

（Cohen et al., 1990）。これらのことから，20歳

前後の年代は生涯を通じた健康な食習慣獲得の

ために重要な時期であるといえる。 

しかしながら，我が国において，20歳前後の

食習慣にはさまざまな課題があることが指摘さ

れている（厚生労働省，2013a；内閣府食育推進

室，2012）。20 歳前後には，主食･主菜･副菜を

組み合わせた食事をしている者が少ないこと

（内閣府食育推進室，2012）や，野菜や果物の

摂取不足（厚生労働省，2013a）などの食習慣の

課題が他の年代と比較して顕著である。20歳前

後の者のなかでも，学生は学業によるストレス

が加わることから，不健康な食習慣を開始する

リスクが高いとされている（Anderson et al., 

2003; Holm-Denoma et al., 2008; Kim et al., 2013; 

Strong et al., 2008）。そのため，20歳前後の学生

における食習慣の課題は深刻であると推察され

る。以上のことから，20歳前後でも特に学生に
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おける食習慣改善のための対策を講じることは，

将来の生活習慣病発症のリスク軽減のために，

きわめて重要であるといえる。 

20歳前後における食習慣改善のための対策を

講じる必要性は高いにも関わらず，本人の食生

活に対する問題意識や改善意欲の低さから，こ

の年代の学習の場への参加は得られにくいのが

現状である（厚生労働省，2011；武見，2002）。

さらに，介入を行えたとしても効果を上げるの

は困難であると指摘されている。例えば，大学

生を対象とした教育介入研究 14 報のシステマ

ティックレビューによると，トランスセオレテ

ィカルモデルなどの理論に基づいた栄養教育介

入により学生の食習慣は改善されたが，その効

果は小さく，介入終了から 1 ヶ月も持続しない

とされている（Kelly et al., 2013）。Kellyらは，

このような介入効果を，大学生の食習慣改善へ

のモチベーションの低さによるものと述べてい

る（Kelly et al., 2013）。日本人においても，20

歳前後は 40 歳以降と比べて主観的健康感が高

く，生活習慣病の発症リスクも相対的に低いた

め，食習慣改善へのモチベーションが低いこと

が指摘されている（武見，2002）。 

改善のモチベーションが低い健康行動を変容

するための介入方法として，複数の健康行動が

相互に関連して実施されていることを利用する

multiple health behavior change （MHBC）介入が

ある。MHBC介入は，Prochaskaらにより提唱さ

れたもので（Prochaska et al., 2008; Prochaska, 

2008），ターゲット行動の改善に対する対象者の

モチベーションが低い場合に，ターゲット行動

と関連の強い行動を先に変容させ，ターゲット

行動の改善を促す介入方法である。例えば，喫

煙者に対する介入の場合，禁煙を直接勧めるの

ではなく，習慣的な運動を実施させることで禁

煙を促す（Nagaya et al., 2007）。この方法は特に

改善のモチベーションが低い健康関連行動の変

容に有効である。したがって，MHBC 介入は，

食習慣改善のモチベーションが低い日本人学生

における食習慣改善にも有効であろう。 

MHBC介入を利用して食習慣改善をおこなう

には，食習慣と関連の強い行動への介入が必要

となる。飲酒や喫煙などを含めた健康関連行動

のなかでも，身体活動は食習慣と関連が強い行

動であり，食習慣改善の起点となり得る（Lippke 

et al., 2012）。身体活動と健康な食習慣との関連
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は，英国やサウジアラビアなどの国で行われた

複数の横断研究により報告されている

（Al-Hazzaa et al., 2011; Bibiloni Mdel et al., 2012; 

Gillman et al., 2001; Jago et al., 2005; Jago et al., 

2010; Kelishadi et al., 2007; Morin et al., 2013; 

Ottevaere et al., 2011; Platat et al., 2006; Vissers et 

al., 2013）。過去の研究結果の詳細は，第 2章第

3 節にて述べるが，いずれも健康な食習慣獲得

における身体活動の重要性を示すものである。

また，わずかではあるが，介入研究においても

身体活動量の増加が健康な食習慣獲得に貢献す

るとの結果が報告されている（Fleig et al., 2011; 

Prochaska & Sallis, 2004）。これらのことから，身

体活動の増加を目指した介入は学生における新

たな食習慣改善の手段として期待できる。 

しかし，日本人学生における食習慣改善のた

めの手段として身体活動を用いるにはまだ根拠

が不十分である。これらの先行研究には少なく

とも 3 つの限界がある。1 点目は対象者の年代

と居住国が限られていることである。これまで

の報告は欧米における子どもを対象とした報告

が中心であり，欧米と食文化の大きく異なる東

アジアでの報告はまだない。健康行動間の関連

は，年齢や文化の影響を大きく受けるとされて

いるため（Berrigan et al., 2003; Woolcott et al., 

2013），欧米の子どもを対象とした先行研究の結

果を，すぐに日本人学生へ応用することはでき

ない。そのため，日本人学生における身体活動

と健康な食習慣との関連を検討しておく必要が

ある。 

2 点目は，先行研究の多くが身体活動を運動

頻度で評価している点である。身体活動の量や

種類（ドメイン）に関する視点が不足している。

これまでに 1 日の総身体活動量と食習慣との関

連を詳細に検討し，具体的に望ましい活動量を

示した報告はない。具体的に望ましい活動量を

示すためには，量の観点から身体活動と食習慣

との関連を検討する必要がある。さらに，学生

を含めた 20 歳前後は他の年代と比べて運動習

慣を有している者が少なく（日本私立大学連盟，

2011；笹川スポーツ財団，2013），運動をするた

めの機会や場所，設備の不足などの環境的な問

題から，習慣的な運動実施が困難な者もいる（相

澤ら，2014；平木と木谷，2011）。そのため，運

動以外の活動（仕事関連活動，移動活動，家庭

内活動など）と食習慣との関連が明らかになれ
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ば，運動の実施が難しい学生に対しても，食習

慣改善に効果的な身体活動の提案をおこなうこ

とができる。しかし，日常生活における家事，

通勤・通学等の運動以外の活動を含めた身体活

動のドメインごとに食習慣との関連を検討した

報告は限られている。健康な食習慣獲得を目的

とした望ましい身体活動を具体的に提示するた

めには，まず身体活動のドメインごとに食習慣

との関連を横断的に明らかにしておく必要があ

る。 

3 点目は，食習慣の評価が野菜と果物の摂取

量に限られている点である。生活習慣病の発症

に関わる要因は多数あり，食習慣に限ってもさ

まざまな栄養素の摂取が関与している（厚生労

働省．2015a）。そのため，生活習慣病予防のた

めには単独の栄養素や食品摂取量の評価では不

十分である。身体活動と野菜や果物の摂取量と

の関連は数多くの研究で報告されているが，食

習慣との関連を網羅的に検討した報告は十分で

はない。身体活動を起点とした食習慣の変化を

予測するためには，複数の食品群摂取量や食事

パターンとの関連を検討する必要がある。 

以上のことから，日本人学生の食習慣改善を

目指す身体活動を起点とした対策を確立するた

めには，日本人学生を対象として，一日の総活

動量およびドメインごとに評価した身体活動と，

網羅的に評価した食習慣との関連を多角的に検

討する必要がある。これにより，学生における

食習慣の課題解決に寄与する望ましい身体活動

を具体的に示すことが可能となり，日本人学生

の健康な食習慣獲得への寄与が期待できる。 

そこで，本博士論文では，日本人学生の食習

慣改善を目指し，身体活動の量やドメインの観

点から，日本人学生における身体活動と食習慣

との関連を横断的に明らかにすることを目的と

した。 
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第 2節 用語の定義 

・学生：students 

学生という言葉は一般的に，教育段階に関わ

らず教育機関に在籍する者を総称する広義で使

用されることが多い。しかし，学校教育法にお

いては，学校の教育段階ごとに在籍者の呼称が

異なっている（学校教育法，1947）。それぞれの

在籍者の呼称は，幼稚園を含む就学前教育は幼

児，小学校を含む初等教育では児童，中学校・

高等学校を含む中等教育では生徒，大学を含む

高等教育では学生とされている。本博士論文で

は，学校教育法にならい四年制大学，短期大学

および専門学校の在籍者を合わせて学生と呼称

することと定義した。 

 

・身体活動：physical activity 

身体活動とは，安静にしている状態よりも多

くのエネルギーを消費する全ての動作を指す

（厚生労働省，2013b）。すなわち，身体を動か

すことを含む全ての行動が身体活動である。身

体活動には，4 つの特性（強度，頻度，時間，

種類）があり各側面からの評価が行われる

（Sallis & Owen, 1999）。本博士論文において評

価した身体活動の特性を図 1-1に示す。課題Ⅱ-

Ⅰでは身体活動の強度・頻度・時間を考慮した

総身体活動量を，課題 - ， -

身体活動の評価には国際標準化身体活

動 質 問 票 （ International Physical Activity 

Questionnaire long version: IPAQ long version）

（Craig et al., 2003）および独自で作成した質問

票を用いた。IPAQ long versionでは，活動の強

度にメッツ（metabolic equivalents: METs）が用

いられている。METs とは，身体活動における

エネルギー消費量を座位安静時代謝量で除した

ものである。つまり，対象となる活動が安静時

代謝量の何倍の活動強度であるかを示す指標で

ある。身体活動量は活動強度と実施時間・頻度

から算出されるため，IPAQ long versionでは，

活動強度ごとに METs と活動時間（時）および

	��
���
���
���

��Ⅱ-Ⅰ 
�������

��Ⅱ-Ⅱ, Ⅲ 
��� 
�����

������
�

図１-１．評価に用いた身体活動の特性 
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頻度を乗じて METs･時/週を算出し，それらの合

計を総身体活動量とした（Craig et al., 2003）。

IPAQ long versionで用いられている活動強度は

4種類で，歩行の 3.3 METs，自転車の 6.0 METs，

中強度身体活動の 4.0 METs，高強度身体活動の

8.0 METsである（Craig et al., 2003）。 

身体活動はさまざまな様式で行われ，その種

類は無数に存在する（Ainsworth et al., 2011）。そ

のため，身体活動の種類を扱う際には仕事や家

庭，移動など生活のドメインごとにまとめて検

討する方法が多く用いられている（Chu & Moy, 

2013; Jurakić et al., 2009; Jurakic et al., 2014; 

Oyeyemi et al., 2014; Pedišić et al., 2015;Peeters et 

al., 2014）。本博士論文では身体活動の種類を運

動（余暇活動），仕事関連活動，移動活動，家庭

内活動の 4 つのドメインで評価することとした。 

 

・運動：exercise 

運動と身体活動は同義ではなく，身体活動の

うち体力（スポーツ競技に関連する体力と健康

に関連する体力を含む）の維持・向上を目的と

し，計画的・継続的に実施されるものが運動と

定義されている（Caspersen et al., 1985）。本博士

論文では，レジャーなどの活動は含まない運

動・スポーツを運動習慣とした。評価にあたっ

ては「あなたは週にどのくらい運動・スポーツ

を行いますか」と尋ね，頻度を選択肢から回答

させた。 

 

・生活活動：nonexercise activity 

身体活動のうち，運動を除いた活動を生活活

動という。生活活動は日常生活における労働，

家事，通勤・通学等の活動を指す（厚生労働省，

2013b）。本博士論文における生活活動は IPAQ 

long version により，仕事関連活動，移動活動，

家庭内活動の 3つのドメインで評価した（Craig 

et al., 2003）。各ドメインの定義は以下のとおり

である。仕事関連活動とは，有給の仕事，自営

業，農作業，ボランティア活動，学業，無給の

仕事を含む仕事中の身体活動を指す。移動活動

とは，自転車と歩行による移動（通勤，お使い，

買い物，映画をみに行ったときなど）を指す。

家庭内活動とは，家事，庭仕事，家の手入れ，

家族の介護などの自宅での身体活動を指す。 
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・食習慣：dietary habit 

食習慣とは，個人や集団（世代，地域，民族

など）における，食物の入手・選択，準備，摂

取等に関わる特徴を指す（日本栄養・食糧学会，

2007）。本博士論文では，特に習慣的な栄養素，

食品，料理の摂取に関わる特徴を食習慣と呼称

することとした。食習慣に関わる特徴の評価方

法には，摂取の量に着目した食事摂取量と，摂

取の組み合わせに着目した食事パターンがある。 

 

・食事摂取量：dietary intake 

食事摂取量とは，エネルギー並びに各栄養素，

各食品の摂取量を指す。例えば，脂質摂取量や

野菜摂取量などがこれにあたる。厚生労働省は，

日本人の食事摂取基準として，国民の健康の保

持・増進，生活習慣病の予防のために参照する

食事摂取量の基準を 33 種類の栄養素でそれぞ

れ示している（厚生労働省，2015a）。本博士論

文では，食事歴法により算出したエネルギー並

びに各栄養素，各食品の摂取量をあわせて食事

摂取量と定義した。 

 

・食事パターン：dietary pattern 

食事パターンとは食品や料理の組み合わせの

特徴を指す（Tucker, 2010）。食事パターンは，

摂取が多い食品と，摂取が少ない食品の種類に

よって特徴づけられる。例えば，主食･主菜･副

菜を組み合わせた食事や，植物性食品の摂取量

が多く赤身肉の摂取量が少ない地中海食，野菜

や果物の摂取量が多く加工肉や砂糖含有飲料の

摂取量が少ない DASH食などがある。米国の農

務省と保健厚生省が共同で発表している「米国

人のための食事ガイドライン」では，健康な食

事パターンとして地中海食や DASH食が取り上

げられている（U.S. Department of Agriculthre & 

U.S. Department of Health and Human Services, 

2010）。本博士論文では，質問紙によって尋ねた，

主食･主菜･副菜を組み合わせた食事頻度を食事

パターンとした。 

 

・食品群：food group 

食品群とは含有成分，形態や利用目的の類似

した食品を群に集めて分類したものである（日

本栄養・食糧学会，2007）。分類の仕方に関して

は統一した定義はなく，日本国内であっても食

物を扱う分野によって異なる（農林水産省，
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1999）。そのため，食品群を扱う場合は，その分

類を示す必要がある。本博士論文では，

Kobayashiらの報告を参考に食品を分類した（表

１）（Kobayashi et al., 2011）。 
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表１ 食品群の分類（Kobayashi et al., 2011） 

食品群 食品項目 

穀類 ごはん，そば・うどん・ひやむぎ・そうめん，ラーメン・イン
スタントラーメン，スパゲッティ・マカロニなど，パン（おか
ずパン，菓子パンも含む） 

いも類 いも（すべての種類） 

豆類 とうふ・厚揚げ，納豆，みそ汁中のみそ 

緑黄色野菜 にんじん・かぼちゃ，トマト・トマトケチャップ・トマト煮込
み・トマトシチュー，緑の濃い葉野菜（ブロッコリーを含む）  

その他野菜 サラダに使うレタス・キャベツなどの生野菜，キャベツ・白菜，
だいこん・かぶ，その他の根菜（たまねぎ・ごぼう・れんこん
など） 

果実類 みかんなどの柑橘類，かき・いちご・キウイ，その他すべての
果物 

きのこ類 きのこ（すべての種類） 

海藻類 海藻（すべての種類） 

魚介類 魚の干物・塩蔵魚（塩さば・塩鮭・あじの干物など），骨ごと食
べる魚，ツナ缶，脂がのった魚（いわし・さば・さんま・ぶり・
にしん・うなぎ・まぐろトロなど），脂が少なめの魚（さけ・ま
す・白身の魚・淡水魚・かつおなど），いか・たこ・えび・貝 

肉類 鶏肉（挽き肉を含む），豚肉・牛肉（挽き肉を含む），レバー，
ハム・ソーセージ・ベーコン 

卵類 鶏卵 

乳類 牛乳・ヨーグルト（普通脂肪），牛乳・ヨーグルト（低脂肪） 

油脂類 マヨネーズ・ドレッシング，調理に用いた油 

菓子類 せんべい・もち・お好み焼きなど，和菓子，洋菓子・クッキー・
ビスケット，アイスクリーム 
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・健康な食習慣：healthy dietary habits 

厚生労働省は，日本人の長寿を支える「健康

な食事」を構成する要因として，「健康」や「栄

養バランス」，「おいしさ」，「楽しみ」から「食

文化」までさまざまな要因をあげている（厚生

労働省，2014c）。本博士論文では，特に「健康」

に着目し，健康の維持増進，特に生活習慣病の

予防に寄与する食習慣を健康な食習慣と定義す

る。 

第 4次国民健康づくり対策である健康日本 21

第 2 次では，生活習慣病の予防や健康寿命延長

を目的とした栄養・食生活分野の目標として「主

食･主菜･副菜を組み合わせた食事が 1 日 2 回以

上の日がほぼ毎日の者の割合の増加」や，「野菜

と果物の摂取量の増加」を提示している（厚生

労働省，2012a）。これらの指針では，栄養バラ

ンスのとれた食事として，主食･主菜･副菜を組

み合わせた食事を提示し広く実践しやすい目標

としている。 

以上を勘案し，本博士論文では，健康な食習

慣を，主食･主菜･副菜を組み合わせた食事頻度

や野菜・果物摂取量を用いて評価することとし

た。主食･主菜･副菜を組み合わせた食事頻度は

ほぼ毎日であることを，野菜・果物摂取量は中

央値以上の摂取量であることを健康な食習慣と

した。 

 

・主食･主菜･副菜： ”shushoku, shusai, and 

hukusai” (staple food, main dish, and side dish)  

主食･主菜･副菜とは，使用されている主材料

の種類や量で区分された，日本伝統の料理類型

の一つである（足立，1984）。この類型は，料理

を構成する各材料の詳細を理解しなくても主材

料の種類から分類することができる。そのため，

調理に直接携わらない者にとっても理解しやす

い（武見・吉池，2006）。主食はごはん，パン，

麺，パスタなどを主材料とする料理であり，主

に炭水化物の供給源となる。主菜は肉，魚，卵，

�5�(&�
7�+%!�

�,��5�15
�#�����
,�%!�

,&63�
�����
7�+%!�

�)24-$*�
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図１-２．健康な食習慣 
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大豆製品などを主材料とした料理であり，主に

たんぱく質の供給源となる。副菜は野菜，いも，

豆類，きのこ，海藻などを主材料とした料理で

あり，主にビタミン，ミネラル，食物繊維の供

給源となる（フードガイド（仮称）検討会，2005）。

主食･主菜･副菜を組み合わせた食べ方は日本の

フードガイドや国民健康づくり運動において推

奨されている食事パターンである（独立行政法

人国立健康・栄養研究所，2003；厚生労働省，

2012a）。 

 

・緑黄色野菜：green and yellow vegetables 

厚生労働省によると，緑黄色野菜とは原則と

して可食部 100 g当たりカロテン含量が 600 µg

以上の野菜であると定義されている（厚生労働

省，2010a）。さらに，トマトなど一部の野菜に

ついてはカロテン含量が 600 µg未満であるが，

摂取量および摂取頻度が多いため，栄養指導上，

緑黄色野菜として扱われてきた（日本栄養・食

糧学会，2007）。本博士論文における緑黄色野菜

も厚生労働省による定義と同義とし，表１に示

すとおり，Kobayashiらの報告を参考に，にんじ

ん，かぼちゃ，トマト，緑の濃い葉野菜を含む

野菜を緑黄色野菜とした。また，緑黄色野菜以

外の野菜をその他野菜とした（Kobayashi et al., 

2011）。
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第 2章 文献研究 

 

第 1節 身体活動の評価方法 

 

身体活動がもたらすさまざまなメリットが報

告され，健康増進を目的とした多くの指針には

運動や身体活動に関する記述がなされるように

なった（厚生労働省，2012a；2013b）。望ましい

身体活動の基準作成や健康政策の策定・評価の

ために，身体活動の正確な評価方法が必要であ

る。しかし，身体活動は，理論上小さな震えな

ども含まれ（Caspersen et al., 1985），非常に複雑

な行動であるため，評価することは困難である

（Sallis & Owen, 1999）。そのため，身体活動や

エネルギー消費量を評価する最適な評価方法は

存在せず，多くの場合は，評価方法の限界を十

分に理解し，研究の目的や状況にあった方法が

適宜用いられている。 

日常生活における身体活動を評価する方法は，

客観的な方法と主観的な方法の 2 種類に分けら

れる（Livingstone et al., 2003）。客観的な方法に

は，心拍数，熱量，二重標識水法や加速度計な

どの指標が用いられている（Healy et al., 2008）。

いずれの方法も，思い出しや自己報告能力によ

るバイアスを受けないため，子どもや高齢者で

の測定にも適している（Bailey et al., 1995）。ま

た，二重標識水法は現在用いられている方法の

なかで最も正確であるとされ，エネルギー消費

量測定のゴールドスタンダードとして用いられ

ている（Ishikawa-Takata et al., 2011）。しかし，

これらの方法は測定に時間を要すること，測定

自体がいつもとおりの身体活動を変える可能性

があること，測定コストが高いことなどの短所

がある（Melanson & Freedson, 1996）。そのため，

大規模な疫学調査における身体活動の評価に客

観的な方法が用いられることはまれである。 

主観的な方法には，標準化された質問紙や記

録法などを用いた自己報告による評価がある。

自己報告による評価には，複数の限界が指摘さ

れている。身体活動を思い出す行為は高度に複

雑な認知的作業であり，対象者には，記憶力や

思い出し能力（Baranowski, 1988）や，「身体活

動」や「中強度」，「余暇時間」などの曖昧な言

葉の理解（Sallis & Saelens, 2000）などが必要と
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なる。これらの限界点はあるものの，自己報告

による評価方法は，実現可能性やコストの理由

から大規模な疫学調査に適した評価方法である

といえる（Sallis & Saelens, 2000）。 

日本人を対象として，信頼性と妥当性が報告

されている身体活動を評価する質問紙に，国際

標準化身体活動質問票（ international physical 

activity questionnaire: IPAQ）がある（Craig et al., 

2003; 村瀬ら，2002）。IPAQには全 31項目の long 

versionと，全 8項目の short versionがある。い

ずれも，IPAQの回答から算出した身体活動と加

速度計より求めた消費エネルギー量との相関係

数を算出することにより IPAQ の妥当性を検討

した研究が報告されている（Craig et al., 2003; 

北村ら，2010; 村瀬ら，2002）。IPAQ long version

と IPAQ short versionの両者ともに，同程度の妥

当性が確認されているが，IPAQ long versionは 4

つのドメイン（仕事関連活動，移動活動，家庭

内活動，余暇時間活動）ごとの身体活動量を算

出できる。 

本博士論文では，身体活動をドメインごとに

評価するために，IPAQ long versionを使用する

こととした。 

 

第 2節 食習慣の評価方法 

 

第 1項 食事摂取の評価法 

 

食事摂取状況の測定法には，食事記録法，食

事思い出し法，陰膳法，食物摂取頻度法，食事

歴法，生体指標などがある。それぞれの方法に

長所と短所があり，食事調査の目的や状況に合

わせて適宜選択し使用されている（伊達ら，

2008）。 

食事記録法は，摂取した食物をその都度，調

査対象者が自身で調査票に記入する方法である。

秤を使って食品の重量を測定する秤量法と，目

安量を記入する目安量法がある。さらに，最近

では食物を記録する手間を軽減する目的で，あ

らかじめ食物のリストを提示しておき，そのリ

ストから摂取した食物の種類や量などを選択す

る，選択回答形式の食事記録法も利用されてい

る（Nydahl et al., 2009）。いずれの場合も，記録

された食物の情報から食品成分表を用いて栄養

素等摂取量を計算する。食物を摂取する度に記

録を行えば，食事を思い出す必要がない。その
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ため，対象者の記憶に依存せず，思い出しバイ

アスは混入しない。 

食事思い出し法は，調査票や音声レコーダー，

コンピュータを用いて熟練したインタビューア

が対象者に前日（多くの場合，24時間）の食事

などを問診する食事調査である。インタビュー

アの技術によって精度が変わるため，インタビ

ューアへの十分な訓練が重要である。最近では，

コンピュータの支援によりインタビューア不要

の自己記入式 24 時間思い出し法が開発されて

いる（Zimmerman et al., 2009）。いずれにしても，

対象者の短期記憶に頼った思い出しであるため，

申告漏れなどにより摂取量が過小評価されやす

いことが指摘されている（Johansson et al., 2001）。 

食物摂取頻度法は，食品リストを提示し，そ

の食品の習慣的な摂取頻度を尋ねる方法である。

その回答をもとに，食品成分表を用いて栄養素

等摂取量が算出される。食品リストの数や内容，

対象集団などが異なるさまざまな質問紙が開発

されている（Molag et al., 2007; Wakai, 2009）。食

物摂取頻度法は食べた食品を直接評価する方法

ではなく，食品の習慣的な摂取頻度などから摂

取量を推定するため，その質問紙の妥当性およ

び信頼性の確認が必要である（佐々木，2005; 

Willett, 1989）。 

食事歴法は従来，食事摂取に関する面接調査，

食物摂取頻度に関する質問，3 日間の食事記録

の 3 要素を組み合わせた方法として開発された

（徳留，2014）。近年では質問項目を構造化した

質問票形式の食事歴法質問票が開発されている

（Sasaki et al., 1998a）。食事歴法には，鶏肉の皮

を好んで食べているか否かといった食行動に関

する質問から得られる情報と食物摂取頻度を用

いて栄養価計算を行うといった特徴がある。 

陰膳法は，食べる物と同じ食事をもう一つ準

備し，食べない方の食事の化学分析を行う方法

である。食品成分表を必要としないため特殊な

物質の摂取量を評価する際に用いられる（Sato 

et al., 2013）。 

また，血液や尿など生体から得られる試料を

用いた生体指標による評価もある。生体試料中

に含まれる，摂取した栄養素の指標として用い

ることのできる物質を測定する方法である。例

えば，水の安定同位体を少量混ぜた水を飲み，

尿中への排泄量を測定することでエネルギー消

費量を推定する二重標識水法がある（Okubo et 
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al., 2008）。 

これらの食事調査のなかでも，食事記録法と

食事思い出し法は，正確な調査法と考えられて

おり，食事調査のゴールドスタンダードとして

用いられている。しかし，調査実施者および対

象者への負担が大きいことや，習慣的な摂取量

を評価するには多くの栄養素で長期間の調査が

必要となること（Ogawa et al., 1999）から，規模

の大きな調査には不向きである。そのため，習

慣的な食事摂取の推定が必要な大規模調査研究

では，より簡便な食物調査法として食物摂取頻

度法や食事歴法に基づく質問紙を使った方法が

用いられている。 

 

第 2 項 日本人を対象とした栄養疫学研究で用

いられる食事調査法 

 

現在，日本人を対象として開発され，信頼性

と妥当性が報告されている質問紙は限られてい

る（Wakai, 2009）。そのなかでも，食事摂取の推

定に関する妥当性や信頼性，過小･過大申告など

に関する情報が論文等で多く報告されている質

問紙に，佐々木の開発した自記式食事歴法質問

票（diet history questionnaire: DHQ）がある（Sasaki 

et al., 1998a）。 

DHQは，食物摂取頻度法および食事歴法を用

いて，150 の食品と飲料の摂取量を推定する質

問紙である。これまで食事記録法や 24時間蓄尿

など，さまざまな方法で DHQ の妥当性を検討

する研究が行われている（Okubo et al., 2007; 

Sasaki et al., 1998a, 1998b）。DHQの簡易版とし

て開発されたのが，食品リストを 58食品に減ら

した簡易型自記式食事歴法質問票（brief-type 

diet history questionnaire: BDHQ）であり，BDHQ

は日本人を対象とした栄養疫学研究で使用され

ている（Kobayashi et al., 2013; Murakami et al., 

2007）。また，16 日間季節ごとに 4 日間ずつの

食事記録法により求めた食品群別摂取量や栄養

素摂取量と，BDHQ による推定摂取量とのピア

ソンの相関係数を算出することにより妥当性を

検討した研究が報告されている（Kobayashi et al., 

2011, 2012）。栄養素摂取量のランク付け能力に

おける妥当性を表す相関係数の中央値（四分位

範囲）は，女性で 0.54（0.45–0.61），男性で 0.56

（0.41–0.63）と高い値を示し（Kobayashi et al., 

2012），日本人を対象として開発された質問紙の
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妥当性を検討した研究のレビューで示された相

関係数（0.31–0.56）とも同等の値であった（Wakai, 

2009）。食品群別摂取量のランク付け能力では，

女性で 0.44（0.14–0.82），男性では 0.48（0.22–0.83）

であり（Kobayashi et al., 2011），日本人を対象と

して開発された質問紙の妥当性を検討した研究

のレビューで示された相関係数（0.19–0.73）と

も同等の値であった。これらのことから BDHQ

は食品リスト中の食品の数が少なく，簡易型で

あるにもかかわらず，日本人成人男女を対象に

して，栄養素および食品群摂取量をランク付け

する能力を十分に有していることが示されてい

る。 

 

第 3項 食事パターンの評価法 

 

これまでの栄養学の研究では，単独の栄養素

と健康との関連が注目されてきた。例えば，ビ

タミン A とがんとの関連を検討した研究では，

ビタミン Aの前駆体である βカロテンに，がん

予防効果があることが示されている（Peto et al., 

1981）。しかし，フィンランドでおこなわれた β

カロテンとレチノールのサプリメントの肺がん

予防効果検討を目的とした大規模な RCT

（randomized controlled trial）によると，サプリ

メントの摂取は肺がんの罹患リスクや死亡リス

クを増加させることが示された（Omenn et al., 

1996）。このように，単独の栄養素と疾病との関

連のみ検討していると，期待した仮説から大き

く外れることもある。人は毎日さまざまな食品

を摂取しており，栄養素を単独で摂取すること

はなく，健康と単独の栄養素との関連を検討す

る研究には限界がある（Hu, 2002）。そのため，

単独の栄養素だけではなく，食品の組み合わせ

である食事パターンでの評価が重要視され始め

ている（Tucker, 2010）。 

食事パターンの主な評価方法は，2 つある

（Tucker, 2010）。1つ目は，因子分析による方法

である。因子分析による方法は，対象者の食品

摂取量から食事パターンを抽出する方法で，デ

ータ主導の方法である。この方法を用いると，

複数の食品摂取量同士の相互相関をもとに分散

を最も説明できる因子が抽出される（Moeller et 

al., 2007）。因子分析を用いた研究の 1つにHirose

らが日本人女性を対象として行った研究がある

（Hirose et al., 2007）。この研究では，にんじん
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や緑葉野菜，豆腐，果物の摂取を特徴とする食

事パターンが因子分析によって抽出され，この

食事パターンは乳がんのリスク軽減に関連する

ことが示された（Hirose et al., 2007）。他にも，

米国をはじめとして欧州やアジア，オーストラ

リア，カナダ，ブラジルなどさまざまな国で因

子分析による食事パターン研究が行われている

（Newby & Tucker, 2004）。しかし，因子分析に

よって求めた食事パターンは，実際の食べ方を

用いた解釈ができないこともある（Tucker, 

2010）。 

2 つ目は，推奨されている食べ方の条件を満

たしているかを評価する方法である。例えば，

地中海地域伝統の食事を摂取しているかを評価

する Mediterranean diet score（Panagiotakos et al., 

2005）がある。地中海食は，果物や野菜，穀物

製品，豆類などの植物性食品が豊富で，オリー

ブ油を用い，牛や豚，羊などの赤身肉が少量で

あるといった特徴があるとされており

（Serra-Majem et al., 2004），Mediterranean diet 

score はこの定義を基準としてスコア化したも

のである。この Mediterranean diet scoreが高い者

は低い者と比べて，循環器疾患やがんによる死

亡リスク（Mitrou et al., 2007）や，糖尿病の発症

率（Martinez-Gonzalez et al., 2008）が低くなるこ

とが示されている。地中海食の総死亡率低下効

果はコホート研究のメタアナリシスでも示され

ている（Sofi et al., 2013）。望ましい食事パター

ンにつながる食べ方を評価する方法は実際の食

事を示すことができるので直感的に理解しやす

いといえる。 

 

第 4 項 日本における食事パターンの評価

法 

 

我が国のさまざまなガイドラインで推奨され

ている食べ方に主食･主菜･副菜の組み合わせが

ある（厚生労働省，2012a；田中，2003）。主食･

主菜･副菜を組み合わせた食事の有用性を示し

た代表的な研究は足立の報告である（足立，

1984）。足立は，日本の 3つの地域を対象に行っ

た調査で，主食･主菜･副菜を組み合わせた食事

の摂取頻度が高い人は，当時の栄養所要量に対

する栄養素摂取量の充足率が良好であることを

示した（足立，1984）。つまり，主食･主菜･副菜

を組み合わせた食事を摂取することで必要な栄
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養素の摂取につながるといえる。他にも，主食･

主菜･副菜頻度を組み合わせた食事の摂取と食

に関する主観的 quality of life（QOL）（會退ら，

2013）や食物繊維摂取量（大村ら，1994）との

関連を示す報告がなされている。前述の地中海

食のように，主食･主菜･副菜を組み合わせた食

事による食事パターン評価が期待できる。しか

し，主食･主菜･副菜を組み合わせた食事は地中

海食と比べて，とりうる食品の組み合わせが多

様であるため，関連する食事パターンを推測す

るのは容易ではない（早渕ら，2003；久野ら，

2008）。主食･主菜･副菜を組み合わせた食べ方を

食事パターンの評価に用いるには，包括的に食

品群別摂取量との関連を明らかにしておく必要

がある。 

 

第 3節 身体活動と食習慣の関連 

 

第 1項 健康行動間の共起・共変動 

 

喫煙や飲酒，運動，食事などのさまざまな健

康行動はそれぞれ相互に関連して実施されてい

ることが示されている（Belloc & Breslow, 1972）。

こうした健康行動間の実施の関連には，共起

（co-occurrence）と共変動（co-variation）がある

（Prochaska et al., 2008; Prochaska, 2008）。共起と

は，個人が関連した複数の行動を同時に有して

いることである（Prochaska et al., 2008）。一方，

共変動とは，一つの行動が変容すると同時に他

の行動も変容することを指す（Prochaska, 2008）。

共起や共変動に関する研究は国内でも報告され

はじめている。吹越らは日本人を対象に 5 つの

健康的な食行動（朝食を食べる，食事は腹八分

目にする，間食をしない，就寝 2 時間前は食べ

ない，よく噛んで食べる）の実行と非実行の組

み合わせから，食行動の共起を横断的に検討し

ている（吹越ら，2013）。その結果，男女ともに，

5 つの食行動が非実行の組み合わせで最も強く

共起していることが報告されている（吹越ら，

2013）。また，我が国で行われた前向きコホート

研究では，喫煙と不活動な生活は共起しており，

禁煙することは習慣的な運動量の増加と関連す

ることが報告されている（Nagaya et al., 2007）。

このような複数の健康行動実施の関連に着目し

た研究結果は，より効率的な行動変容に貢献す

ることが期待されている。 
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第 2項 身体活動と栄養素摂取の関連 

 

身体活動と栄養素摂取量との関連を検討した

研究はいくつか報告されている。欧州の複数の

国の 12–17 歳を対象とした横断研究では，男子

で総身体活動量が多い者は少ない者と比べてた

んぱく質やビタミン Cの摂取量が多いことが示

されている（Ottevaere et al., 2011）。さらに，イ

ランの 6–18 歳を対象に行われた横断研究では，

総身体活動量の多い者は中程度の者と比較して

たんぱく質や炭水化物の摂取量が多いことが示

されている（Kelishadi et al., 2007）。しかし，英

国で行われた 9–10 歳を対象とした横断研究で

は，摂取たんぱく質のエネルギー比で対象者を

四分位に分けたところ，第 4 四分位（最もたん

ぱく質エネルギー比が高い）は第 1 四分位（最

もたんぱく質エネルギー比が低い）と比較して，

中高強度身体活動量が有意に少ない結果となっ

た（Vissers et al., 2013）。このように，身体活動

量が高いとたんぱく質などの栄養素摂取量が増

加するという報告もあれば，減少するという報

告もあり，身体活動と栄養素摂取量との関連は

十分に明らかになっていない。 

Donnelly らは身体活動量の増加と主要栄養素

摂取量の関連を検討するためにシステマティッ

クレビューをおこない，103 の研究を抽出して

いる（Donnelly et al., 2014）。その結果，抽出し

た横断研究の 46%で身体活動の増加により脂質

摂取量が減少する可能性が示されていたが，縦

断的手法を用いた研究の半分以上で身体活動量

と主要栄養素摂取量との関連はみられなかった

（Donnelly et al., 2014）。これらのことから，身

体活動は主要栄養素の摂取量と関連している可

能性は考えられるが，まだ結論は得られていな

いといえる。 

 

第 3項 身体活動と食品摂取の関連 

 

身体活動と食品摂取量との関連は，子どもを

対象とした複数の研究で報告されている。最も

報告が多いのは，高い身体活動量と果物・野菜

の高摂取量との関連である（Al-Hazzaa et al., 

2011; Bibiloni Mdel et al., 2012; Morin et al., 2013; 

Ottevaere et al., 2011; Vella et al., 2013; Vissers et 

al., 2013）。例えば，英国でおこなわれた横断調
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査では，身体活動レベルの高い者は果物や野菜

の摂取量が多く，炭酸飲料やスナック菓子の摂

取量が少ないことが示されている（Vissers et al., 

2013）。また，英国を含めた欧州の 10ヵ国の 12–

17歳を対象とした横断研究では，男女ともに身

体活動量が高い者は低い者と比べて野菜の摂取

量が多いことが示されている（Ottevaere et al., 

2011）。さらに，カナダの 5–17 歳を対象とした

横断研究では，学校の授業以外で 1日 60分以上

の運動をする者は 60 分未満の者と比べて野菜

や果物，果物ジュースの摂取量が多いことが報

告されている（Morin et al., 2013）。他に中東に

おける報告もある。サウジアラビアの青年期の

男女（平均年齢：男性 16.7歳，女性 16.5歳）を

対象とした横断研究では，1 週間の身体活動量

（METs-min/week）と野菜および果物摂取量が

有意な正の相関が示されている（Al-Hazzaa et al., 

2011）。これらの報告以外にも乳類（Kelishadi et 

al., 2007; Ottevaere et al., 2011）や穀類（Bibiloni 

Mdel et al., 2012）の摂取量と身体活動との関連

を示した報告がある。 

成人を対象とした身体活動と食品摂取の関連

を検討した研究は少ないが，余暇時間の活動と

果物・野菜摂取との関連に限ってみれば複数の

報告がなされている（Gillman et al., 2001; Jago et 

al., 2005; Lee et al., 2011; Oppert et al., 2006）。

Oppert らはフランスにおいて成人を対象に行っ

た横断研究の結果，余暇時間の活動量が多い者

は少ない者と比較して，週に 4 回以上果物や野

菜を摂取している者の割合が高いことを示して

いる（Oppert et al., 2006）。また，Jagoらが実施

した米国の 19–37 歳を対象とした横断研究によ

ると，仕事以外での主観的な身体活動レベルが

高い者は低い者と比べて，野菜や果物の摂取量

が多いことが示されている（Jago et al., 2005）。

上記の研究の他にも，身体活動と食習慣との関

連を検討した研究が報告されている。表 2 にそ

の一覧を示した。これらの横断研究はいずれも

健康な食習慣獲得における身体活動の重要性を

示すものであり，身体活動の実施が学生におけ

る新たな食習慣改善の手段として期待できる結

果であった。 

横断研究と比べて数は少ないが，身体活動と

食習慣との関連を縦断的に検討している研究も

報告されている（Fleig et al., 2011; 2014; 2015a; 

Prochaska & Sallis 2004; Woolcott et al., 2013）。ド
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イツでおこなわれた，患者を対象とした準実験

デザインの介入研究によると，運動習慣獲得を

目指した介入により，野菜・果物の摂取量も増

加することが示された（Fleig et al., 2011）。一方，

ハワイに住む 690 名の健康成人男女を対象とし

ておこなわれた 2 年間の追跡研究からは異なる

見解が報告されている（Woolcott et al., 2013）。

追跡期間中の個人内における身体活動時間

（3.3METs 以上の活動時間）変化量と野菜・果

物摂取変化量との関連は個人によって大きく異

なり，有意な関連は得られなかった。全対象者

のなかから，追跡期間中に身体活動時間が延長

し，野菜・果物摂取量が増加した者を抽出した

ところ，人数は全体の約 2 割であり，身体活動

と食習慣との関連がみられなかった者と比べて

有意に年齢が若かった（Woolcott et al., 2013）。

個人間で身体活動実施による食習慣改善の起こ

りやすさが異なり，これに年齢が関わっている

と推察できる。 

健康行動間の関連は，年齢や文化の影響を大

きく受けるといえる（Berrigan et al., 2003; 

Woolcott et al., 2013）。しかし，身体活動と食習

慣との関連を検討したこれまでの研究の多くは

子どもを対象とした検討であり，成人を対象と

した研究は少なく，対象地域が欧米に限られて

いる。日本人学生に直接応用できる研究報告が

十分ではないため，日本人学生を対象とした身

体活動と食習慣との関連の検討が求められる。 

さらに，先行研究には身体活動と食習慣の評

価に関する限界がある。これまで，身体活動と

食習慣の評価として，それぞれ運動と野菜・果

物摂取が多く用いられてきた。しかし，身体活

動と食習慣はともにさまざまな要素から成り立

っているため，全体像を把握するには複数の側

面での評価が望ましい（Sallis & Saelens, 2000; 

Tucker, 2010）。 

身体活動は，その種類の把握のためにドメイ

ンごとの評価が用いられている。運動は余暇時

間における活動であり，身体活動には運動以外

にも家事や仕事などのドメインが存在する

（Craig et al., 2003）。日本人学生は，「忙しくて

時間がない」，「機会がない」などの理由から，

進学を機に運動をしなくなる者が多い（相澤ら，

2014；平木・木谷，2011）。この年代における運

動習慣の形成や継続は容易ではないといえる。

実際，この年代は他の年代と比べて，最も運動
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習慣を有している者の割合が低い（厚生労働省，

2012b）。そのため，日本人学生の食習慣改善の

ためには，運動以外のドメインと食習慣との関

連を検討する必要がある。 

食習慣では，食事パターンなどの包括的な評

価が用いられている（Tucker, 2010）。人はさま

ざまな食品を摂取しており，栄養素を単独で摂

取することはなく，健康と単独の栄養素との関

連を検討する研究には限界がある（Hu, 2002）。

特に，各生活習慣病は食習慣に限ったとしても，

ある栄養素や食品との 1 対 1 の関係ではなく，

さまざまなリスクファクターが関与している

（厚生労働省，2015a）。そのため，単独の食品

摂取ではなく，複数種類の食品群摂取量や食事

パターンによる評価が必要である。 
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第 3章 課題 

 

第 1節 課題設定 

 

本博士論文では，日本人学生の食習慣改善を

目指し，身体活動の量やドメインの観点から，

日本人学生における身体活動と食習慣との関連

を横断的に明らかにすることを目的とした。 

目的を達成するために，本博士論文では課題

を 2 つ設定し，学生を対象とした横断的な自記

式質問紙調査を行った（図 3-1）。 

 

 

 

第 1 項 課題 	 ｜健康な食習慣につな

がる食事パターンの検討（Kakutani et al., 

2015a） 

日本人の代表的な食事パターンとして，主食･

主菜･副菜を組み合わせた食事がある。この主

食･主菜･副菜を組み合わせた食事は国内のさま

ざまな指針に取り上げられ推奨されている（独

立行政法人国立健康・栄養研究所，2003；厚生

労働省，2012a）。そのため，生活習慣病予防が

期待できる健康な食習慣の評価には，主食･主

菜･副菜を組み合わせた食事頻度を用いること

とした。しかし，この食事は栄養素の摂取不足

&�Ⅱ－Ⅰ
 $�#�'
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図３-１．本博士論文の課題構成
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の回避に貢献することが示されてはいるものの

（足立，1984），主食･主菜･副菜を組み合わせた

食事を摂取することが生活習慣病の予防に寄与

する健康な食習慣であるかは十分に検討されて

いない。そのため，身体活動と食習慣との関連

を検討する前に，主食･主菜･副菜を組み合わせ

た食事をとることが，生活習慣病リスク軽減が

期待できる健康な食習慣であるかを確認する必

要がある。 

そこで本課題では，主食･主菜･副菜を組み合

わせた食事が健康な食習慣といえるかを明らか

にすることを目的とした。そのために，日本人

学生を対象とした横断的な自記式質問紙調査を

行い，主食･主菜･副菜を組み合わせた食事頻度

と，生活習慣病リスクとの関連が報告されてい

る食品群および栄養素摂取量との関連を検討す

ることとした。 

 

第 2項 課題 ｜身体活動と食習慣との

関連の検討 

 

身体活動と食習慣との関連を検討した研究は

複数報告されているが，身体活動の評価は運動

習慣がほとんどで，具体的に望ましい身体活動

の量や種類を示した報告はない。同様に，食習

慣の評価も野菜・果物摂取量に限られている。

人の食習慣はさまざまな食品の組み合わせによ

って成り立っている。そのため，健康な食習慣

獲得を目的とした望ましい身体活動を具体的に

提示するには，身体活動の量・ドメインの観点

から，包括的に身体活動と食習慣との関連を明

らかにする必要がある。 

そこで，課題 では身体活動の量（課題 −	 

｜総身体活動量）とドメイン（課題 − ｜運

動習慣，課題 − ｜生活活動）の観点から，

食習慣との関連を検討することとした。食習慣

では，野菜・果物摂取量に，複数種類の食品群

摂取量や食事パターンも加え評価した。 

 

−	  総身体活動量と食習慣との関連 

 

健康行動間の関連は，年齢の影響を大きく受

けるため（Berrigan et al., 2003），年齢での検討

が必要である。また，20歳前後は子どもから成

人への過渡期であり，生活状況が変わる時期で

あることから，健康行動間の関連も子どもの頃
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と比較して変化している可能性がある。総身体

活動量を評価し，身体活動と食習慣の関連を検

討した研究は多く報告されている（Al-Hazzaa et 

al., 2011; Kelishadi et al., 2007; Ottevaere et al., 

2011; Vissers et al., 2013）。しかし，先行研究の

ほとんどが子どもを対象とした研究で，成人を

対象とした研究は限られている。我々が知る限

り，成人を対象とした研究では唯一，Lee らが

総身体活動量と食習慣の関連を検討している

（Lee et al., 2011）。しかし，交絡因子を考慮し

た結果ではなかったことなどから，明確な結論

は得られていない。 

そこで，本課題では，学生を対象とし，交絡

因子を調整したうえで総身体活動量と食習慣と

の関連を検討することとした。これにより，総

身体活動量が健康な食習慣と関連するかを示し，

両要因間に量反応関係が認められるかを評価し

た。 

 

−  運動習慣と食習慣との関連（Kakutani 

et al., 2015b） 

 

これまでに，運動習慣と健康な食習慣との関

連を示した研究は複数報告されている（Jago et 

al., 2005; Oppert et al., 2006）。しかし，これらの

研究の対象地域は欧米が中心で，東アジアにお

ける研究は報告が限られている。健康行動間の

関連は，文化の影響を大きく受けるため

（Berrigan et al., 2003），文化圏の異なる地域で

は欧米とは異なる身体活動と食習慣の関連がみ

られる可能性がある。 

そこで本課題では，日本人学生における運動

習慣が健康な食習慣と関連するかを明らかにす

るために，運動習慣と食習慣との関連を検討す

ることとした。 

 

−  生活活動と食習慣との関連 

 

20歳前後は他の年代と比べて運動習慣を有し

ている者が少なく（日本私立大学連盟，2011；

笹川スポーツ財団，2013），機会や場所，設備な

どの環境的な問題から，習慣的な運動実施が困

難な者もいる（相澤ら，2014；平木・木谷，2011）。

そのため，運動以外の活動（仕事関連活動，移

動活動，家庭内活動など）と健康な食習慣との

関連が明らかになれば，運動の実施が難しい学
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生に対しても，食習慣改善に効果的な身体活動

の提案をおこなうことができる。 

我々が知る限り，生活活動と食習慣の関連を

検討した報告は Leeらの報告のみである（Lee et 

al., 2011）。Lee らの報告では各生活活動と食習

慣との関連は単相関係数を用いて評価しており，

交絡因子は十分に考慮されていない。身体活動

と食習慣との関連には年齢や体格などの交絡が

考えられる。そこで，本課題では，交絡因子を

調整したうえで，日本人学生を対象に生活活動

と食習慣との関連を検討することとした。これ

により，生活活動が健康な食習慣と関連するか

を明らかにする。 

 

第 2節 研究の限界 

 

第 1項 サンプリングによる限界 

 

本博士論文の対象者は一部の大学，短期大学，

専門学校に所属する学生である。我が国におけ

る大学，短期大学，専門学校への進学率は 53.8%

であり（文部科学省，2014），これらの学校に進

学しない者もいる。本研究の対象者は，大学等

に進学しない者と比較し，社会経済的水準が高

い集団である可能性がある。そのため，本博士

論文の結果は，学生でない 20歳前後の集団に対

しては適応することができない。 

さらに，対象者は母集団のなかから無作為抽

出した者ではなく，研究協力者が担当する講義

の受講者から抽出した学生を対象としている。

対象者は全て，健康に関連した学科（食品栄養

学科など）の学生もしくは健康に関連した講義

（「くらしと健康」など）の受講生から抽出して

おり，健康に関する知識や意識が高い集団であ

る可能性もある。そのため，本博士論文の結果

は健康に関連した学科以外に在籍する学生に対

しては適応することができない。 

 

第 2項 研究デザインによる限界 

 

本博士論文の全ての課題は研究デザインとし

て横断研究を採用している。つまり，身体活動

と食習慣との間に時間的な差は存在していない

こととなる。身体活動と食習慣との関連におい

ては，身体活動の増加による食習慣の改善を想

定している。しかし，身体活動と食習慣の間に
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は，食習慣の改善により身体活動が増加すると

いった因果の逆転も想定される。そのため，本

博士論文の結果のみで身体活動と食習慣の因果

関係を明らかにすることはできない。因果関係

の証明のためにはさらなる検討が必要である。 

 

第 3項 主観的評価による限界 

 

本博士論文では，身体活動および食習慣，身

長，体重は，自己報告により主観的に評価した。

自己申告による評価方法では，身体活動（Motl et 

al., 2005）および身長（Rowland, 1990）は過大評

価，食事摂取量（Okubo et al., 2006; Okubo & 

Sasaki, 2004）および体重（Rowland, 1990）は過

小評価する傾向があると報告されている。しか

し，本博士論文で用いた身体活動（Iwai et al., 

2001）および食習慣（Kobayashi et al., 2011）の

評価方法および自己申告の身長と体重から計算

した BMI（Nakamura et al., 1999）はいずれも順

位づけの妥当性が確認されている。本博士論文

では，相対的な評価により身体活動量と食習慣

との関連を検討するため，主観的な評価は十分

利用可能である。 

 

第 4項 交絡因子に関する限界 

 

20歳前後において，社会経済的状況と，身体

活動および食習慣とが関連することが示されて

いる（Hanson & Chen, 2007）。本博士論文では社

会経済的状況を詳細に評価しておらず，交絡因

子として十分に考慮できていない。課題 −	 

および課題 − では主観的経済状況を交絡因

子として調整したものの，この項目の妥当性が

示されていないため，本博士論文の結果の解釈

には注意が必要である。 

 

第 5項 定義による限界 

 

本博士論文では，健康な食習慣を生活習慣病

の予防に寄与する食習慣であると定義した。生

活習慣病が健康寿命や生活の質に及ぼす影響は

大きいものの，食習慣が関係する疾病や健康状

態は生活習慣病だけではない。本博士論文では，

健康な食習慣の評価をおこなうにあたって，各

栄養素の欠乏症や過剰症，肥満予防などは考慮

していない。そのため，本博士論文における「健
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康な食習慣」の解釈においては，食習慣による

生活習慣病予防が前提であることを留意する必

要がある。 

 

第 6項 統計解析上の限界 

本博士論文では，検討する食習慣および身体

活動の評価項目が多いため（食習慣 12種類，身

体活動 5種類），検定の多重性が生じており false 

positive の可能性が否定できないことを留意す

る必要がある。 
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第 4章 健康な食習慣につながる食事パターンの検討（課題	 ） 

 

第 1節 緒言 

 

現在，生活習慣病は我が国の死因別死亡者数

の約 6 割，国民医療費の約 3 割を占めており，

解決すべき重要な課題となっている（厚生労働

省，2014a，2014b）。生活習慣病は複数の疾患を

含んでおり，いずれの罹患にも食習慣が大きく

関わっている（Ikeda et al., 2012）。そのため，生

活習慣病の発症および重症化予防には，食習慣

が重要な役割を担う（厚生労働省，2012a）。 

日本人は他の先進国の人々に比べ長寿である

ことから（厚生労働省，2013c），日本の食事パ

ターンに注目が集まっている（UNESCO，2013）。

日本人の代表的な食事パターンとして，主食･

主菜･副菜を組み合わせた食事がある。この主

食･主菜･副菜を組み合わせた食事は国内のさま

ざまな指針に取り上げられ推奨されている（独

立行政法人国立健康・栄養研究所，2003；厚生

労働省，2012a）。日本の 3 つの地域を対象に行

った横断研究によると，主食･主菜･副菜を組み

合わせた食事の摂取頻度が高い人は，当時の栄

養所要量に対する栄養素摂取の充足率が良好で

あることが示されている（足立，1984）。しかし，

この研究が実施された当時の栄養所要量は栄養

素の摂取不足の回避を目的とした基準であり，

生活習慣病の予防を目的とした目標量が設定さ

れていなかった。それゆえ，主食･主菜･副菜を

組み合わせた食事が生活習慣病のリスク軽減に

寄与するかは十分に検討されていない。 

主食･主菜･副菜を組み合わせた食事は，既に

多くの指針で推奨されている食習慣である（独

立行政法人国立健康・栄養研究所，2003；厚生

労働省，2012a）。この食事頻度が高いほど生活

習慣病リスク軽減が期待できる食品群および栄

養素摂取量が多いことを示すことができれば，

生活習慣病のリスク軽減を目的として主食･主

菜･副菜を組み合わせた食事を推奨するための

根拠の一つとすることができる。 

そこで，本課題の目的は主食･主菜･副菜を組

み合わせた食事が健康な食習慣といえるかを明

らかにすることとした。そのために，日本人学

生を対象とした横断的な自記式質問紙調査を行
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い，主食･主菜･副菜を組み合わせた食事頻度と，

生活習慣病リスクとの関連が報告されている食

品群および栄養素摂取量との関連を検討するこ

ととした。加えて，主食･主菜･副菜を組み合わ

せた食事頻度と複数の食品群別摂取との関連を

検討することにより，主食･主菜･副菜を組み合

わせた食事が日本食パターン（Guo et al., 2012; 

Mori et al., 2009）と類似しているかを確認する。 

 

第 2節 方法 

 

1．対象者 

 

本調査は，2013年 5月から 7月に茨城県，神

奈川県，東京都および奈良県に位置する大学 4

校，短期大学 1 校，専門学校 1 校を対象として

実施した。上記の学校に在籍する学生のうち，

健康に関連した学科（食品栄養学科・栄養科な

ど），もしくは健康に関連した講義（「くらしと

健康」など）にて対象者の募集を行った。各学

校の研究協力者が担当する講義において，研究

の目的と概要を説明し，質問紙を配付した。調

査への協力に同意する者には，同意書と質問紙

の提出を依頼し，後日回収した。 

874 名に対し，研究の目的と概要を説明し，

質問紙を配付した。その内，質問紙を提出した

対象者は 761 名（回収率 87.1%）であった。年

齢，身長および体重のデータに欠損のあった者

（n = 3），年齢が 25歳以上の者（n = 25）は解析

から除外した。さらに，エネルギー摂取量に極

端な過大もしくは過小報告の疑いがある者は除

外した（n = 69）。除外方法は既報（厚生労働省，

2010b；Sasaki et al., 2003）に基づき，算出され

たエネルギー摂取量が，身体活動レベルがレベ

ル	 の推定エネルギー必要量の 0.5倍以上，か

つ，レベル の推定エネルギー必要量の 1.5倍

未満の場合に解析に含め，その他は解析から除

外することとした。最終的な解析対象者は 18–24

歳の 664名（女性 477名，男性 187名）であっ

た。 

なお，本研究は筑波大学体育系研究倫理委員

会の承認を受け実施した。各施設の協力者が研

究の目的と概要を十分説明したうえで調査への

協力に同意する者には同意書への署名を求め，

全ての対象者からインフォームドコンセントを

得た。 
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2．調査項目 

 

１）食事摂取量 

過去 1 ヶ月の食習慣を自記式食事歴法質問票

（self-administered diet history questionnaire: DHQ）

（Sasaki et al., 1998a; 1998b）の簡易版である，

簡 易 型 自 記 式 食 事 歴 法 質 問 票 （ brief 

self-administered diet history questionnaire: BDHQ）

（Kobayashi et al., 2011, 2012）を用いて評価した。

BDHQ の記入内容から日本食品標準成分表（文

部科学省，2010）に基づき 58 種類の食品･飲料

（Kobayashi et al., 2011）と 99 種類の栄養素

（Kobayashi et al., 2012）の摂取量を算出するこ

とができる。本課題では，Kobayashiらの方法に

基づき，食品・飲料を 15の食品群（穀類，いも

類，砂糖，豆類，緑黄色野菜，その他野菜，果

実類，きのこ類，海藻類，魚介類，肉類，卵類，

乳類，油脂類，菓子類）に分類し，それぞれの

食品群別摂取量を算出した（Kobayashi et al., 

2011）。また，生活習慣病リスクとの関連が報告

されている栄養素として飽和脂肪酸，食物繊維，

ナトリウムおよびカリウム，それぞれの摂取量

を算出した（Kobayashi et al., 2012；厚生労働省，

2015a）。 

 

２）主食･主菜･副菜を組み合わせた食事頻度 

対象者には主食･主菜･副菜のそれぞれの簡単

な定義文を読んでもらった後に，「主食･主菜･

副菜を 3つそろえて食べることが 1日に 2回以

上あるのは，週に何日ありますか。」と尋ね，4

つの選択肢のなかから 1つを回答させた（「ほと

んどない」，「週に２～３日」，「週に４～５日」，

「ほとんど毎日」）。それぞれの定義は以下のと

おりである。「『主食』とは，米，パン，めん類

などの穀類で，主として糖質エネルギーの供給

源となるものです。『主菜』とは，魚や肉，卵，

大豆製品などを使った副食の中心となる料理で，

主として良質たんぱく質や脂肪の供給源となる

ものです。『副菜』とは，野菜などを使った料理

で，主食と主菜に不足するビタミン，ミネラル，

食物繊維などを補う重要な役割を果たしていま

す（内閣府食育推進室，2012）。」 

 

３）その他 

その他の項目として，自己申告の生年月日，
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身長，体重，現在の所属（大学，短期大学，専

門学校），居住形態（独居，独居以外）を尋ねた。

自己申告の体重（kg）を身長（m）の 2 乗で除

して body mass index（BMI, kg / m2）を算出した。 

 

3．統計解析 

 

男女間で主食･主菜･副菜を組み合わせた食事

頻度に差がみられたことから，本課題では解析

を全て女性と男性に分けておこなった。 

食品群別摂取量は BDHQ の妥当性研究

（Kobayashi et al., 2011）を参考に，密度法を用

いたエネルギー調整値（g / 1,000 kcal）を算出し

た。 

連続変数の傾向検定には Jonckheere-Terpstra test

を ， カ テ ゴ リ 変 数 の 傾 向 検 定 に は

Mantel-Haenszel test を用いた。主食･主菜･副菜

を組み合わせた食事頻度と食品群別摂取量との

関連評価には多変量調整したスピアマンの偏順

位相関係数を用いた。調整変数は年齢（歳，連

続変数），BMI（kg/m2，連続変数），居住形態（独

居，独居以外），所属（大学，短期大学，専門学

校）とした。全ての統計処理は IBM SPSS version 

20 for Mac software（IBM Corp, Armonk, NY）を

用いて行った。全ての p 値は両側検定であり，

0.05未満で有意性を判断した。 

 

第 3節 結果 

 

主食･主菜･副菜を組み合わせた食事頻度で分

類した対象者の特性を表 4-1 に示した。年齢，

身体的特徴（身長，体重，BMI）および所属と，

主食･主菜･副菜を組み合わせた食事頻度との間

には有意な関連はみられなかった。一方，主食･

主菜･副菜を組み合わせた食事頻度と独居の割

合との間に有意な直線性の関連が男女ともにみ

られ，主食･主菜･副菜を組み合わせた食事頻度

が高い人ほど独居以外の割合が高いことを示し

た（p < 0.05）。 

主食･主菜･副菜を組み合わせた食事頻度で分

類した女性，男性それぞれの食品群別摂取量を

表 4-2，4-3に示した。主食･主菜･副菜を組み合

わせた食事頻度と直線形の有意な正の関連がみ

られたのは，女性で砂糖，豆類，緑黄色野菜，

その他野菜，果実類，きのこ類，海藻類，魚介

類，肉類，卵類（P for trend <0.05; Spearman’s ρ 
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= 0.10–0.38），男性でいも類，豆類，緑黄色野菜，

その他野菜，きのこ類，海藻類，魚介類，卵類，

乳類であった（P for trend <0.05; Spearman’s ρ = 

0.17–0.32）。有意な負の関連がみられたのは，女

性で菓子類（P for trend <0.05; Spearman’s ρ = 

-0.11），男性で穀類と菓子類（P for trend <0.05; 

Spearman’s ρ = -0.14–-0.18）であった。 

主食･主菜･副菜を組み合わせた食事頻度で分

類した女性，男性それぞれの栄養素摂取量を表

4-4，4-5 に示した。主食･主菜･副菜を組み合わ

せた食事頻度と直線形の有意な正の関連がみら

れたのは，女性で総食物繊維，カリウム（P for 

trend <0.05; Spearman’s ρ = 0.32, 0.31），男性で飽

和脂肪酸，総食物繊維，カリウム（P for trend 

<0.05; Spearman’s ρ = 0.17, 0.24, 0.34）であった。 

 

  



第４章 健康な食習慣につながる食事パターンの検討（課題Ⅰ） 

 35 

 

 

  

P for
trendb

女性 ( n = 477)
人数（人） 88 123 123 143
年齢（歳） 19.5 ± 1.3 19.5 ± 1.4 19.4 ± 1.2 19.4 ± 1.2 0.73
身長（cm） 158.2 ± 5.6 158.8 ± 5.8 158.7 ± 5.6 158.8 ± 5.1 0.79
体重（kg） 51.4 ± 6.1 51.1 ± 6.5 51.5 ± 6.6 50.7 ± 6.2 0.56

BMI（kg/m2）c 20.6 ± 2.2 20.3 ± 2.5 20.4 ± 2.2 20.1 ± 2.3 0.22
居住形態（人） <0.001
独居 41 39 33 18

独居以外d 47 84 90 125
所属（人） 0.64
大学 66 95 98 105
短期大学 6 3 6 2
専門学校 16 25 19 36

男性（ n = 187）
人数（人） 40 61 44 42
年齢（歳） 19.9 ± 1.9 20.0 ± 1.5 19.5 ± 1.4 19.7 ± 1.6 0.32
身長（cm） 170.9 ± 5.7 172.5 ± 5.1 170.8 ± 6.1 170.9 ± 6.2 0.39
体重（kg） 62.5 ± 8.0 66.0 ± 9.4 65.3 ± 13.4 62.1 ± 6.9 0.57

BMI（kg/m2）c 21.4 ± 2.1 22.2 ± 3.2 22.3 ± 4.1 21.3 ± 2.1 0.77
居住形態（人） 0.04
独居 22 29.0 21 15

独居以外d 18 32.0 23 27
所属（人） 0.25
大学 34 37 33 29
短期大学 2 13 6 5
専門学校 4 11 5 8

表4-1．主食･主菜･副菜を組み合わせた食事頻度で分類した日本人若年成人（18～24歳の女性
　　　 477人および男性187人）の基本属性（平均値±標準偏差または人数および割合（%））a

週に２～３日 週に４～５日

(75.0)

ほとんど毎日ほとんどない

(18.4) (25.8) (25.8) (30.0)

(12.6)
(87.4)

(26.8)
(73.2)

(31.7)
(68.3)

(73.4)

(46.6)
(53.4)

(69.0)

(6.8)
(18.2)

(10.0)

(47.5)
(52.5)

(1.4)
(25.2)

(4.9)
(15.4)

(35.7)
(64.3)

(11.9)
(85.0)
(5.0)

(21.4) (32.6) (23.5) (22.5)

BMI, body mass index
a対象者に主食･主菜･副菜の簡単な定義を示した後、「主食･主菜･副菜を3つそろえて食べることが1日に2
回以上あるのは、週に何日ありますか。」と尋ねた。回答肢は4件法とした（「ほとんどない」、「週に2
～3日」、「週に4～5日」、「ほとんど毎日」）。
b連続変数は Jonckheere–Terpstra test を、  カテゴリ変数は Mantel–Haenszel testを用いた。
cBMIは自己申告の体重（kg）を身長（m）の2乗で割って算出した。
d「寮」、「実家」、「その他」を含む。

(79.7)(77.2)

(55.0)
(45.0)

(18.0)

(47.7)
(52.3)

(60.7)
(21.3)

(19.0)

(75.0)
(13.6)
(11.4)

(2.4)
(20.3)



第４章 健康な食習慣につながる食事パターンの検討（課題Ⅰ） 
 

 36 

 

  

穀
類

24
1.

8
(1

88
.0

–2
91

.8
)

21
8.

7
(1

71
.2

–2
73

.4
)

22
2.

7
(1

82
.7

–2
61

.1
)

20
7.

6
(1

71
.8

–2
60

.5
)

-0
.0

6
0.

21

い
も
類

19
.3

(7
.8

–3
6.

5)
23

.6
(1

0.
8–

36
.7

)
30

.6
(1

3.
5–

40
.2

)
25

.4
(1

3.
4–

40
.3

)
0.

09
0.

07

砂
糖

2.
0

(1
.1

–3
.5

)
2.

0
(1

.1
–3

.6
)

2.
0

(1
.3

–2
.9

)
2.

7
(1

.6
–3

.8
)

0.
10

0.
03

豆
類

13
.7

(6
.5

–3
0.

5)
17

.9
(8

.9
–3

3.
7)

23
.9

(1
2.

9–
37

.4
)

26
.0

(1
4.

5–
43

.6
)

0.
21

<0
.0

01

緑
黄
色
野
菜

42
.1

(2
6.

8–
69

.6
)

48
.0

(3
1.

5–
72

.1
)

59
.3

(3
9.

4–
79

.3
)

75
.3

(4
9.

4–
10

6.
9)

0.
29

<0
.0

01

そ
の
他
野
菜

44
.5

(2
7.

9–
78

.3
)

54
.0

(3
9.

7–
69

.0
)

72
.6

(5
0.

5–
99

.8
)

87
.6

(6
2.

7–
11

9.
7)

0.
38

<0
.0

01

果
実
類

13
.3

(5
.7

–2
7.

6)
22

.1
(1

0.
5–

35
.0

)
21

.8
(1

0.
6–

41
.4

)
24

.4
(1

1.
3–

42
.7

)
0.

15
<0

.0
01

き
の
こ
類

2.
9

(1
.4

–5
.5

)
3.

5
(1

.3
–6

.2
)

4.
7

(1
.7

–7
.1

)
5.

6
(2

.9
–8

.8
)

0.
22

<0
.0

01

海
藻
類

2.
3

(1
.1

–6
.2

)
2.

9
(1

.5
–5

.0
)

3.
4

(1
.5

–7
.8

)
5.

4
(2

.6
–9

.0
)

0.
20

<0
.0

01

魚
介
類

20
.8

(1
3.

0–
41

.2
)

27
.9

(1
8.

7–
42

.9
)

32
.3

(1
9.

9–
47

.3
)

35
.4

(2
6.

3–
49

.9
)

0.
15

<0
.0

01

肉
類

40
.2

(2
2.

4–
51

.3
)

37
.4

(2
8.

2–
51

.3
)

43
.5

(3
6.

2–
52

.4
)

45
.1

(3
1.

9–
57

.3
)

0.
11

0.
02

卵
類

17
.4

(9
.0

–3
4.

8)
19

.5
(1

2.
2–

28
.9

)
24

.5
(1

5.
0–

32
.5

)
25

.6
(1

7.
6–

34
.4

)
0.

15
<0

.0
01

乳
類

68
.9

(3
3.

4–
11

7.
1)

78
.7

(4
3.

7–
11

3.
1)

83
.6

(3
2.

4–
12

3.
9)

71
.2

(3
8.

2–
10

9.
5)

0.
00

0.
98

油
脂
類

5.
7

(4
.2

–7
.8

)
6.

2
(4

.8
–8

.2
)

6.
7

(4
.9

–8
.3

)
5.

8
(4

.7
–8

.0
)

0.
01

0.
84

菓
子
類

25
.1

(1
4.

1–
38

.2
)

24
.4

(1
3.

5–
38

.2
)

24
.3

(1
1.

2–
34

.1
)

18
.7

(1
1.

3–
33

.0
)

-0
.1

1
0.

02

a 対
象
者
に
主
食
･主
菜
･副
菜
の
簡
単
な
定
義
を
示
し
た
後
、
「
主
食
･主
菜
･副
菜
を

3つ
そ
ろ
え
て
食
べ
る
こ
と
が

1日
に

2回
以
上
あ
る
の
は
、
週
に
何
日
あ
り
ま
す
か
。
」
と
尋
ね

た
。
回
答
肢
は

4件
法
と
し
た
（
「
ほ
と
ん
ど
な
い
」
、
「
週
に

2～
3日
」
、
「
週
に

4～
5日
」
、
「
ほ
と
ん
ど
毎
日
」
）
。
食
品
群
別
摂
取
量
は
密
度
法
に
よ
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
調
整
済

み
の
値
（
g/
1,
00
0 
kc
al
）
を
示
し
た
。

b
年
齢
、

B
M

I、
居
住
形
態
、
所
属
で
調
整
し
た
ス
ピ
ア
マ
ン
偏
順
位
相
関
係
数

表
4-
2．
女
性
に
お
け
る
主
食
･主
菜
･副
菜
を
組
み
合
わ
せ
た
食
事
頻
度
で
分
類
し
た

1日
あ
た
り
の
食
品
群
別
摂
取
量
（
中
央
値
（

25
–7

5パ
ー
セ
ン
タ
イ
ル
）
）

a

ほ
と
ん
ど
な
い

(n
 =

 8
8)

週
に

2～
3日

(n
 =

 1
23

)
週
に

4～
5日

(n
 =

 1
23

)
ほ
と
ん
ど
毎
日

( n
 =

 1
43

)
P 

fo
r

tre
nd

s
Sp

ea
rm

an
's

ρb



第４章 健康な食習慣につながる食事パターンの検討（課題Ⅰ） 

 37 

 

  

穀
類

29
0.

6
(2

32
.9

–3
40

.5
)

25
3.

7
(2

15
.8

–2
94

.3
)

26
3.

1
(2

30
.0

–3
42

.4
)

22
9.

3
(1

86
.0

–2
82

.9
)

-0
.1

8
0.

02

い
も
類

11
.1

(3
.4

–3
5.

2)
14

.1
(6

.5
–2

8.
2)

19
.2

(9
.9

–3
2.

6)
24

.8
(9

.9
–3

7.
1)

0.
17

0.
02

砂
糖

1.
3

(0
.6

–2
.4

)
1.

8
(1

.1
–2

.7
)

1.
7

(0
.8

–2
.9

)
1.

7
(1

.3
–3

.0
)

0.
08

0.
28

豆
類

11
.6

(3
.5

–2
3.

2)
13

.4
(6

.9
–2

3.
6)

20
.9

(8
.9

–2
8.

2)
20

.9
(9

.8
–4

2.
7)

0.
24

<0
.0

01

緑
黄
色
野
菜

40
.3

(1
8.

1–
65

.9
)

40
.6

(3
1.

6–
61

.6
)

39
.3

(2
7.

9–
57

.5
)

64
.6

(4
0.

8–
10

2.
1)

0.
25

<0
.0

01

そ
の
他
野
菜

40
.2

(2
4.

6–
54

.3
)

52
.2

(3
6.

4–
69

.3
)

54
.2

(3
3.

0–
75

.1
)

63
.7

(4
4.

4–
99

.5
)

0.
28

<0
.0

01

果
実
類

8.
5

(4
.0

–1
8.

1)
13

.4
(7

.0
–3

7.
0)

9.
6

(5
.1

–1
8.

5)
21

.7
(1

0.
3–

32
.5

)
0.

14
0.

06

き
の
こ
類

1.
4

(0
.6

–5
.8

)
2.

0
(1

.1
–4

.7
)

2.
4

(1
.4

–5
.1

)
5.

7
(1

.9
–1

0.
0)

0.
24

<0
.0

01

海
藻
類

1.
8

(0
.3

–4
.3

)
3.

1
(1

.6
–6

.5
)

1.
9

(1
.2

–4
.6

)
6.

1
(2

.1
–1

4.
6)

0.
20

0.
01

魚
介
類

24
.7

(1
4.

5–
34

.5
)

25
.2

(1
4.

8–
41

.4
)

28
.3

(1
5.

7–
45

.2
)

38
.6

(3
0.

8–
48

.1
)

0.
24

<0
.0

01

肉
類

42
.6

(2
8.

1–
53

.7
)

41
.6

(2
7.

4–
51

.2
)

48
.8

(3
3.

8–
59

.6
)

44
.9

(3
5.

0–
56

.7
)

0.
11

0.
13

卵
類

14
.4

(6
.1

–2
0.

0)
16

.6
(7

.9
–2

6.
0)

25
.6

(1
3.

2–
34

.6
)

24
.0

(1
4.

9–
32

.8
)

0.
32

<0
.0

01

乳
類

35
.8

(1
5.

9–
86

.2
)

69
.0

(2
6.

3–
10

3.
3)

76
.8

(4
6.

9–
99

.9
)

76
.8

(4
2.

0–
11

0.
6)

0.
18

0.
01

油
脂
類

6.
4

(5
.0

–8
.2

)
7.

0
(4

.5
–8

.9
)

7.
0

(5
.3

–9
.7

)
6.

3
(5

.1
–8

.2
)

0.
03

0.
67

菓
子
類

18
.4

(1
1.

3–
25

.2
)

19
.7

(1
1.

6–
33

.3
)

11
.0

(6
.8

–1
8.

5)
12

.4
(7

.3
–2

3.
6)

-0
.1

4
0.

05

a 対
象
者
に
主
食
･主
菜
･副
菜
の
簡
単
な
定
義
を
示
し
た
後
、
「
主
食
･主
菜
･副
菜
を

3つ
そ
ろ
え
て
食
べ
る
こ
と
が

1日
に

2回
以
上
あ
る
の
は
、
週
に
何
日
あ
り
ま
す
か
。
」
と
尋
ね

た
。
回
答
肢
は

4件
法
と
し
た
（
「
ほ
と
ん
ど
な
い
」
、
「
週
に

2～
3日
」
、
「
週
に

4～
5日
」
、
「
ほ
と
ん
ど
毎
日
」
）
。
食
品
群
別
摂
取
量
は
密
度
法
に
よ
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
調
整
済

み
の
値
（
g/
1,
00
0 
kc
al
）
を
示
し
た
。

b
年
齢
、

B
M

I、
居
住
形
態
、
所
属
で
調
整
し
た
ス
ピ
ア
マ
ン
偏
順
位
相
関
係
数

表
4-
3．
男
性
に
お
け
る
主
食
･主
菜
･副
菜
を
組
み
合
わ
せ
た
食
事
頻
度
で
分
類
し
た

1日
あ
た
り
の
食
品
群
別
摂
取
量
（
中
央
値
（

25
–7

5パ
ー
セ
ン
タ
イ
ル
）
）

a

ほ
と
ん
ど
な
い

(n
 =

 4
0)

週
に

2～
3日

(n
 =

 6
1)

週
に

4～
5日

(n
 =

 4
4)

ほ
と
ん
ど
毎
日

( n
 =

 4
2)

P 
fo

r
tre

nd
s

Sp
ea

rm
an

's
ρb



第４章 健康な食習慣につながる食事パターンの検討（課題Ⅰ） 
 

 38 

 

  

総
エ
ネ
ル
ギ
ー
摂
取
量
, k
ca
l

1,
43

9
(1

,1
57

–1
,6

98
)

1,
52

8
(1

,2
33

–1
,8

00
)

1,
66

1
(1

,4
10

–2
,0

40
)

1,
65

5
(1

,3
33

–2
,0

70
)

0.
19

<0
.0

01

飽
和
脂
肪
酸
, %
 e
ne
rg
y

8.
04

(6
.1

6–
9.

58
)

8.
61

(6
.8

1–
9.

75
)

8.
21

(6
.7

8–
9.

64
)

8.
27

(6
.8

4–
9.

43
)

-0
.0

4
0.

43

総
食
物
繊
維
, g
/1
,0
00
 k
ca
l

5.
2

(4
.3

–6
.2

)
5.

5
(4

.6
–6

.3
)

6.
0

(4
.9

–7
.1

)
7.

0
(5

.4
–8

.0
)

0.
32

<0
.0

01

ナ
ト
リ
ウ
ム
, m
g/
1,
00
0 
kc
al

2,
13

3
(1

,7
40

–2
,4

19
)

2,
13

3
(1

,8
35

–2
,3

79
)

2,
10

2
(1

,8
69

–2
,4

13
)

2,
23

3
(1

,9
85

–2
,4

77
)

0.
07

0.
14

カ
リ
ウ
ム
, m
g/
1,
00
0 
kc
al

1,
10

9
(8

51
–1

,3
16

)
1,

20
8

(9
81

–1
,4

07
)

1,
33

6
(1

,1
14

–1
,4

92
)

1,
48

5
(1

,2
22

–1
,6

58
)

0.
31

<0
.0

01

a 対
象
者
に
主
食
･主
菜
･副
菜
の
簡
単
な
定
義
を
示
し
た
後
、
「
主
食
･主
菜
･副
菜
を

3つ
そ
ろ
え
て
食
べ
る
こ
と
が

1日
に

2回
以
上
あ
る
の
は
、
週
に
何
日
あ
り
ま
す
か
。
」
と

尋
ね
た
。
回
答
肢
は

4件
法
と
し
た
（
「
ほ
と
ん
ど
な
い
」
、
「
週
に

2～
3日
」
、
「
週
に

4～
5日
」
、
「
ほ
と
ん
ど
毎
日
」
）
。
栄
養
素
摂
取
量
は
密
度
法
に
よ
る
エ
ネ
ル

ギ
ー
調
整
済
み
の
値
を
示
し
た
。

b 年
齢
、

B
M

I、
居
住
形
態
、
所
属
で
調
整
し
た
ス
ピ
ア
マ
ン
偏
順
位
相
関
係
数

表
4-
4．
女
性
に
お
け
る
主
食
･主
菜
･副
菜
を
組
み
合
わ
せ
た
食
事
頻
度
で
分
類
し
た

1日
あ
た
り
の
栄
養
素
等
摂
取
量
（
中
央
値
（

25
–7

5パ
ー
セ
ン
タ
イ
ル
）
）

a

ほ
と
ん
ど
な
い

(n
 =

 8
8)

週
に

2～
3日

(n
 =

 1
23

)
週
に

4～
5日

(n
 =

 1
23

)
ほ
と
ん
ど
毎
日

( n
 =

 1
43

)
Sp

ea
rm

an
's

ρb
P 

fo
r

tre
nd

s



第４章 健康な食習慣につながる食事パターンの検討（課題Ⅰ） 

 39 

 

 

  

総
エ
ネ
ル
ギ
ー
摂
取
量
, k
ca
l

1,
84

6
(1

,4
89

–2
,4

69
)

2,
09

5
(1

,6
27

–2
,4

25
)

2,
03

8
(1

,6
40

–2
,4

03
)

2,
15

6
(1

,7
09

–2
,7

08
)

0.
11

0.
14

飽
和
脂
肪
酸
, %
 e
ne
rg
y

6.
66

(5
.3

2–
7.

95
)

6.
85

(5
.7

7–
8.

35
)

7.
08

(6
.4

7–
8.

31
)

7.
37

(6
.3

5–
8.

70
)

0.
17

0.
02

総
食
物
繊
維
, g
/1
,0
00
 k
ca
l

4.
6

(3
.7

–6
.3

)
5.

1
(4

.3
–6

.2
)

5.
1

(4
.3

–6
.0

)
6.

5
(4

.8
–7

.6
)

0.
24

<0
.0

01

ナ
ト
リ
ウ
ム
, m
g/
1,
00
0 
kc
al

2,
13

6
(1

,9
47

–2
,4

35
)

2,
12

6
(1

,9
29

–2
,4

50
)

2,
08

1
(1

,8
60

–2
,3

95
)

2,
11

4
(1

,9
41

–2
,4

24
)

-0
.0

1
0.

89

カ
リ
ウ
ム
, m
g/
1,
00
0 
kc
al

96
5

(7
72

–1
,2

06
)

1,
03

7
(9

20
–1

,2
29

)
1,

03
2

(8
99

–1
,3

19
)

1,
32

5
(1

,1
18

–1
,6

28
)

0.
34

<0
.0

01

a 対
象
者
に
主
食
･主
菜
･副
菜
の
簡
単
な
定
義
を
示
し
た
後
、
「
主
食
･主
菜
･副
菜
を

3つ
そ
ろ
え
て
食
べ
る
こ
と
が

1日
に

2回
以
上
あ
る
の
は
、
週
に
何
日
あ
り
ま
す
か
。
」
と
尋
ね

た
。
回
答
肢
は

4件
法
と
し
た
（
「
ほ
と
ん
ど
な
い
」
、
「
週
に

2～
3日
」
、
「
週
に

4～
5日
」
、
「
ほ
と
ん
ど
毎
日
」
）
。
栄
養
素
摂
取
量
は
密
度
法
に
よ
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
調
整
済

み
の
値
（
g/
1,
00
0 
kc
al
）
を
示
し
た
。

b
年
齢
、

B
M

I、
居
住
形
態
、
所
属
で
調
整
し
た
ス
ピ
ア
マ
ン
偏
順
位
相
関
係
数

表
4-
5．
男
性
に
お
け
る
主
食
･主
菜
･副
菜
を
組
み
合
わ
せ
た
食
事
頻
度
で
分
類
し
た

1日
あ
た
り
の
栄
養
素
等
摂
取
量
（
中
央
値
（

25
–7

5パ
ー
セ
ン
タ
イ
ル
）
）

a

ほ
と
ん
ど
な
い

(n
 =

 4
0)

週
に

2～
3日

(n
 =

 6
1)

週
に

4～
5日

(n
 =

 4
4)

ほ
と
ん
ど
毎
日

( n
 =

 4
2)

Sp
ea

rm
an

's
ρb

P 
fo

r
tre

nd
s



第４章 健康な食習慣につながる食事パターンの検討（課題Ⅰ） 
 

 40 

第 4節 考察 

 

本課題では，日本人学生における主食･主菜･

副菜を組み合わせた食事が，健康な食習慣とい

えるかを明らかにするために，その食事頻度と

生活習慣病の予防に寄与する食品群および栄養

素摂取量との関連を検討した。本課題の結果は，

主食･主菜･副菜を組み合わせた食事が健康な食

習慣であることを支持した。 

本課題の結果から，緑黄色野菜，その他野菜，

果実類（女性のみ）の摂取量は，主食･主菜･副

菜を組み合わせた食事頻度が高い者ほど多くな

ることが示された。このことは，主食･主菜･副

菜を組み合わせた食事を続けることで野菜や果

物の摂取量が増加する可能性を示している。先

行研究においても，主食･主菜･副菜を組み合わ

せた食事頻度と野菜摂取量との関連が示されて

おり（足立，1984；大村ら，1994），本課題の結

果はこれらの先行研究を支持する結果となった。

関連のみられた野菜や果物の摂取はがん（Aune 

et al., 2012; Wang et al., 2014）や心血管疾患

（Wang et al., 2014）などの生活習慣病による死

亡のリスクを軽減することが報告されている。

これらのことから，本課題は，主食･主菜･副菜

を組み合わせた食事頻度が高いほど，生活習慣

病のリスク軽減が期待できる食品群の摂取量が

多くなることを示した。 

本課題の結果より，主食･主菜･副菜を組み合

わせた食事頻度が高いほど，食物繊維やカリウ

ムの摂取量が多くなることが示された。このこ

とは，主食･主菜･副菜を組み合わせた食事頻度

を高めることで食物繊維やカリウムの摂取量が

増加する可能性を示している。日本人における

食物繊維の主な摂取源は野菜類や穀類であり，

カリウムの主な摂取源は野菜類や魚介類である

（厚生労働省，2014c）。本課題において，主食･

主菜･副菜を組み合わせた食事頻度が高い者は，

野菜類と魚介類の摂取量が高い結果を示した。

このことから，主食･主菜･副菜を組み合わせた

食事の頻度が高い者は，野菜類や魚介類の摂取

量が多く，食物繊維やカリウムの摂取量の増加

につながったといえる。食物繊維摂取量はさま

ざまな生活習慣病との関連が検討されている。

例えば，心筋梗塞の発症ならびに死亡

（Threapleton et al., 2013），脳卒中の発症（Chen et 

al., 2013），循環器疾患の発症又は死亡
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（ Threapleton et al., 2013），糖尿病の発症

（Schulze et al., 2007）と食物繊維摂取量との間

の負の関連を示した研究がある。また，WHOは

高血圧予防のための望ましいカリウムの摂取量

を示している（WHO, 2012）。日本人における現

在の食物繊維やカリウムの摂取量は望ましいと

考えられる摂取量と比較して少ないため，摂取

量の増加が必要である（厚生労働省，2015a）。

これらのことから，本課題は，主食･主菜･副菜

を組み合わせた食事頻度が高いほど，生活習慣

病のリスク軽減が期待できる栄養素の摂取量が

多くなることを示したといえる。 

一方，生活習慣病予防のために，摂取量の減

少が求められる栄養素に飽和脂肪酸とナトリウ

ムがある（厚生労働省，2015a）。飽和脂肪酸摂

取は心筋梗塞罹患リスクを高めること

（Yamagishi et al., 2013），ナトリウム摂取は高血

圧（Sacks et al., 2001）および胃がん（Ge et al., 

2012）のリスクを高めることが報告されている。

本課題では，主食･主菜･副菜を組み合わせた食

事頻度とナトリウム摂取量との間に有意な相関

はみられなかった。一方で，強い関連ではない

ものの，男性において主食･主菜･副菜を組み合

わせた食事の頻度が高いほど飽和脂肪酸の摂取

量が多いことが示された。これらのことから，

男性においてのみ，主食･主菜･副菜を組み合わ

せた食事頻度が高いほど，生活習慣病の発症に

関わる栄養素摂取量が多くなる可能性が示唆さ

れた。 

男性と女性でともに主食･主菜･副菜を組み合

わせた食事頻度と摂取量との関連がみられた食

品群は，豆類，緑黄色野菜，その他野菜，きの

こ類，藻類，魚介類，および卵類であった。ま

た，男女ともに肉類の相関係数は他の食品群と

比べて低値であった（Spearman’s ρ = 0.11）。Mori 

らは伝統的な日本食を 3 つの要素で定義してい

る（Mori et al., 2009）。その要素は，大豆製品が

多いこと・魚が多いこと・赤身肉が少ないこと

である（Mori et al., 2009）。さらに，日本の成人

男性の食品別摂取量から因子分析を用いて食事

パターンを評価した研究では，大豆製品，魚，

野菜や果物の摂取量が多く，赤身肉の摂取量が

少ない日本食パターンが抽出されている（Guo 

et al., 2012）。この研究ではアディポネクチンの

血清の濃度の高さと日本食パターンが関連する

ことが示されている。アディポネクチンは，血
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中濃度が低くなるとがんや心血管疾患のリスク

が高まる。つまり，日本食パターンが血中アデ

ィポネクチン濃度の低下を介して生活習慣病リ

スク軽減と関連することを示唆している（Guo 

et al., 2012）。本課題において主食･主菜･副菜を

組み合わせた食事と関連のみられた食品群は，

この日本食パターン（Guo et al., 2012; Mori et al., 

2009）の特徴と類似している。よって，主食･

主菜･副菜を組み合わせた食事は，生活習慣病の

リスク軽減が期待できる日本食パターンと類似

した特徴を有していることが示唆された。 

主食･主菜･副菜を組み合わせた食事頻度と菓

子類摂取量との関連を検討した研究は，これま

で私の知る限り報告されていない。本課題にお

いては，女性で主食･主菜･副菜を組み合わせた

食事頻度が高いほど菓子類摂取量が少ないこと

が示された。男性においても，有意ではないも

のの同様の傾向を示している。国民健康・栄養

調査の結果をもとにおこなわれた記述疫学研究

によると，最近 20年間での菓子類の摂取量の増

加が懸念されている（Otsuka et al., 2014）。とく

に，20歳台は他の年代に比べて菓子類の摂取が

多いことがわかっている（Otsuka et al., 2014）。

本課題においては，主食･主菜･副菜を組み合わ

せた食事頻度と菓子類摂取量に有意な負の相関

がみられていることから，主食･主菜･副菜を組

み合わせた食事の頻度を増やすことで菓子類の

摂取量が少なくなる可能性を示した。 

本課題の結果より，主食･主菜･副菜を組み合

わせた食事をとることは生活習慣病の予防が期

待できる健康な食習慣であることが示唆された。

「主食･主菜･副菜を組み合わせた食事」は，栄

養素や食品ではなく料理の組み合わせを示す料

理選択型栄養教育で用いられている（足立．

1984）。この料理選択型栄養教育は食知識の少な

い人や料理に携わらない人にも受け入れられや

すい（足立，1984；針谷，2003）。そのため，親

元を離れ，初めて 1 人暮らしを始める学生に対

する栄養教育において，主食･主菜･副菜を組み

合わせた食事は有益な食事パターンであるとい

える。これらのことから，主食･主菜･副菜を組

み合わせた食事摂取が生活習慣病予防につなが

る可能性を示した本課題は一定の意義を有して

いるといえる。 
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第 5節 要約 

 

本課題では，日本人学生における主食･主菜･

副菜を組み合わせた食事頻度と生活習慣病の予

防に寄与する食品群および栄養素摂取量との関

連を検討した。その結果，以下の知見を得た。 

1． 性別にかかわらず主食･主菜･副菜を組み

合わせた食事の頻度が高いほど，緑黄色

野菜，その他の野菜，果実類，総食物繊

維およびカリウムの摂取量が多いことが

示された。 

2． 主食･主菜･副菜を組み合わせた食事頻度

と関連のみられた食品群の種類は，日本

食パターンの特徴とされる食品群の種類

と類似していた。 

以上のことから，主食･主菜･副菜を組み合わ

せた食事は生活習慣病の予防が期待できる健康

な食習慣であることが示唆された。よって，次

章以降では健康な食習慣の評価として，野菜・

果物摂取量に加えて，主食･主菜･副菜を組み合

わせた食事頻度を用いて，身体活動と健康な食

習慣との関連を検討することとした。 
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第 5章 身体活動と食習慣との関連の

検討 （課題 ） 

 

第１節 総身体活動量と食習慣の関連 

（課題 -	 ） 

 

第 1項 緒言 

 

強度や頻度，時間を考慮した一日の総身体活

動量は身体活動の評価を行ううえで重要な側面

である。総身体活動量と食習慣の関連が明らか

になれば，食習慣改善のために望ましい身体活

動の量を提示することができる。 

総身体活動量と食習慣の関連を検討した研究

は子どもを対象として多く報告されている

（Al-Hazzaa et al., 2011; Kelishadi et al., 2007; 

Ottevaere et al., 2011; Vissers et al., 2013）。しかし，

健康行動間の関連は，年齢の影響を大きく受け

るため（Berrigan et al., 2003），子どもにおける

研究結果をすぐに成人に応用することはできな

い。一方で，成人を対象とした研究は限られて

おり，交絡因子を考慮していないこと（Lee et al., 

2011）や，評価が運動のみであること（Gillman 

et al., 2001），妥当性が十分に評価されていない

主観的な評価であること（Jago et al., 2005）など

から，有力な結論は得られていない。妥当性が

評価された評価方法を用いて交絡因子を調整し

た研究が求められる。 

そこで，本課題では，日本人学生を対象とし，

妥当性が報告されている方法を用いて総身体活

動量と食習慣との関連を検討することとした。

これにより，量の観点から身体活動と食習慣と

の関連を明らかにする。 

 

第 2項 方法 

 

1．対象者 

本調査は，2014 年 5 月から 7 月に神奈川県，

東京都および奈良県に位置する大学 4 校，専門

学校 1 校に所属する学生を対象として実施した。

上記の学校に在籍する学生のうち，健康に関連

した学科（食品栄養学科・栄養科など），もしく

は健康に関連した講義（「くらしと健康」など）

にて対象者の募集を行った。各学校の研究協力

者が担当する講義において，研究の目的と概要

を説明し，質問紙を配付した。調査への協力に
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同意する者には，同意書と質問紙の提出を依頼

し，後日回収した。 

1,131 名に対し，研究の目的と概要を説明し，

3 種類の質問紙を配付した。その内，全て質問

紙を提出した対象者は 850 名（回収率 75.2%）

であった。年齢，身長および体重のデータに欠

損のあった者（n = 1），年齢が 25歳以上の者（n 

= 23）は解析から除外した。さらに，エネルギ

ー摂取量に極端な過大もしくは過小報告の疑い

がある者は除外した（n = 81）。除外方法は課題

1と同様に，既報（厚生労働省，2010b; Sasaki et 

al., 2003）の方法を用いた。IPAQのガイドライ

ン（Guidelines for Data Processing and Analysis of 

the International Physical Activity Questionnaire 

(IPAQ) – Short and Long Forms Contents, 2005）に

基づき，1 日の総活動時間が 960 分（16 時間）

を超える者（n = 4），1週間の活動の頻度を 8日

以上と回答した者（n = 3）を除外した。過去 1

ヶ月でふつうの身体活動（歩行や階段を登るな

ど）を制限するような健康的な問題（ケガなど）

があった者を除外した（n = 22）。食事パターン

の質問項目，交絡因子の質問項目に不備のあっ

た者も除外した（n = 48）。最終的な解析対象者

は 18–24歳の 705名（女性 607名，男性 98名）

であった。 

なお，本研究は筑波大学体育系研究倫理委員

会の承認を受け実施した。各施設の協力者が研

究の目的と概要を十分説明したうえで調査への

協力に同意する者には同意書への署名を求め，

全ての対象者からインフォームドコンセントを

得た。 

 

2．調査項目 

１）食事摂取量 

課題	 と同様に，簡易型自記式食事歴法質問

票 （ brief self-administered diet history 

questionnaire: BDHQ）（Kobayashi et al., 2011, 

2012）を用いて食事摂取量を評価した。BDHQ

から得られた食品摂取量から 15 の食品群それ

ぞれの摂取量を算出した（Kobayashi et al., 2011）。 

 

２）食事パターン 

食事パターンの評価として，課題	 と同様に，

主食･主菜･副菜を 3 つそろえて食べることが 1

日に 2回以上あるのは，週に何日あるかを尋ね，

4つの選択肢のなかから 1つを回答させた（「ほ
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とんどない」，「週に２～３日」，「週に４～５日」，

「ほとんど毎日」）。 

 

３）総身体活動量 

過去 7 日間の総身体活動を評価するために， 

IPAQ-long の日本語版を使用した（Craig et al., 

2003；村瀬ら，2002）。IPAQ-longは自記式の質

問紙であり，身体活動の 4 つのドメイン（仕事

関連活動，移動活動，家庭内活動，余暇時間活

動）ごとの活動頻度と時間から身体活動量を算

出できる（Craig et al., 2003）。各ドメインの定義

は以下のとおりである。仕事関連活動とは，有

給の仕事，自営業，農作業，ボランティア活動，

学業，無給の仕事を含む仕事中の身体活動を指

す。移動活動とは，自転車と歩行による移動（通

勤，お使い，買い物，映画をみに行ったときな

ど）を指す。家庭内活動とは，家事，庭仕事，

家の手入れ，家族の介護などの自宅での身体活

動を指す。余暇時間活動とは，レクリエーショ

ン，スポーツ，運動，レジャーとして行った身

体活動を指す。この質問紙では，それぞれのド

メインの定義を示し，活動した週当たりの日数

と 1 日当たりに費やす時間を回答させた。

IPAQ-long の回答から， IPAQ ガイドライン

（Guidelines for Data Processing and Analysis of 

the International Physical Activity Questionnaire 

(IPAQ) – Short and Long Forms Contents, 2005）に

従い総身体活動量（METs･時 / 週）を算出した。

各活動の強度については，歩行は 3.3 METs，移

動のための自転車は 6.0 METs，中強度身体活動

は 4.0 METs，高強度身体活動は 8.0 METsとし

た（Guidelines for Data Processing and Analysis of 

the International Physical Activity Questionnaire 

(IPAQ) – Short and Long Forms Contents, 2005）。 

 

４）その他 

その他の項目として，自己申告の生年月日，

身長，体重，現在の所属（大学，専門学校），居

住形態（独居，独居以外），主観的経済状況（か

なり楽な方，やや楽な方，普通，やや苦しい方，

大変苦しい方，わからない），居住地（市町村区）

を尋ねた。自己申告の，体重（kg）を身長（m）

の 2乗で除して BMI（kg / m2）を算出した。 

26-item Eating Attitude Test（EAT-26）を用い

て神経性食欲不振の評価をおこない，EAT-26の

スコアが 20 以上で神経性食欲不振ありとした
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（Garner et al., 1982; Mukai et al., 1994）。 

Kessler-6（K-6）を用いてうつの評価をおこな

い，K-6 のスコアが 5 以上であった者をうつあ

りとした（Furukawa et al., 2008; Kessler et al., 

2003）。 

 

3．統計解析 

総身体活動量の四分位で 4群に分類した。 

課題 −	 と同様に，食品群別摂取量は性別

ごとの中央値を用いて，主食･主菜･副菜を組み

合わせた食事は，健康日本 21第 2次の目標（厚

生労働省，2012a）を参考に「ほとんど毎日」と

回答した者とそれ以外の者（「ほとんどない」，

「週に２～３日」，「週に４～５日」）の 2群に分

類した。 

 総身体活動量と食習慣の関連を検討するた

めに多変量ロジスティック回帰分析（強制投入）

を用いた。従属変数は食習慣評価項目（各食品

群別摂取量，主食･主菜･副菜頻度）を，独立変

数には総身体活動量（四分位）を投入した。ま

た，交絡因子調整のため，年齢（歳，連続変数），

BMI（kg/m2，連続変数），居住形態（独居，独

居以外），所属（大学，専門学校），主観的経済

状況（かなり楽な方・やや楽な方，普通，やや

苦しい方・大変苦しい方，わからない），居住地

の人口（3 万人未満，3 万人以上 30 万人未満，

30 万人以上），神経性食欲不振（なし，あり），

うつ（なし，あり）を共変量として使用した。

オッズ比は，総身体活動量の第 1 四分位を基準

（1）とし，オッズ比が 1より高くなれば，食品

群別摂取量が高値もしくは主食･主菜･副菜頻度

が「ほとんど毎日」である者の割合が高くなる

ように設定した。全ての統計処理は IBM SPSS 

version 20 for Mac software（IBM Corp, Armonk, 

NY）を用いて行った。全ての p値は両側検定で

あり，0.05未満で有意性を判断した。 

 

第 3項 結果 

 

解析対象者 705 名の特徴を性別ごとに表 5-1

に示した。男性は女性と比べて BMIが高く（女

性；20.4 kg/m2，男性；21.0 kg/ m2），居住形態は

解析対象者の半分以上が独居以外であった（女

性；84.2%，男性；79.6％）。また，女性は男性

と比べて総身体活動量が少なかった（男性；81.5 

METs･時/週，女性；52.1 METs･時/週）。 
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表 5-2 には性別ごとの食品群別摂取量を示し

た。また，表 5-3 と表 5-4 には，ロジスティッ

ク回帰分析による総身体活動量と食習慣との関

連を検討した結果を示した。女性において，総

身体活動量の第 2四分位（OR 0.56; 95%CI 0.33–

0.94），第 3四分位（OR 0.57; 95%CI 0.33–0.96），

第 4四分位（OR 0.54; 95%CI 0.31–0.92）は第 1

四分位と比較して主食･主菜･副菜を組み合わせ

た食事頻度がほとんど毎日である者の割合は有

意に低かった。また，有意ではないものの女性

において，総身体活動量と主食･主菜･副菜を組

み合わせた食事頻度がほとんど毎日の者の割合

に直線形の関連傾向がみられた（P for trend = 

0.06）。また，男性において，総身体活動量の第

3四分位（OR 4.01; 95%CI 1.00–16.07）は第 1四

分位と比較して，果実類の摂取量が中央値以上

である者の割合は有意に高かった。また，男性

において，総身体活動量の第 2四分位（OR 4.01; 

95%CI 1.00–16.07）は第 1四分位と比較して，乳

類の摂取量が中央値以上である者の割合は有意

に高かった。さらに，男性において，総身体活

動量と乳類の摂取量が中央値以上である者の割

合に直線形の関連がみられ，総身体活動量が多

い者ほど乳類が高摂取量である者の割合が高い

ことが示された（P for trend < 0.05）。 
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年齢（歳） 19.2 (1.3) 19.2 (1.3) 19.3 (1.4)
身長（cm） 160.0 (7.2) 158.1 (5.4) 171.7 (5.8)
体重（kg） 52.5 (8.1) 50.9 (6.6) 62.1 (9.9)
BMI（kg/m2）a 20.5 (2.5) 20.4 (2.4) 21.0 (2.9)
居住形態（人）
独居 116 (16.5) 96 (15.8) 20 (20.4)
独居以外b 589 (83.5) 511 (84.2) 78 (79.6)

所属（人）
大学 328 (46.5) 275 (45.2) 53 (54.1)
専門学校 377 (53.5) 333 (54.8) 45 (45.9)

居住地の人口（人）
3万人未満 15 (2.1) 13 (2.1) 2 (2.0)
3万人以上、30万人未満 332 (47.1) 284 (46.8) 48 (49.0)
30万人以上 358 (50.8) 310 (51.1) 48 (49.0)

主観的経済状況
かなり楽な方･やや楽な方 145 (20.6) 130 (21.4) 15 (15.3)
普通 359 (50.9) 320 (52.7) 39 (39.8)
やや苦しい方･大変苦しい方 177 (25.1) 138 (22.7) 39 (39.8)
わからない 24 (3.4) 19 (3.1) 5 (5.1)

神経性食欲不振c

なし 419 (59.4) 339 (55.8) 80 (81.6)
あり 286 (40.6) 268 (44.2) 18 (18.4)

うつd

なし 457 (64.8) 394 (64.9) 63 (64.3)
あり 248 (35.2) 213 (35.1) 35 (35.7)

総身体活動量（METs･時 / 週） 56.2 (67.4) 52.1 (60.3) 81.5 (97.7)

表5-1. 性別で分類した日本人若年成人の基本属性（平均値（標準偏差）または人数およ
          び割合（%））

全体（ n = 705） 女性 ( n = 607 ) 男性 ( n = 98 )

BMI, body mass index
a BMIは自己申告の体重（kg）を身長（m）の2乗で割って算出した。
b「寮」、「実家」、「その他」を含む。
c Eating Attitude Test のスコアが20以上の者を「あり」とした。
d Kessler-6のスコアが5以上の者を「あり」とした。
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穀類 221.7 (172.2–274.0) 221.9 (172.2–271.1) 218.6 (170.9–283.0)
豆類 26.9 (14.7–41.6) 27.2 (14.7–41.8) 25.8 (14.5–40.1)
緑黄色野菜 44.0 (27.9–69.1) 43.9 (27.8–69.2) 44.2 (29.2–69.1)
その他野菜 63.2 (42.2–94.7) 63.4 (42.2–93.6) 61.0 (40.7–101.1)
果実類 22.3 (10.5–40.0) 22.2 (10.5–39.7) 24.3 (11.0–41.8)
きのこ類 4.7 (1.9–7.6) 4.8 (1.9–7.7) 3.9 (1.7–6.7)
魚介類 30.6 (19.6–45.6) 30.5 (19.6–45.6) 31.4 (19.7–46.2)
肉類 42.5 (32.1–54.5) 42.2 (32.2–54.4) 43.8 (30.0–58.0)
卵類 20.5 (10.8–30.9) 20.8 (10.5–31.1) 19.2 (11.9–30.4)
乳類 30.8 (9.3–76.1) 30.7 (9.2–76.1) 32.9 (9.9–75.0)
菓子類 41.9 (23.9–65.1) 41.9 (24.3–65.5) 41.2 (21.3–62.0)

a 密度法によるエネルギー調整済みの値（g/1,000 kcal）を示した。

表5-２．1日あたりの食品群別摂取量（中央値（25–75パーセンタイル））a

全体
女性

( n = 607 )
男性

( n = 98 )
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P for
 trend

総身体活動量（METs･時 / 週）
穀類
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 1.17 (0.74–1.85) 1.08 (0.68–1.71) 1.33 (0.84–2.13) 0.66
豆類
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 0.96 (0.60–1.52) 1.51 (0.95–2.40) 1.22 (0.76–1.95) 0.19
緑黄色野菜
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 1.06 (0.67–1.69) 0.97 (0.61–1.53) 1.15 (0.72–1.84) 0.89
その他野菜
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 0.76 (0.48–1.22) 1.33 (0.83–2.12) 0.96 (0.59–1.54) 0.14
果実類
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 1.17 (0.74–1.85) 1.06 (0.67–1.67) 1.09 (0.69–1.74) 0.93
きのこ類
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 0.93 (0.58–1.47) 1.40 (0.88–2.22) 1.06 (0.66–1.69) 0.31
魚介類
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 1.46 (0.91–2.32) 1.11 (0.70–1.76) 0.97 (0.61–1.56) 0.30
肉類
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 0.91 (0.57–1.45) 1.12 (0.71–1.78) 1.25 (0.78–2.00) 0.56
卵類
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 1.27 (0.80–2.01) 1.05 (0.66–1.66) 1.14 (0.72–1.82) 0.77
乳類
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 1.28 (0.80–2.04) 1.11 (0.70–1.77) 1.23 (0.76–1.97) 0.75
菓子類
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 0.84 (0.53–1.33) 1.07 (0.68–1.69) 0.93 (0.58–1.48) 0.77
主食･主菜･副菜を組み合わせた食事頻度
ほとんど毎日 / 週に5日以下d

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 0.56 (0.33–0.94) 0.57 (0.33–0.96) 0.54 (0.31–0.92) 0.06
"OR, odds ratio（オッズ比）; CI, confidence interval（信頼区間）
a IPAQ-longの回答から求めた総身体活動量（METs･分 / 週）の四分位（0.0‒13.0、13.1‒29.25、29.3‒69.8、≧72.0 METs･分 / 週）にて
分類した。
b 食品群別摂取量の中央値は、簡易型自記式食事歴法質問票の回答から求めた性別毎の値を用いた（表2-14）。
c 年齢（歳、連続変数）、body mass index（kg/m2、連続変数）、居住形態（独居、独居以外）、所属（大学、専門学校）、主観的経済状
況（かなり楽な方･やや楽な方、普通、やや苦しい方･大変苦しい方、わからない）、居住地の人口（3万人未満、3万人以上30万人未満、
30万人以上）、神経性食欲不振（なし、あり）、うつ（なし、あり）を共変量として使用した。また、オッズ比は「中央値以上」もしく
は「ほとんど毎日」である可能性が高くなるほど値が高くなるように設定した。
d 対象者に主食･主菜･副菜の簡単な定義を示した後、「主食･主菜･副菜を3つそろえて食べることが1日に2回以上あるのは、週に何日あり
ますか。」と尋ね、回答肢は4件法とした（「ほとんどない」、「週に2～3日」、「週に4～5日」、「ほとんど毎日」）。

Q4 (Highest)Q3Q2Q1 (Lowest)

71 / 80 78 / 74 74 / 78 81 / 71

72 / 79 69 / 83 86 / 66 77 / 75

74 / 77 77 / 75 73 / 79

0.0–13.0 13.1–29.25 29.3–69.8 ≧72.0

73 / 78 79 / 73 75 / 77 77 / 75

表5-3.　女性における総身体活動量と食習慣との関連を評価したオッズ比と95％信頼区間a

72 / 80

75 / 76 67 / 85 86 / 66 76 / 76

77 / 75

73 / 78 71 / 81 85 / 67 75 / 77

72 / 79 85 / 67 76 / 76 71 / 81

74 / 77 70 / 82 82 / 70

72 / 79 81 / 71 74 / 78

78 / 74

52/99 40/112 38/114 37/115

73 / 78 79 / 73 75 / 77 77 / 75

77 / 74 71 / 81 80 / 72 76 / 76
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P for
trend

総身体活動量（METs･時 / 週）
穀類
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 1.48 (0.37–5.97) 2.17 (0.55–8.55) 0.75 (0.19–3.03) 0.42
豆類
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 3.93 (0.98–15.80) 0.97 (0.27–3.54) 1.58 (0.43–5.74) 0.17
緑黄色野菜
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 0.42 (0.10–1.79) 0.54 (0.13–2.24) 0.92 (0.23–3.58) 0.55
その他野菜
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 2.17 (0.51–9.25) 1.88 (0.48–7.42) 1.81 (0.46–7.06) 0.72
果実類
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 3.45 (0.86–13.89) 4.01 (1.00–16.07) 1.25 (0.32–4.94) 0.11
きのこ類
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 1.13 (0.29–4.35) 1.82 (0.48–6.81) 2.23 (0.59–8.38) 0.59
魚介類
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 0.57 (0.15–2.26) 1.20 (0.32–4.59) 0.91 (0.24–3.50) 0.73
肉類
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 0.60 (0.15–2.34) 0.33 (0.09–1.29) 1.72 (0.44–6.71) 0.09
卵類
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 0.45 (0.12–1.71) 0.65 (0.18–2.36) 0.29 (0.08–1.10) 0.30
乳類
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 9.27 (1.97–43.64) 2.49 (0.60–10.33) 2.53 (0.59–10.83) 0.04
菓子類
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 0.86 (0.20–3.74) 1.47 (0.36–6.05) 1.58 (0.37–6.81) 0.80
主食･主菜･副菜を組み合わせた食事頻度
ほとんど毎日 / 週に5日以下d

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 2.53 (0.55–11.65) 1.10 (0.26–4.74) 1.98 (0.46–8.50) 0.58

12 / 12 14 / 11 12 / 13 11 / 13

9 / 15 13 / 12 17 / 8 10 / 14

Q4 (Highest)Q3Q2Q1 (Lowest)

12 / 13 10 / 15 12 / 12

"OR, odds ratio（オッズ比）; CI, confidence interval（信頼区間）
a IPAQ-longの回答から求めた総身体活動量（METs･分 / 週）の四分位（0.0‒16.3、16.5‒43.4、44.5‒113.8、≧122.0 METs･分 /
週）にて分類した。
b 食品群別摂取量の中央値は、簡易型自記式食事歴法質問票の回答から求めた性別毎の値を用いた（ 表2-14）。
c 年齢（歳、連続変数）、body mass index（kg/m2、連続変数）、居住形態（独居、独居以外）、所属（大学、専門学校）、主観的経
済状況（かなり楽な方･やや楽な方、普通、やや苦しい方･大変苦しい方、わからない）、居住地の人口（3万人未満、3万人以上30万
人未満、30万人以上）、神経性食欲不振（なし、あり）、うつ（なし、あり）を共変量として使用した。また、オッズ比は「中央値
以上」もしくは「ほとんど毎日」である可能性が高くなるほど値が高くなるように設定した。
d 対象者に主食･主菜･副菜の簡単な定義を示した後、「主食･主菜･副菜を3つそろえて食べることが1日に2回以上あるのは、週に何日
ありますか。」と尋ね、回答肢は4件法とした（「ほとんどない」、「週に2～3日」、「週に4～5日」、「ほとんど毎日」）。

表5-4.　男性における総身体活動量と食習慣との関連を評価したオッズ比と95％信頼区間a

0.0–16.3 16.5–43.4 44.5–113.8 ≧122.0

11 / 13 14 / 11 14 / 11 10 / 14

11 / 13 17 / 8 10 / 15 11 / 13

15 / 9

11 / 13 8 / 17 16 / 9 14 / 10

12 / 12 12 / 13 12 / 13 13 / 11

15 / 9 10 / 15 13 / 12 11 / 13

9/15 9/16 7/18 8/16

14 / 10 11 / 14 8 / 17 16 / 8

15 / 9 12 / 13 14 / 11 8 / 16

6 / 18 17 / 8 14 / 11 12 / 12
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第 4項 考察 

本課題では，量の観点から身体活動と食習慣

との関連を明らかにすることを目的とした。目

的達成のために，日本人学生を対象として横断

的な自記式質問紙調査をおこない，総身体活動

量と食品群別摂取量および主食･主菜･副菜を組

み合わせた食事頻度との関連を検討した。 

身体活動と健康な食習慣との量反応関係を期

待し解析をおこなったが，本課題では総身体活

動量と健康な食習慣との関連を明らかにするた

めの十分な証拠を示すことはできなかった。 

男性においてのみ，総身体活動量の第３四分

位で第１四分位と比較して果実類の摂取量が多

くなる結果が得られたものの，男女ともに，総

身体活動量と野菜や果実類摂取量との間に有意

な量−反応関係はみられなかった。これらのこと

から，本課題の結果では，総身体活動量と野菜

や果実類摂取量との関連を十分に示すことはで

きなかった。 

また，総身体活動量と主食･主菜･副菜を組み

合わせた食事頻度との間には負の関連がみられ

た。女性において総身体活動量の第 2 四分位か

ら第 4 四分位の者は第 1 四分位の者と比べて，

主食･主菜･副菜を組み合わせた食事の頻度がほ

とんど毎日である者の割合が有意に少ないこと

が示された。主食･主菜･副菜を組み合わせた食

事はほとんど毎日とることが推奨されているこ

とから（厚生労働省，2012a），女性における総

身体活動量が望ましくない食習慣と関連するこ

とを示したといえる。これらのことから，総身

体活動量と健康な食習慣との正の関連は示され

なかった。 

これまで，総身体活動量と食習慣との関連を

検討した研究は複数報告されている（Al-Hazzaa 

et al., 2011; Vissers et al., 2013）。これらの研究で

は，子どもにおける総身体活動量の評価方法と

して，妥当性の証明された質問紙による評価

（Al-Hazzaa et al., 2011），加速度計による客観的

な評価（Vissers et al., 2013）を用いている。いず

れの研究においても総身体活動量と野菜・果物

摂取量との正の関連が示されている（Al-Hazzaa 

et al., 2011; Vissers et al., 2013）。一方，成人を対

象とした研究報告では，身体活動のうち運動の

みの評価（Gillman et al., 2001）や，妥当性が十

分に評価されていない主観的な評価（Jago et al., 

2005）などが用いられており，妥当性が報告さ
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れている方法を用いて，総身体活動量と食習慣

との関連を検討した研究は不足している。本課

題で生活活動も含めた総身体活動量と食習慣と

の関連を学生で妥当性が報告されている質問紙

を用いて検討したことは一定の意義を有すると

いえる。 

本課題の結果により，男性において総身体活

動量が多いほど乳類が高摂取量であることが示

された。つまり，男性における身体活動は乳類

の高摂取につながる可能性が示された。 

身体活動と乳類摂取量との関連はこれまで複

数の研究で報告されており，身体活動量が高い

と乳類の摂取量が高いといった正の関連で結果

は一貫している（Al-Hazza et al., 2011; Jago et al., 

2005; Kelishadi et al., 2007; Morin et al., 2013; 

Otteevaere et al., 2011）。例えば，サウジアラビア

で行われた 16 歳前後の子どもを対象とした横

断研究によると，1 週間の総身体活動量と乳類

の摂取量が正の相関を示すことが報告されてい

る（Al-Hazza et al., 2011）。また，成人を対象と

した Jagoらの研究においても身体活動レベルが

高い者は低い者と比較して乳類の摂取量が多い

ことを示している（Jago et al., 2005）。本課題は，

これら先行研究の結果を支持する結果であった。 

平成 22年度国民健康・栄養調査によると，多

くの日本人のカルシウム摂取量は推奨量と比較

して少ない｛18–29 歳男性：摂取量中央値 415 

mg/d（厚生労働省，2012b）vs. 推奨量 650 mg/d

（厚生労働省，2010b）｝。このカルシウムの不足

を補うために，乳類は優れた供給源である。さ

らに，乳類の摂取や牛乳の摂取は高血圧

（Soedamah-Muthu et al., 2012）や胃がん（Guo et 

al., 2015）などのリスク軽減に効果があることが

示されている。本課題の結果から，男性におけ

る総身体活動量の増加がカルシウム摂取不足解

消や生活習慣病のリスク軽減に貢献する可能性

が示唆された。 

本課題の結果では，総身体活動量と健康な食

習慣との関連を明らかにするための十分な証拠

を示されなかった。その理由の 1 つとして，総

身体活動量は運動と生活活動の両方を含んでい

ることが影響している可能性がある。成人にお

ける余暇活動および仕事関連活動と食習慣との

関連を検討した横断研究によると，余暇活動が

多いと野菜や果物の摂取量が多いが，仕事関連

活動が多くても野菜や果物の摂取量は変わらな
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いことが報告されている（Oppert et al., 2006）。

つまり，成人を対象として身体活動と食習慣と

の関連を検討する場合，総身体活動量に加え，

運動と生活活動それぞれについても検討する必

要がある。 

 

第 5項 要約 

 

本課題では，学生における総身体活動量と食

習慣との関連を検討した。その結果，以下の知

見を得た。 

 

1． 総身体活動量と，野菜や果物の摂取量と

に明確な関連は認められなかった。 

2． 女性において，総身体活動量が高いほど

主食･主菜･副菜を組み合わせた食事頻度

が「ほとんど毎日」であった者の割合が

低いことが示された。 

 

以上の知見が得られたものの，本課題では総

身体活動量と健康な食習慣との関連を明らかに

するための十分な証拠は示されなかった。また，

活動の種類によって食習慣との関連が異なると

考えられるので，次節以降では，運動と生活活

動それぞれについて，食習慣との関連を検討す

ることとした。 
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第２節 運動習慣と食習慣との関連（課題

- ） 

 

第 1項 緒言 

 

課題 −	 では，日本人学生における総身体

活動量と健康な食習慣との関連を示唆する十分

な証拠を提示することができなかった。その理

由として，総身体活動量を決定する要因として

運動と生活活動があることが関係していると考

えられる。Oppert らの報告によると，成人にお

ける余暇活動と仕事活動とでは食習慣へ異なる

影響をあたえていることが示されている

（Oppert et al., 2006）。すなわち，身体活動と食

習慣との関連を検討するにあたり，運動と生活

活動を分けて身体活動のドメインごとに検討す

る必要があるといえる。 

運動習慣と食習慣との関連を示した研究はこ

れまで複数報告されている（Jago et al., 2005; 

Oppert et al., 2006）。しかし，これらの研究の対

象地域は欧米が中心で，東アジアにおける研究

はまだ報告されていない。健康行動間の関連は，

文化の影響を大きく受けるため（Berrigan et al., 

2003），文化圏の異なる地域では欧米とは異なる

身体活動と食習慣の関連がみられる可能性があ

る。 

そこで，課題 − では日本人学生における

運動習慣と食習慣との関連を検討することとし

た。これにより，余暇時間に実施される身体活

動の運動と食習慣との関連を明らかにする。 

 

第 2項 方法 

 

1．対象者 

 

本調査は，2013年 5月から 7月に茨城県，神

奈川県，東京都および奈良県に位置する大学 4

校，短期大学 1 校，専門学校 1 校を対象として

実施した。対象者の募集方法は課題	 と同様の

方法を用いた。 

874 名に対し，研究の目的と概要を説明し，

質問紙を配付した。その内，質問紙を提出した

対象者は 761 名（回収率 87.1%）であった。年

齢，身長，体重および運動習慣の回答に不備の
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あった者（n = 13），年齢が 25歳以上の者（n = 25）

は解析から除外した。さらに，エネルギー摂取

量に極端な過大もしくは過小報告の疑いがある

者は除外した（n = 69）。除外方法は研究課題	 

と同様の方法を用いた（厚生労働省，2010b; 

Sasaki et al., 2003）。最終的な解析対象者は 18–24

歳の 654名（女性 473名，男性 181名）であっ

た。 

なお，本研究は筑波大学体育系研究倫理委員

会の承認を受け実施した。各施設の協力者が研

究の目的と概要を十分説明したうえで調査への

協力に同意する者には同意書への署名を求め，

全ての対象者からインフォームドコンセントを

得た。 

 

2．調査項目 

 

１）食事摂取量 

課題	 と同様に，簡易型自記式食事歴法質問

票 （ brief self-administered diet history 

questionnaire: BDHQ）（Kobayashi et al., 2011, 

2012）を用いて食事摂取量を評価した。BDHQ

から得られた食品摂取量から 15 の食品群それ

ぞれの摂取量を算出した（Kobayashi et al., 2011）。 

 

２）食事パターン 

食事パターンの評価として，課題	 と同様に，

主食･主菜･副菜を 3 つそろえて食べることが 1

日に 2回以上あるのは，週に何日あるかを尋ね，

4つの選択肢のなかから 1つを回答させた（「ほ

とんどない」，「週に２～３日」，「週に４～５日」，

「ほとんど毎日」）。 

 

３）運動習慣 

Iwai らは運動習慣に関する単独項目の妥当性

と信頼性を報告している（Iwai et al., 2001）。本

課題では Iwaiらの単独項目（Iwai et al., 2001）

を参考に独自の質問項目を作成し，運動習慣を

評価した。対象者には「あなたは週にどのくら

い運動・スポーツを行いますか」と尋ね，5 つ

の選択肢のなかから 1つを回答させた（「ほとん

どない」，「週に 1～4 時間」，「週に 5～7 時間」，

「週に 8～11時間」，「週に 12時間以上」）。 

 

４）その他 

その他の項目として，自己申告の生年月日，
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身長，体重，現在の所属（大学，短期大学，専

門学校），居住形態（独居，独居以外）を尋ねた。

BMI（kg / m2）は自己申告の体重（kg）を身長

（m）の 2乗で除して算出した。 

 

3．統計解析 

 

運動習慣は，「週に 5～7 時間」，「週に 8～11

時間」および「週に 12時間以上」と回答した者

を合わせて「週に 5 時間以上」とし，3 つのグ

ループに分類した｛Sedentary（週に 1時間未満），

Moderate（週に 1～4時間），Active（週に 5時間

以上）｝。運動習慣による 3 グループ間の食品群

別摂取量の比較には Kruskal-Wallis testを用いた。 

食品群ごとの摂取量の目標値を設定するため

のエビデンスが十分ではないため，食品群別摂

取量は性別ごとの中央値を用いて中央値以上と

中央値未満に分類した。 

食事パターンは健康日本 21第 2次の目標（厚

生労働省，2012a）を参考に「ほとんど毎日」と

回答した者とそれ以外の者（「ほとんどない」，

「週に２～３日」，「週に４～５日」）の 2群に分

類した。 

運動習慣と食習慣の関連を検討するために多

変量ロジスティック回帰分析（強制投入）を用

いた。従属変数は食習慣評価項目（各食品群別

摂取量，主食･主菜･副菜を組み合わせた食事頻

度）を，独立変数には運動習慣を投入した。ま

た，交絡因子調整のため，年齢（歳，連続変数），

BMI（kg/m2，連続変数），居住形態（独居，独

居以外），所属（大学，短期大学，専門学校）を

共変量として使用した。オッズ比は，運動習慣

の Sedentary を基準（1）とし，オッズ比が１よ

り高くなれば，食品群別摂取量が高値もしくは

主食･主菜･副菜を組み合わせた食事頻度が「ほ

とんど毎日」である者の割合が高くなるように

設定した。全ての統計処理は IBM SPSS version 

20 for Mac software（IBM Corp, Armonk, NY）を

用いて行った。全ての p 値は両側検定であり，

0.05未満で有意性を判断した。 

 

第 3項 結果 

 

解析対象者 654 名の特徴を性別ごとに表 5-5

に示した。男性は女性と比べて BMIが高かった

（女性 20.3 kg/m2，男性 21.8 kg/m2）。また，解
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析対象者の半分以上が一人で暮らしではなく

（独居以外：女性 72.7%，男性 54.7％），多くが

大学生であった（大学生：女性 76.1%，男性

70.2％）。 

表 5-6 には，運動習慣と食品群別摂取量の関

連を示した。週に 5 時間以上の運動・スポーツ

を行うActiveに分類されたのは，女性で 18.0%，

男性で 40.3%であった。女性における菓子類の

摂取量と運動習慣との間に有意な関連がみられ

た（p =0.04）。女性の菓子類を除き，他の全ての

食品群で運動習慣との有意な関連はみられなか

った。 

表 5-7 と 5-8 には，ロジスティック回帰分析

による運動習慣と食習慣との関連を検討した結

果を示した。週に 5 時間以上の運動習慣を有し

た Active の女性は週に 1 時間未満の Sedentary

の女性と比べて，果実類が高摂取量である者の

割合が有意に高く（OR 1.84; 95%CI 1.09–3.13），

穀類が高摂取量である者の割合が有意に低かっ

た（OR 0.57; 95%CI 0.33–0.97）。週に 5時間以上

の運動習慣を有した Activeの男性は週に 1時間

未満の Sedentaryの男性と比べて，魚介類が高摂

取量である者の割合が有意に高いことが示され

た（OR 2.69; 95%CI 1.07–6.77）。一方，運動習慣

と食事パターンとの有意な関連は男女ともにみ

られなかった。 
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年齢（歳） 19.5 (0.1) 19.4 (0.1) 19.8 (0.1)
身長（cm） 162.1 (0.3) 158.6 (0.3) 171.3 (0.4)
体重（kg） 54.7 (0.4) 51.1 (0.3) 64.1 (0.7)
BMI（kg/m2）a 20.7 (0.1) 20.3 (0.1) 21.8 (0.2)
居住形態（人）
独居 211 (32.3) 129 (27.3) 82 (45.3)
独居以外b 443 (67.7) 344 (72.7) 99 (54.7)

所属（人）
大学 487 (74.5) 360 (76.1) 127 (70.2)
短期大学 43 (6.6) 17 (3.6) 26 (14.4)
専門学校 124 (19.0) 96 (20.3) 28 (15.5)

表5-5. 性別で分類した日本人若年成人の基本属性（平均値（標準偏差）
         または人数および割合（%））

全体
( n = 654)

女性
( n = 473 )

男性
( n = 181 )

BMI, body mass index
a BMIは自己申告の体重（kg）を身長（m）の2乗で割って算出した。
b「寮」、「実家」、「その他」を含む。
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P
valueb

女性
人数（人） 473 (100.0) 233 (49.3) 155 (32.8) 85 (18.0)

穀類 221.6 (177.0–267.0) 222.2 (176.0–267.0) 224.1 (182.7–269.8) 206.4 (173.6–264.2) 0.52

豆類 22.4 (10.3–36.1) 20.3 (10.0–34.0) 23.2 (10.9–38.6) 21.3 (8.9–41.2) 0.60

緑黄色野菜 55.7 (35.8–84.5) 52.7 (35.1–80.6) 58.6 (38.2–84.6) 55.0 (35.3–93.7) 0.75

その他野菜 65.2 (43.9–93.4) 65.3 (42.0–92.4) 65.0 (43.9–94.4) 65.9 (43.8–93.6) 0.93

果実類 19.5 (10.4–38.0) 17.4 (10.5–36.6) 21.0 (9.1–35.9) 23.0 (11.0–40.2) 0.36

きのこ類 4.2 (1.9–7.2) 4.4 (2.2–7.4) 3.6 (1.6–6.9) 4.0 (1.6–6.9) 0.43

魚介類 31.3 (18.9–46.2) 32.1 (19.2–46.5) 32.6 (19.9–45.8) 26.3 (17.4–45.1) 0.38

肉類 42.3 (30.8–53.4) 41.4 (29.6–53.1) 43.0 (32.2–55.9) 42.3 (29.3–52.4) 0.58

卵類 21.7 (13.9–32.8) 20.8 (13.0–33.2) 24.3 (14.5–33.6) 21.5 (13.6–30.8) 0.52

乳類 76.3 (38.0–115.3) 69.4 (32.7–109.6) 84.0 (37.9–119.7) 80.2 (46.7–132.9) 0.12

菓子類 22.8 (12.4–35.0) 24.0 (12.8–35.7) 19.4 (11.1–30.9) 25.0 (13.9–39.3) 0.04
男性
人数（人） 181 (100.0) 49 (27.1) 59 (32.6) 73 (40.3)

穀類 258.0 (210.3–307.9) 259.0 (204.7–308.0) 259.7 (200.6–327.7) 255.6 (214.9–301.1) 0.97

豆類 15.8 (6.9–27.1) 19.6 (7.4–36.6) 17.8 (7.5–25.5) 13.4 (6.5–23.4) 0.23

緑黄色野菜 41.6 (28.9–65.9) 43.4 (30.8–68.1) 47.0 (29.1–67.5) 40.7 (25.0–62.4) 0.58

その他野菜 52.2 (34.4–76.3) 54.2 (35.1–87.7) 57.6 (33.8–84.2) 47.2 (34.0–64.1) 0.42

果実類 12.3 (5.8–26.4) 10.8 (5.5–20.1) 13.9 (5.8–37.6) 12.0 (6.3–26.8) 0.33

きのこ類 2.2 (1.0–5.6) 2.2 (1.1–6.1) 2.6 (0.9–6.7) 2.1 (1.0–4.5) 0.47

魚介類 28.0 (16.1–42.1) 25.4 (14.7–39.8) 28.0 (16.0–50.2) 29.3 (17.4–42.1) 0.66

肉類 42.5 (30.6–55.0) 41.6 (28.2–55.9) 43.3 (33.0–54.8) 40.7 (31.3–54.7) 0.84

卵類 18.3 (11.4–30.8) 16.6 (9.2–27.8) 17.6 (11.5–32.6) 19.8 (12.1–31.2) 0.42

乳類 71.1 (28.8–98.7) 73.1 (30.3–100.6) 69.0 (21.5–105.4) 71.1 (30.8–97.0) 0.92

菓子類 15.9 (8.3–27.5) 13.5 (7.1–25.6) 17.3 (9.8–28.6) 15.5 (7.8–25.2) 0.60
a 対象者に「あなたは週にどのくらい運動・スポーツを行いますか」と尋ね、5つの選択肢のなかから1つを回答さ
せた（「ほとんどない」、「週に１～４時間」、「週に５～７時間」、「週に８～１１時間」、「週に12時間以
上」）。さらに、「週に５～７時間」、「週に８～１１時間」および「週に12時間以上」と回答した者は合わせて
「週に5時間以上」とし、全体を3つのグループに分類した｛Sedentary（週に1時間未満）、Moderate（週に１～4
時間）、Active（週に5時間以上）｝。食品群別摂取量は密度法によるエネルギー調整済みの値（g/1,000 kcal）を算
出した。
b 運動習慣による3グループ間の比較にはKruskal-Wallis testを用いた。

表5-6．運動習慣で分類した1日あたりの食品群別摂取量（中央値（25–75パーセンタイル））a

全体 Sedentary Moderate Active
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  穀類
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 1.01 (0.66–1.54) 0.57 (0.33–0.97)
豆類
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 1.36 (0.90–2.06) 1.14 (0.68–1.91)
緑黄色野菜
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 1.36 (0.90–2.08) 1.34 (0.79–2.27)
その他野菜
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 1.03 (0.68–1.57) 1.37 (0.81–2.32)
果実類
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 1.34 (0.88–2.04) 1.84 (1.09–3.13)
きのこ類
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 0.98 (0.64–1.50) 1.13 (0.67–1.91)
魚介類
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 1.22 (0.78–1.89) 0.96 (0.55–1.67)
肉類
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 1.30 (0.85–1.97) 1.11 (0.66–1.88)
卵類
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 1.43 (0.92–2.22) 1.09 (0.64–1.88)
乳類
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 1.42 (0.94–2.16) 1.27 (0.76–2.14)
菓子類
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 0.71 (0.47–1.07) 1.02 (0.61–1.71)

ほとんど毎日 / 週に5日以下
調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 1.35 (0.85–2.13) 1.78 (0.99–3.20)

27/58
主食･主菜･副菜を組み合わせた食事頻度

106 / 127 85 / 70 46 / 39

122 / 111 69 / 86 46 / 39

OR, odds ratio（オッズ比）; CI, confidence interval（信頼区間）
a  対象者に「あなたは週にどのくらい運動・スポーツを行いますか」と尋ね、5つの選択肢のなかから1つを回答さ
せた（「ほとんどない」、「週に1～4時間」、「週に5～7時間」、「週に8～11時間」、「週に12時間以上」）。
さらに、「週に5～7時間」、「週に8～11時間」および「週に12時間以上」と回答した者は合わせて「週に5時間
以上」とし、全体を3つのグループに分類した｛Sedentary（週に1時間未満）、Moderate（週に１～4時間）、
Active（週に5時間以上）｝。
b 食品群別摂取量の中央値は性別毎の値を用いた（表2-2）。
c 年齢（歳、連続変数）、body mass index（kg/m2、連続変数）、居住形態（独居、独居以外）、所属（大学、短期
大学、専門学校）を共変量として使用した。

67/166 49/106

111 / 122 83 / 72 43 / 42

110 / 123 85 / 70 42 / 43

121 / 112 74 / 81 42 / 43

121 / 112 81 / 74 35 / 50

117 / 116 76 / 79 44 / 41

108 / 125 79 / 76 50 / 35

111  /  122 84 / 71 42 / 43

112 / 121 83 / 72 42 / 43

118  /  115 83  /  72 36  /  49

表5-7.　女性における運動習慣と食習慣との関連を評価したオッズ比と95％信頼区間a

Sedentary (n=233) Moderate (n=155) Active (n=85)
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穀類
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 0.96 (0.44–2.11) 0.72 (0.32–1.63)
豆類
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 0.82 (0.36–1.86) 0.70 (0.30–1.63)
緑黄色野菜
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 1.10 (0.50–2.42) 1.07 (0.47–2.43)
その他野菜
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 1.36 (0.90–2.08) 1.34 (0.79–2.27)
果実類
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 2.06 (0.92–4.63) 2.02 (0.86–4.71)
きのこ類
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 1.43 (0.63–3.26) 1.71 (0.73–4.01)
魚介類
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 1.23 (0.53–2.89) 2.69 (1.07–6.77)
肉類
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 1.21 (0.55–2.67) 0.93 (0.41–2.12)
卵類
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 1.13 (0.51–2.50) 1.42 (0.62–3.24)
乳類
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 0.76 (0.35–1.69) 1.01 (0.44–2.32)
菓子類
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 1.37 (0.62–3.03) 0.75 (0.33–1.71)

ほとんど毎日 / 週に5日以下
調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 1.06 (0.41–2.77) 1.80 (0.66–4.90)

18/55
主食･主菜･副菜を組み合わせた食事頻度

27 / 22 27 / 32 37 / 36

23 / 26 32 / 27 36 / 37

"OR, odds ratio（オッズ比）; CI, confidence interval（信頼区間）
a  対象者に「あなたは週にどのくらい運動・スポーツを行いますか」と尋ね、5つの選択肢のなかから1つを回
答させた（「ほとんどない」、「週に１～４時間」、「週に５～７時間」、「週に８～１１時間」、「週に12
時間以上」）。さらに、「週に５～７時間」、「週に８～１１時間」および「週に12時間以上」と回答した者
は合わせて「週に5時間以上」とし、全体を3つのグループに分類した｛Sedentary（週に1時間未満）、
Moderate（週に１～4時間）、Active（週に5時間以上）｝。
b 食品群別摂取量の中央値は性別毎の値を用いた（表2-2）。
c 年齢（歳、連続変数）、body mass index（kg/m2、連続変数）、居住形態（独居、独居以外）、所属（大学、
短期大学、専門学校）を共変量として使用した。

11/38 12/47

23 / 26 32 / 27 36 / 37

22 / 27 28 / 31 41 / 32

25 / 24 32 / 27 34 / 39

23 / 26 30 / 29 38 / 35

25 / 24 34 / 25 32 / 41

21 / 28 34 / 25 36 / 37

29 / 20 31 / 28 31 / 42

26 / 23 31 / 28 34 / 39

25 / 24 30 / 29 36 / 37

表5-8.　男性における運動習慣と食習慣との関連を評価したオッズ比と95％信頼区間a

Sedentary (n=49) Moderate (n=59) Active (n=73)
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第 4項 考察 

 

本課題では，日本人学生における運動習慣と

食習慣との関連を明らかにすることを目的に，

横断的な自記式質問紙調査をおこない，運動習

慣と食品群別摂取量および主食･主菜･副菜を組

み合わせた食事頻度との関連を検討した。その

結果，本課題では運動習慣を有している者は健

康な食習慣を有していることが示唆された。 

本課題では，女性において週に 5 時間以上運

動をする者は，1 時間以下の者と比較して果実

類の摂取量が高い者の割合が有意に高いことを

示した。また，男性においても有意ではないも

のの高いオッズ比を示し，女性と同様の傾向で

あった。一方，運動習慣と主食･主菜･副菜を組

み合わせた食事頻度との間には男性と女性でと

もに有意な関連はみられなかったが，他の食品

群と比べて高いオッズ比を示した。これらのこ

とから運動習慣を有している者は健康な食習慣

も有していることが示唆された。 

これまで，運動習慣が果実類の摂取量と関連

することは子どもを対象とした多くの研究で報

告されてきている（Al-Hazzaa et al., 2011; Morin 

et al., 2013; Ottevaere et al., 2011; Vella et al., 

2013）。例えば，Vellaらは，1回 20分以上の高

強度の運動を週に 3日以上もしくは 1回 30分以

上の中強度運動を週に 5 日以上行っている者は

そうでない者と比較して，果物・野菜の摂取量

が多いことを横断研究の結果から報告している

（Vella et al., 2013）。成人においても余暇時間の

活動量が多い者は少ない者と比較して，週に 4

回以上果物や野菜を摂取している者の割合が高

いといった報告がある（Oppert et al., 2006）。本

課題においても週に 5 時間以上の運動習慣が果

実類の摂取量と有意に関連し，先行研究を支持

する結果が得られた。これらのことから，運動

習慣を有することにより果物の摂取量が増加す

る可能性が示唆された。 

本課題の結果によると，男性において週に 5

時間以上運動をする者は 1 時間以下の者と比較

して魚介類が高摂取量であった者の割合が有意

に高かった。つまり，運動習慣によって魚介類

摂取量が増加する可能性を示した。魚介類の摂

取は，日本人を対象とした前向きコホート研究

において，摂取量が多い者は少ない者と比べて

冠動脈疾患リスクが低いことが報告されている
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（Iso et al., 2006）。一方，魚介類には微量の水銀

が含まれており，妊娠中の摂取に注意が必要な

魚の種類が指定されている（厚生労働省，2010c）。

しかし，日本人における現在の摂取量はごくわ

ずかであり，とくに水銀含有量の多い魚介類を

多量に摂取しなければ危険性は低い。これらの

ことから，魚介類の摂取は水銀摂取によるリス

クに比べて，生活習慣病のリスク軽減効果が大

きく，健康な食習慣において重要な食材である

といえる。よって，本課題の結果により，男性

における運動習慣が健康な食習慣につながる可

能性が示された。 

身体活動と魚介類摂取量との関連を評価した

研究は限られているが，3 つの研究で本課題の

結果を支持する結果を示している（Morin et al., 

2013; Oppert et al., 2006; Ottevaere et al., 2011）。例

えば，Oppert らは 20–80 歳の 5,478 名の成人を

対象とした横断研究で，余暇時間の活動量が第

4 四分位の者が第 1 四分位の者と比較して魚が

高摂取量であった者が有意に多く，男性でのみ

身体活動と魚摂取が関連することを示した

（Oppert et al., 2006）。他の研究においても，運

動と魚介類摂取量との関連は男性のみでみられ

ている（Ottevaere et al., 2011）。本博士論文にお

いても，運動習慣と関連した食習慣は男女で異

なり，男性では魚介類摂取量で関連がみられた。

この関連の理由は十分に分かってはいないもの

の，男性特有の事象であると推察できる。 

運動と食習慣が関連することは多くの研究に

より報告されている（Gillman et al., 2001; Morin 

et al., 2013; Oppert et al., 2006; Platat et al., 2006; 

Vella et al., 2013）。しかし，この関連の理由は十

分に明らかにされていない。これまでの研究で

は，運動習慣を有している者は，運動の指導者

からの情報提供がなされていること（Hackman 

et al., 1992）や，健康行動実施のセルフエフィカ

シーが高いこと（Nagaya et al., 2007）などが介

在し健康な食習慣につながっていると推察され

ている。同様の理由が日本人学生においても成

り立つ可能性があるが，本課題では環境や心理

的側面を評価していないため，あらためて検証

する必要がる。今後は，運動と食習慣とが関連

する理由を明らかにするために，周囲のサポー

トや心理的側面をふまえた研究デザインが求め

られる。 
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第 5項 要約 

 

本課題では，日本人学生における運動習慣と

食習慣との関連を検討した。その結果，以下の

知見を得た。 

 

1. 女性において，週に５時間以上の運動を

している者は１時間未満の者と比較し

て果実類が高摂取量であった者の割合

が多い。 

2. 有意ではないもの，週に１時間以上の運

動をしている者は１時間未満の者と比

較して，主食･主菜･副菜を組み合わせた

食事頻度がほとんど毎日である者の割

合が多い傾向がある。 

3. 男性において，週に５時間以上の運動を

している者は１時間未満の者と比較し

て魚介類が高摂取量であった者の割合

が多い。 

 

以上より，本課題では運動習慣は健康な食習

慣と関連している可能性が示された。本課題の

結果より，欧米の子どもで得られた結果と同様

に，日本人学生においても運動習慣が健康な食

習慣の獲得に貢献している可能性が示唆された。 
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第３節 生活活動と食習慣の関連（課題

- ） 

 

第 1項 緒言 

 

成人を対象として身体活動と食習慣の関連を

検討した研究の多くは，運動に注目して身体活

動の評価を行っている（Gillman et al., 2001; 

Morin et al., 2013; Oppert et al., 2006; Platat et al., 

2006; Vella et al., 2013）。しかし，総身体活動量

の大部分は生活活動（仕事関連活動，移動活動，

家庭内活動など）が占めており，20歳前後では

総身体活動量の半分以上が生活活動によるもの

である（Jurakić et al., 2009）。さらに，複数の先

行研究は，身体活動の生活満足度や QOLに対す

る影響が，身体活動のドメインによって異なる

ことを示唆している（Cerin et al., 2009; Jurakić et 

al., 2009; Pedišić et al., 2015）。学生の身体活動と

食習慣との関連を明らかにするためにも，生活

活動を評価し食習慣との関連を検討する必要が

ある。しかし，生活活動と食習慣との関連を報

告した研究は限られており（Lee et al., 2011; 

Oppert et al., 2006），複数のドメイン別に生活活

動と食習慣との関連を検討した研究は Lee らの

報告のみである（Lee et al., 2011）。 

そこで，課題 − では日本人学生において，

ドメインの観点から身体活動と食習慣との関連

を明らかにすることを目的とし，3 つのドメイ

ンにおける生活活動と食習慣との関連を検討す

ることとした。 

 

第 2項 方法 

 

1．対象者 

本調査は，2014 年 5 月から 7 月に神奈川県，

東京都および奈良県に位置する大学 4 校，専門

学校 1 校に所属する学生を対象として実施した。

対象者の募集方法は課題 −	 と同様の方法を

用いた。 

1,131 名に対し，研究の目的と概要を説明し，

3 種類の質問紙を配付した。その内，全ての質

問紙を提出した対象者は 850 名（回収率 75.2%）

であった。年齢，身長および体重のデータに欠

損のあった者（n = 1），年齢が 25歳以上の者（n 

= 23）は解析から除外した。さらに，エネルギ

ー摂取量に極端な過大もしくは過小報告の疑い
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がある者は除外した（n = 81）。除外方法は課題

1と同様に，既報（厚生労働省，2015a；Sasaki et 

al., 2003）の方法を用いた。また，IPAQのガイ

ドライン（Guidelines for Data Processing and 

Analysis of the International Physical Activity 

Questionnaire (IPAQ) – Short and Long Forms 

Contents, 2005）に基づき，1 日の総活動時間が

960分（16時間）を超える者（n = 4），1週間の

活動の頻度を 8日以上と回答した者（n = 3）を

除外した。過去 1 ヶ月でふつうの身体活動（歩

行や階段を登るなど）を制限するような健康的

な問題（ケガなど）があった者を除外した（n = 

22）。食事パターンの質問項目，交絡因子の質問

項目に不備のあった者も除外した（n = 48）。最

終的な解析対象者は 18–24歳の 705名（女性 607

名，男性 98名）であった。 

なお，本研究は筑波大学体育系研究倫理委員

会の承認を受け実施した。各施設の協力者が研

究の目的と概要を十分説明したうえで調査への

協力に同意する者には同意書への署名を求め，

全ての対象者からインフォームドコンセントを

得た。 

 

 

2．調査項目 

 

１）食事摂取量 

課題	 と同様に，簡易型自記式食事歴法質問

票 （ brief self-administered diet history 

questionnaire: BDHQ）（Kobayashi et al., 2011, 

2012）を用いて食事摂取量を評価した。BDHQ

から得られた食品摂取量から 15 の食品群それ

ぞれの摂取量を算出した（Kobayashi et al., 2011）。 

 

２）食事パターン 

食事パターンの評価として，課題	 と同様に，

主食･主菜･副菜を 3 つそろえて食べることが 1

日に 2回以上あるのは，週に何日あるかを尋ね，

4つの選択肢のなかから 1つを回答させた（「ほ

とんどない」，「週に２～３日」，「週に４～５日」，

「ほとんど毎日」）。 

 

３）生活活動 

過去 7 日間の生活活動を評価するために，課

題 −	 と同様に，International Physical Activity 

Questionnaire (IPAQ)-longの日本語版を使用した
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（村瀬ら，2002）。IPAQ-longは自記式の質問紙

であり，身体活動の 4 つのドメイン（仕事関連

活動，移動活動，家庭内活動，余暇時間活動）

で評価することができる（Craig et al., 2003）。各

ドメインの定義は以下のとおりである。仕事関

連活動とは，有給の仕事，自営業，農作業，ボ

ランティア活動，学業，無給の仕事を含む仕事

中の身体活動を指す。移動活動とは，自転車と

歩行による移動（通勤，お使い，買い物，映画

をみに行ったときなど）を指す。家庭内活動と

は，家事，庭仕事，家の手入れ，家族の介護な

どの自宅での身体活動を指す。余暇時間活動と

は，純粋にレクリエーション，スポーツ，運動，

レジャーとして行った身体活動を指す。この質

問紙では，それぞれのドメインの定義を示し，

活動した週当たりの日数と 1 日当たりに費やす

時間を回答させる。本課題では IPAQ ガイドラ

イン（Guidelines for Data Processing and Analysis 

of the International Physical Activity Questionnaire 

(IPAQ) – Short and Long Forms Contents, 2005）に

従い，IPAQ-long の回答から仕事関連・移動・

家庭内活動の週当たりの活動量（METs･時/週）

を算出した。各活動の強度は，歩行は 3.3 METs，

移動のための自転車は 6.0 METs，中強度身体活

動は 4.0 METs，高強度身体活動は 8.0 METsと

した（Guidelines for Data Processing and Analysis 

of the International Physical Activity Questionnaire 

(IPAQ) – Short and Long Forms Contents 2005）。 

 

４）その他 

その他の項目として，自己申告の生年月日，

身長，体重，現在の所属（大学，専門学校），居

住形態（独居，独居以外），主観的経済状況（か

なり楽な方，やや楽な方，普通，やや苦しい方，

大変苦しい方，わからない），居住地（市町村区）

を尋ねた。BMI（kg / m2）は体重（kg）を身長

（m）の 2乗で除して算出した。 

EAT-26 を用いて神経性食欲不振の評価をお

こない，EAT-26 のスコアが 20 以上で神経性食

欲不振ありとした（Garner et al., 1982; Mukai et 

al., 1994）。 

K-6を用いてうつの評価をおこない，K-6のス

コアが 5 以上であった者をうつありとした

（Furukawa et al., 2008; Kessler et al., 2003）。 
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3．統計解析 

 

仕事関連活動と家庭内活動はそれぞれの活動

を非実施者と実施者の 2 群に分類した。移動活

動は性別ごとの中央値を用いて中央値以上と中

央値未満に分類した。 

食品群ごとの摂取量の目標値を設定するため

のエビデンスが十分ではないため，食品群別摂

取量は性別ごとの中央値を用いて中央値以上と

中央値未満に分類した。 

食事パターンは健康日本 21第 2次の目標（厚

生労働省，2012a）を参考に「ほとんど毎日」と

回答した者とそれ以外の者（「ほとんどない」，

「週に２～３日」，「週に４～５日」）の 2群に分

類した。 

身体活動と食習慣の関連を検討するために多

変量ロジスティック回帰分析（強制投入）を用

いた。従属変数は食習慣評価項目（各食品群別

摂取量，主食･主菜･副菜頻度）を，独立変数に

は生活活動を投入した。また，交絡因子調整の

ため，年齢（歳，連続変数），BMI（kg/m2，連

続変数），居住形態（独居，独居以外），所属（大

学，専門学校），主観的経済状況（かなり楽な方・

やや楽な方，普通，やや苦しい方・大変苦しい

方，わからない），居住地の人口（3 万人未満，

3 万人以上 30 万人未満，30 万人以上），神経性

食欲不振（なし，あり），うつ（なし，あり）を

共変量として使用した。オッズ比は，各生活活

動の非実施を基準（1）とし，オッズ比が 1より

高くなれば，食品群別摂取量が高値もしくは主

食･主菜･副菜頻度が「ほとんど毎日」である者

の割合が高くなるように設定した。全ての統計

処理は IBM SPSS version 20 for Mac software

（IBM Corp, Armonk, NY）を用いて行った。全

ての p 値は両側検定であり，0.05 未満で有意性

を判断した。 

 

第 3項 結果 

 

解析対象者 705 名の特徴を性別ごとに表 5-9

に示した。男性は女性と比べて BMIが高く（女

性 20.4 kg/m2，男性 21.0 kg/m2），居住形態は解

析対象者の半分以上が独居以外であった（女性

84.2%，男性 79.6％）。また，仕事関連活動を実

施している者は女性 54.9%，男性で 50.0%であ

り，家庭内活動を実施している者は女性で
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30.5%，男性で 29.6%であった。女性は男性と比

較して移動活動量が多かった（女性 13.9 METs･

時/週，男性 14.8 METs･時/週）。 

表 5-10には性別ごとの食品群別摂取量を示し

た。また，表 5-11 から 5-16 には，ロジスティ

ック回帰分析による生活活動と食習慣との関連

を検討した結果を示した。仕事関連活動を実施

している者は非実施の者と比較して，女性で主

食･主菜･副菜を組み合わせた食事頻度が「ほと

んど毎日」であった者の割合が低いことが示さ

れた（OR 0.67; 95%CI 0.46–0.97）。また，移動活

動量が中央値以上の者は中央値未満の者と比較

して，男性で緑黄色野菜（OR 0.35; 95%CI 0.13–

0.96）と卵類（OR 0.21; 95%CI 0.08–0.55）の摂

取量が中央値以上であった者の割合が少ないこ

とが示された。さらに，家庭内活動を実施して

いる者は非実施の者と比較して，女性では穀類

摂取量が中央値以上であった者の割合が多く

（OR 1.60; 95%CI 1.12–2.29），豆類摂取量が中央

値以上であった者の割合が少ないこと（OR 

0.68; 95%CI 0.47–0.98）が，男性では果実類の摂

取量が中央値以上であった者の割合が多いこと

（OR 3.50; 95%CI 1.21–10.15）が示された。男性

の果実類摂取と家事関連活動との関連において，

独居と独居以外とでサブグループ解析をおこな

った。その結果，独居においては有意な関連が

みられなかったが，独居以外では有意な関連が

示された（OR 4.64; 95%CI 1.22–17.79）。 

男性における仕事関連活動，女性における移

動活動と食習慣との有意な関連はみられなかっ

た。 
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  年齢（歳） 19.2 (1.3) 19.2 (1.3) 19.3 (1.4)
身長（cm） 160.0 (7.2) 158.1 (5.4) 171.7 (5.8)
体重（kg） 52.5 (8.1) 50.9 (6.6) 62.1 (9.9)
BMI（kg/m2）a 20.5 (2.5) 20.4 (2.4) 21.0 (2.9)
居住形態（人）
独居 116 (16.5) 96 (15.8) 20 (20.4)
独居以外b 589 (83.5) 511 (84.2) 78 (79.6)

所属（人）
大学 328 (46.5) 275 (45.2) 53 (54.1)
専門学校 377 (53.5) 333 (54.8) 45 (45.9)

居住地の人口（人）
3万人未満 15 (2.1) 13 (2.1) 2 (2.0)
3万人以上、30万人未満 332 (47.1) 284 (46.8) 48 (49.0)
30万人以上 358 (50.8) 310 (51.1) 48 (49.0)

主観的経済状況
かなり楽な方･やや楽な方 145 (20.6) 130 (21.4) 15 (15.3)
普通 359 (50.9) 320 (52.7) 39 (39.8)
やや苦しい方･大変苦しい方 177 (25.1) 138 (22.7) 39 (39.8)
わからない 24 (3.4) 19 (3.1) 5 (5.1)

神経性食欲不振c

なし 419 (59.4) 339 (55.8) 80 (81.6)
あり 286 (40.6) 268 (44.2) 18 (18.4)

うつd

なし 457 (64.8) 394 (64.9) 63 (64.3)
あり 248 (35.2) 213 (35.1) 35 (35.7)

仕事関連活動
非実施 323 (45.8) 274 (45.1) 49 (50.0)
実施 382 (54.2) 333 (54.9) 49 (50.0)

家庭内活動
非実施 491 (69.6) 422 (69.5) 69 (70.4)
実施 214 (30.4) 185 (30.5) 29 (29.6)

移動活動（METs･時 / 週） 14.0 (13.1) 14.8 (14.3) 13.9 (12.9)

表5-9. 性別で分類した日本人若年成人の基本属性（平均値（標準偏差）または人数
          および割合（%））

全体 ( n = 705 ) 女性 ( n = 607 ) 男性 ( n = 98 )

BMI, body mass index
a BMIは自己申告の体重（kg）を身長（m）の2乗で割って算出した。
b「寮」、「実家」、「その他」を含む。
c Eating Attitude Test のスコアが20以上の者を「あり」とした。
d Kessler-6のスコアが5以上の者を「あり」とした。
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穀類 221.7 (172.2–274.0) 221.9 (172.2–271.1) 218.6 (170.9–283.0)
豆類 26.9 (14.7–41.6) 27.2 (14.7–41.8) 25.8 (14.5–40.1)
緑黄色野菜 44.0 (27.9–69.1) 43.9 (27.8–69.2) 44.2 (29.2–69.1)
その他野菜 63.2 (42.2–94.7) 63.4 (42.2–93.6) 61.0 (40.7–101.1)
果実類 22.3 (10.5–40.0) 22.2 (10.5–39.7) 24.3 (11.0–41.8)
きのこ類 4.7 (1.9–7.6) 4.8 (1.9–7.7) 3.9 (1.7–6.7)
魚介類 30.6 (19.6–45.6) 30.5 (19.6–45.6) 31.4 (19.7–46.2)
肉類 42.5 (32.1–54.5) 42.2 (32.2–54.4) 43.8 (30.0–58.0)
卵類 20.5 (10.8–30.9) 20.8 (10.5–31.1) 19.2 (11.9–30.4)
乳類 30.8 (9.3–76.1) 30.7 (9.2–76.1) 32.9 (9.9–75.0)
菓子類 41.9 (23.9–65.1) 41.9 (24.3–65.5) 41.2 (21.3–62.0)

a 密度法によるエネルギー調整済みの値（g/1,000 kcal）を示した。

表5-10．1日あたりの食品群別摂取量（中央値（25–75パーセンタイル））a

全体
女性

( n = 607 )
男性

( n = 98 )
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P value

穀類
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 1.01 (0.73–1.40) 0.94
豆類
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 1.11 (0.80–1.54) 0.54
緑黄色野菜
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 1.26 (0.91–1.75) 0.17
その他野菜
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 1.05 (0.75–1.46) 0.78
果実類
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 1.29 (0.93–1.79) 0.13
きのこ類
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 1.08 (0.78–1.50) 0.65
魚介類
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 1.04 (0.75–1.45) 0.80
肉類
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 1.28 (0.93–1.78) 0.13
卵類
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 0.88 (0.64–1.23) 0.46
乳類
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 1.19 (0.86–1.66) 0.30
菓子類
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 1.36 (0.98–1.89) 0.07

ほとんど毎日 / 週に5日以下d

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 0.67 (0.46–0.97) 0.03

表5-11.　女性における仕事関連活動の実施・非実施と食習慣との関連を評価したオッズ
              比と95％信頼区間

非実施者 実施者

137  /  137 167  /  166

135  /  139 169 / 164

129 / 145 175 / 158

136 / 138 168 / 165

128 / 146 176 / 157

135 / 139 169 / 164

137 / 137 167 / 166

129 / 145 175 / 158

142 / 132 162 / 171

133 / 141 171 / 162

126 / 148 178 / 155

85/189 82/251

"OR, odds ratio（オッズ比）; CI, confidence interval（信頼区間）
a IPAQ-longの回答から求めた仕事関連活動の有無にて分類した。
b 食品群別摂取量の中央値は、簡易型自記式食事歴法質問票の回答から求めた性別毎の値を用いた（表2-6）
c 年齢（歳、連続変数）、body mass index（kg/m2、連続変数）、居住形態（独居、独居以外）、所属（大
学、専門学校）、主観的経済状況（かなり楽な方･やや楽な方、普通、やや苦しい方･大変苦しい方、わから
ない）、居住地の人口（3万人未満、3万人以上30万人未満、30万人以上）、神経性食欲不振（なし、あ
り）、うつ（なし、あり）を共変量として使用した。また、オッズ比は「中央値以上」もしくは「ほとんど
毎日」である可能性が高くなるほど値が高くなるように設定した。
d 対象者に主食･主菜･副菜の簡単な定義を示した後、「主食･主菜･副菜を3つそろえて食べることが1日に2回
以上あるのは、週に何日ありますか。」と尋ね、回答肢は4件法とした（「ほとんどない」、「週に2～3
日」、「週に4～5日」、「ほとんど毎日」）。

主食･主菜･副菜を組み合わせた食事頻度
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P value

穀類
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 1.03 (0.42–2.53) 0.95
豆類
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 0.93 (0.40–2.18) 0.87
緑黄色野菜
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 0.80 (0.32–1.97) 0.63
その他野菜
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 1.52 (0.62–3.75) 0.36
果実類
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 0.85 (0.35–2.07) 0.72
きのこ類
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 1.28 (0.54–3.06) 0.57
魚介類
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 0.75 (0.31–1.80) 0.52
肉類
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 1.35 (0.57–3.21) 0.50
卵類
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 0.60 (0.25–1.41) 0.24
乳類
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 0.91 (0.36–2.28) 0.84
菓子類
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 1.88 (0.70–5.07) 0.21
主食･主菜･副菜を組み合わせた食事頻度
ほとんど毎日 / 週に5日以下d

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 0.53 (0.20–1.39) 0.20

表5-12.　男性における仕事関連活動の実施・非実施と食習慣との関連を評価したオッズ比
             と95％信頼区間

非実施者 実施者

23  /  26 26  /  23

25  /  24 24 / 25

28 / 21 21 / 28

24 / 25 25 / 24

26 / 23 23 / 26

24 / 25 25 / 24

27 / 22 22 / 27

24 / 25 25 / 24

27 / 22 22 / 27

24 / 25 25 / 24

22 / 27 27 / 22

21/28 12/37

"OR, odds ratio（オッズ比）; CI, confidence interval（信頼区間）
a IPAQ-longの回答から求めた仕事関連活動の有無にて分類した。
b 食品群別摂取量の中央値は、簡易型自記式食事歴法質問票の回答から求めた性別毎の値を用いた（表2-6）。
c 年齢（歳、連続変数）、body mass index（kg/m2、連続変数）、居住形態（独居、独居以外）、所属（大学、
専門学校）、主観的経済状況（かなり楽な方･やや楽な方、普通、やや苦しい方･大変苦しい方、わからな
い）、居住地の人口（3万人未満、3万人以上30万人未満、30万人以上）、神経性食欲不振（なし、あり）、う
つ（なし、あり）を共変量として使用した。また、オッズ比は「中央値以上」もしくは「ほとんど毎日」であ
る可能性が高くなるほど値が高くなるように設定した。
d 対象者に主食･主菜･副菜の簡単な定義を示した後、「主食･主菜･副菜を3つそろえて食べることが1日に2回
以上あるのは、週に何日ありますか。」と尋ね、回答肢は4件法とした（「ほとんどない」、「週に2～3
日」、「週に4～5日」、「ほとんど毎日」）。
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P value

穀類
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 1.10 (0.80–1.53) 0.55
豆類
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 1.19 (0.86–1.65) 0.29
緑黄色野菜
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 0.75 (0.54–1.04) 0.08
その他野菜
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 0.88 (0.63–1.23) 0.46
果実類
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 0.72 (0.52–1.00) 0.05
きのこ類
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 0.87 (0.63–1.20) 0.40
魚介類
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 1.02 (0.73–1.41) 0.92
肉類
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 1.01 (0.73–1.39) 0.97
卵類
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 1.13 (0.82–1.57) 0.46
乳類
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 1.01 (0.72–1.40) 0.97
菓子類
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 0.93 (0.67–1.28) 0.66
主食･主菜･副菜を組み合わせた食事頻度
ほとんど毎日 / 週に5日以下d

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 0.76 (0.52–1.11) 0.15

表5-13.　女性における移動活動量と食習慣との関連を評価したオッズ比と95％信頼区間

中央値未満 中央値以上

148  /  155 156  /  148

147  /  156 157 / 147

163 / 140 141 / 163

156 / 147 148 / 156

164 / 139 140 / 164

157 / 146 147 / 157

150 / 153 154 / 150

152 / 151 152 / 152

147 / 156 157 / 147

154 / 149 150 / 154

154 / 149 150 / 154

89/214 78/226

"OR, odds ratio（オッズ比）; CI, confidence interval（信頼区間）
a IPAQ-longの回答から求めた移動活動量の性別毎の中央値にて分類した（表2-5）。
b 食品群別摂取量の中央値は、簡易型自記式食事歴法質問票の回答から求めた性別毎の値を用いた（表2-6）。
c 年齢（歳、連続変数）、body mass index（kg/m2、連続変数）、居住形態（独居、独居以外）、所属（大学、
専門学校）、主観的経済状況（かなり楽な方･やや楽な方、普通、やや苦しい方･大変苦しい方、わからない）、
居住地の人口（3万人未満、3万人以上30万人未満、30万人以上）、神経性食欲不振（なし、あり）、うつ（な
し、あり）を共変量として使用した。また、オッズ比は「中央値以上」もしくは「ほとんど毎日」である可能性
が高くなるほど値が高くなるように設定した。
d 対象者に主食･主菜･副菜の簡単な定義を示した後、「主食･主菜･副菜を3つそろえて食べることが1日に2回以
上あるのは、週に何日ありますか。」と尋ね、回答肢は4件法とした（「ほとんどない」、「週に2～3日」、
「週に4～5日」、「ほとんど毎日」）。
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P value

穀類
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 0.86 (0.34–2.16) 0.74
豆類
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 0.71 (0.30–1.71) 0.45
緑黄色野菜
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 0.35 (0.13–0.96) 0.04
その他野菜
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 0.87 (0.35–2.18) 0.77
果実類
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 2.08 (0.82–5.26) 0.12
きのこ類
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 0.76 (0.31–1.85) 0.55
魚介類
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 1.01 (0.41–2.49) 0.98
肉類
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 1.25 (0.51–3.02) 0.63
卵類
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 0.21 (0.08–0.55) 0.001
乳類
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 1.53 (0.60–3.90) 0.37
菓子類
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 0.90 (0.33–2.42) 0.83
主食･主菜･副菜を組み合わせた食事頻度
ほとんど毎日 / 週に5日以下d

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 1.20 (0.46–3.15) 0.71

表5-14.　男性における移動活動量と食習慣との関連を評価したオッズ比と95％信頼区間

中央値未満 中央値以上

26  /  23 23  /  26

26  /  23 23 / 26

28 / 21 21 / 28

26 / 23 23 / 26

21 / 28 28 / 21

26 / 23 23 / 26

26 / 23 23 / 26

23 / 26 26 / 23

32 / 17 17 / 32

22 / 27 27 / 22

25 / 24 24 / 25

17/32 16/33

"OR, odds ratio（オッズ比）; CI, confidence interval（信頼区間）
a IPAQ-longの回答から求めた移動活動量の性別毎の中央値にて分類した（表2-5）。
b 食品群別摂取量の中央値は、簡易型自記式食事歴法質問票の回答から求めた性別毎の値を用いた（表2-6）。
c 年齢（歳、連続変数）、body mass index（kg/m2、連続変数）、居住形態（独居、独居以外）、所属（大学、
専門学校）、主観的経済状況（かなり楽な方･やや楽な方、普通、やや苦しい方･大変苦しい方、わからな
い）、居住地の人口（3万人未満、3万人以上30万人未満、30万人以上）、神経性食欲不振（なし、あり）、
うつ（なし、あり）を共変量として使用した。また、オッズ比は「中央値以上」もしくは「ほとんど毎日」で
ある可能性が高くなるほど値が高くなるように設定した。
d 対象者に主食･主菜･副菜の簡単な定義を示した後、「主食･主菜･副菜を3つそろえて食べることが1日に2回
以上あるのは、週に何日ありますか。」と尋ね、回答肢は4件法とした（「ほとんどない」、「週に2～3
日」、「週に4～5日」、「ほとんど毎日」）。
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P value

穀類
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 1.60 (1.12–2.29) 0.01
豆類
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 0.68 (0.47–0.98) 0.04
緑黄色野菜
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 1.37 (0.96–1.96) 0.09
その他野菜
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 0.97 (0.67–1.39) 0.86
果実類
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 0.77 (0.54–1.10) 0.15
きのこ類
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 1.01 (0.71–1.44) 0.95
魚介類
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 0.96 (0.67–1.38) 0.84
肉類
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 0.73 (0.51–1.04) 0.08
卵類
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 0.91 (0.64–1.30) 0.60
乳類
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 0.84 (0.59–1.21) 0.35
菓子類
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 1.05 (0.73–1.49) 0.81
主食･主菜･副菜を組み合わせた食事頻度
ほとんど毎日 / 週に5日以下d

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 0.87 (0.57–1.32) 0.50

表5-15.　女性における家庭内活動の実施・非実施と食習慣との関連を評価したオッズ
             比と95％信頼区間

非実施者 実施者

196  /  226 108  /  77

223  /  199 81 / 104

202 / 220 102 / 83

211 / 211 93 / 92

218 / 204 86 / 99

211 / 211 93 / 92

211 / 211 93 / 92

220 / 202 84 / 101

215 / 207 89 / 96

217 / 205 87 / 98

210 / 212 94 / 91

124/298 43/142

"OR, odds ratio（オッズ比）; CI, confidence interval（信頼区間）
a IPAQ-longの回答から求めた家庭内活動の有無にて分類した。
b 食品群別摂取量の中央値は、簡易型自記式食事歴法質問票の回答から求めた性別毎の値を用いた（表2-6）。
c 年齢（歳、連続変数）、body mass index（kg/m2、連続変数）、居住形態（独居、独居以外）、所属（大学、
専門学校）、主観的経済状況（かなり楽な方･やや楽な方、普通、やや苦しい方･大変苦しい方、わからな
い）、居住地の人口（3万人未満、3万人以上30万人未満、30万人以上）、神経性食欲不振（なし、あり）、
うつ（なし、あり）を共変量として使用した。また、オッズ比は「中央値以上」もしくは「ほとんど毎日」で
ある可能性が高くなるほど値が高くなるように設定した。
d 対象者に主食･主菜･副菜の簡単な定義を示した後、「主食･主菜･副菜を3つそろえて食べることが1日に2回
以上あるのは、週に何日ありますか。」と尋ね、回答肢は4件法とした（「ほとんどない」、「週に2～3
日」、「週に4～5日」、「ほとんど毎日」）。
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P value

穀類
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 1.23 (0.44–3.44) 0.70
豆類
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 0.76 (0.29–1.98) 0.58
緑黄色野菜
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 0.84 (0.29–2.43) 0.75
その他野菜
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 1.50 (0.53–4.23) 0.44
果実類
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 3.50 (1.21–10.15) 0.02
きのこ類
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 1.26 (0.48–3.33) 0.64
魚介類
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 1.42 (0.52–3.85) 0.49
肉類
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 1.09 (0.41–2.87) 0.86
卵類
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 1.00 (0.38–2.63) 0.99
乳類
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 0.64 (0.22–1.82) 0.40
菓子類
中央値以上 / 中央値未満b

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 1.36 (0.47–3.97) 0.57
主食･主菜･副菜を組み合わせた食事頻度
ほとんど毎日 / 週に5日以下d

調整済み  OR (95% CI)c 1.00 (reference) 0.66 (0.21–2.11) 0.48

表5-16.　男性における家庭内活動の実施・非実施と食習慣との関連を評価したオッズ
             比と95％信頼区間

非実施者 実施者

34  /  35 15  /  14

35  /  34 14 / 15

34 / 35 15 / 14

33 / 36 16 / 13

31 / 38 18 / 11

33 / 36 16 / 13

34 / 35 15 / 14

34 / 35 15 / 14

35 / 34 14 / 15

36 / 33 13 / 16

34 / 35 15 / 14

25/44 8/21

"OR, odds ratio（オッズ比）; CI, confidence interval（信頼区間）
a IPAQ-longの回答から求めた家庭内活動の有無にて分類した。
b 食品群別摂取量の中央値は、簡易型自記式食事歴法質問票の回答から求めた性別毎の値を用いた（表2-6）。
c 年齢（歳、連続変数）、body mass index（kg/m2、連続変数）、居住形態（独居、独居以外）、所属（大学、
専門学校）、主観的経済状況（かなり楽な方･やや楽な方、普通、やや苦しい方･大変苦しい方、わからな
い）、居住地の人口（3万人未満、3万人以上30万人未満、30万人以上）、神経性食欲不振（なし、あり）、う
つ（なし、あり）を共変量として使用した。また、オッズ比は「中央値以上」もしくは「ほとんど毎日」であ
る可能性が高くなるほど値が高くなるように設定した。
d 対象者に主食･主菜･副菜の簡単な定義を示した後、「主食･主菜･副菜を3つそろえて食べることが1日に2回
以上あるのは、週に何日ありますか。」と尋ね、回答肢は4件法とした（「ほとんどない」、「週に2～3
日」、「週に4～5日」、「ほとんど毎日」）。
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第 4項 考察 

 

本課題では，日本人学生において，ドメイン

の観点から身体活動と食習慣との関連を明らか

にすることを目的に，横断的な自記式質問紙調

査をおこない，4 つの生活活動のドメインごと

に食品群別摂取量および主食･主菜･副菜を組み

合わせた食事頻度との関連を検討した。 

その結果，本課題では家庭内活動を実施して

いる男性は健康な食習慣も有していることが示

唆された。また，仕事関連活動を実施している

女性や移動活動が高い男性は健康な食習慣を有

していないことも示唆された。 

総身体活動量の大部分は生活活動が占めてお

り，20 歳前後では半分以上が生活活動による

（Jurakić et al., 2009）。身体活動と食習慣との関

連を明らかにするためには，総身体活動量や運

動のみならず，生活活動との関連を検討する必

要がある。しかし，生活活動と食習慣との関連

を報告した研究は限られている（Lee et al., 2011; 

Oppert et al., 2006）。本課題は，これまで報告が

少なかった仕事や家庭内における活動を含めた

生活活動と食習慣との関連を検討した点で意義

があるといえる。 

身体活動と食習慣との関連で家庭内活動を検

討しているのは唯一 Lee らの報告のみである

（Lee et al., 2011）。Leeらの横断研究では，家庭

内活動量と果物･野菜摂取量との有意な正の相

関が示された（Lee et al., 2011）。しかし，この

報告では各生活活動と食習慣との関連を単相関

係数により評価しており，交絡因子は十分に考

慮されていない。身体活動と食習慣のいずれに

も年齢や体格などが関わるため，これらの交絡

を考慮した検討が必要である。そこで本課題で

は，複数の交絡因子を調整し生活活動と食習慣

との関連を検討した。その結果，家庭内活動実

施者は非実施者と比較して，男性で果実類が高

摂取量である者の割合が有意に高かった。また，

オッズ比が 3.50（95％CI 1.21–10.15）と高い値

を示したことから，男性における家庭内活動と

果実類摂取とが強く関連する可能性が示された。

すなわち，男性において家庭内活動を実施して

いる者は健康な食習慣を有していることが示唆

された。 

家庭内活動は家事を含むため居住形態（独居

や親との同居など）によっては，家庭内活動に
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かける時間やその内容が異なる可能性がある。

さらに，大学生における居住形態は栄養素や食

品群別の摂取量に影響を及ぼすことが知られて

いる（東川ら，2004；西尾ら，2014；佐々木・

辻，2000）。そのため，男性でみられた家庭内活

動と健康な食習慣との関連が，居住形態別に分

けて解析をおこなっても再現されるかを検討す

ることは重要であるといえる。本課題では独居

男性の人数が限られているため（独居男性；n = 

20），独居以外の男性のみを抽出し再解析を行っ

た。その結果，男性全体の結果と同様に，独居

以外の男性においても，家庭内活動を実施して

いる者は健康な食習慣を有していることが示め

された。また，男性全体に比べて独居以外の男

性のみではオッズ比の値が増加した（全体；OR 

3.50; 95%CI 1.21–10.15，独居以外；OR 4.64; 

95%CI 1.22–17.79）。独居していない男性におい

て，家庭内活動と健康な食習慣との関連がより

顕著であったといえる。 

家庭内活動のなかでも食事づくりへの参加と

食習慣との関連に着目した研究が報告されてい

る。例えば，自宅での食事づくりの手伝いを積

極的にさせることにより，食への関心を高める

とする報告（山口ら，1996）や，家庭における

主体的な食事づくりの経験や補佐的な手伝い経

験が大学生の食事づくり力に寄与するとした報

告などがある（駒場ら，2014）。特に，親や調理

担当者との食事づくり経験は健康な食習慣獲得

において重要である。一般的に，日本人の男性

は年齢に関わらず家事に関わる時間が女性と比

べて非常に短い（総務省，2012）。特に独居でな

い者はその特徴が顕著であると考えられる。家

庭内活動をおこなうことが，女性よりも男性に

おいて特別な意味を持つ可能性がある。これら

のことから，本課題における家庭内活動と健康

な食習慣との関連にも，食事づくりへの参加が

寄与していると推察される。 

本課題では，女性において仕事関連活動の実

施者は非実施者と比較して主食･主菜･副菜を組

み合わせた食事頻度がほとんど毎日である者の

割合が有意に少ないことを示した。すなわち，

仕事関連活動を有している女性は健康な食習慣

を有していないことが示唆された。一方，移動

活動に関しては，男性において実施者は非実施

者と比較して緑黄色野菜が高摂取量の者の割合

が有意に少なかった。これらのことから，女性
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における仕事関連活動と男性における移動活動

は健康な食習慣の獲得を妨げている可能性が示

唆された。本課題の対象者における移動活動は

通勤・通学によるものがほとんどで，移動活動

量の多い者は通学に時間のかかるものであると

いえる。つまり，通学の時間が長いことが健康

な食習慣の獲得を妨げている可能性がある。 

Lee らの報告では，移動活動量と果物・野菜

摂取量に正の相関があることが示されている

（Lee et al., 2011）。本課題では，同様の結果は

得られなかった。しかし，前述のように Lee ら

の報告では交絡因子を考慮した解析は報告され

ていない（Lee et al., 2011）。年齢や体型などの

交絡因子の調整によってこの関連がみられなく

なった可能性がある。 

仕事関連活動と食習慣との関連を検討した研

究は数が限られているが報告されている

（Agudo & Pera, 1999; Oppert et al., 2006）。Oppert

らの横断研究の報告では，フランスの成人にお

ける余暇時間の活動は野菜や果物の摂取量を増

加させる可能性があるのに対し，仕事関連活動

には食習慣との関連はみられなかった（Oppert 

et al., 2006）。一方，スペインの European 

Prospective Investigation into Cancer and Nutrition 

（EPIC）を対象とした報告によると，活動的な

仕事を行っている者はデスクワークの者と比べ

て果実類の摂取量が多いことが示されている

(Agudo & Pera, 1999)。このように，仕事関連活

動と食習慣との関連は一貫した結果が得られて

いない。学生と社会人では仕事関連活動の内容

も大きく異なるが，ヨーロッパで行われたこれ

ら 2 つの研究の対象には学生が含まれていない。

さらに，本課題で評価した仕事関連活動には有

給無給を問わず仕事に関わる活動であり，学業

に関わる活動も含まれている。つまり，本課題

における仕事関連活動は，単にアルバイトの実

施状況を直接反映したものではない点は，結果

の解釈において注意が必要である。 

本課題において，仕事関連活動が健康な食習

慣と負の関連を示した理由として，社会経済的

背景の関与が考えられる。仕事関連活動は余暇

活動と同じ身体活動ではあるものの，生活習慣

病のリスクファクターに対して余暇活動とは異

なる影響が報告されている（Pols et al., 1997; 

Seidell et al., 1991）。Polsらは，活動量の高い仕

事をしている者は，活動量の低い仕事をしてい
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る者に比べて社会経済的地位が低く，冠動脈疾

患のリスクファクターの数が多いことを示して

いる(Pols et al., 1997)。本課題においても，女性

の仕事関連活動と健康な食習慣との関連には社

会経済的背景が関与している可能性がある。 

女性において家庭内活動実施者は非実施者と

比較して穀類が高摂取量である者の割合が有意

に高かった。本課題における穀類は，めし，め

ん類およびパンであり，シリアルは食品リスト

に含まれていない（Kobayashi et al., 2011）。身体

活動と穀類摂取量との関連は，複数の研究で報

告されているが，これらの穀類はシリアルや全

粒粉製品，パンに限られている（Bibiloni et al., 

2012; Morin et al., 2013; Ottevaere et al., 2011）。地

中海エリアの島に住む 12–17 歳を対象にした横

断研究では，中強度以上の活動を週に 5 時間以

上おこなっている者は 5 時間未満の者と比較し

て，朝食でシリアルを食べる頻度の高い者の割

合が有意に高いことが示されている（Bibiloni et 

al., 2012）。また，カナダの 5–17歳を対象とした

横断研究でも，学校以外で 60分以上の身体活動

を行っている者は 60分未満と比較して，全粒粉

製品が高摂取である者の割合が有意に高いこと

が示された（Morin et al., 2013）。しかし，

HELENA study のデータを利用した研究による

と，身体活動レベルが高い者ほど男子で穀類製

品といもの摂取量が，女子でパンとシリアルの

摂取量が少ないとされている（Ottevaere et al., 

2011）。このように，身体活動と穀類摂取量との

関連は，評価する穀類の種類や対象者の性別に

よって結果は一致していない。身体活動と穀類

摂取との関連を明らかにするためには，穀類の

種類ごとに性別の影響を考慮したさらなる検討

が必要である。 

本課題では，生活活動と健康な食習慣との関

連において，女性と男性とで異なる結果が得ら

れた。例えば，男性における家庭内活動の実施

が健康な食習慣獲得に寄与する可能性を示した

が，女性において同様の可能性を示すことがで

きなかった。身体活動と食習慣との関連を性別

ごとに検討し，女性と男性で異なる結果を示し

た研究はこれまでにもいくつか報告されている

（Corder et al., 2011; Jago et al., 2005; Ottevaere et 

al., 2011; Prochaska & Sallis, 2004; Vissers et al., 

2011）。例えば，Corderらは朝食摂取頻度の低い

女性は身体活動レベルが低く，この関連は男性
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ではみられないことを示した（Corder et al., 

2011）。また，Jagoらは，女性よりも男性におい

て身体活動レベルと乳製品摂取量とが強く関連

することを示した（Jago et al., 2005）。これらの

研究結果から，身体活動が食習慣にあたえる影

響は女性と男性で異なると考えられる。さらに

本課題の結果から，身体活動のうち生活活動が

食習慣にあたえる影響も女性と男性で異なる可

能性が示された。今後は，生活活動と健康な食

習慣との関連における性差に関するさらなる検

討が望まれる。 

 

第 5項 要約 

 

本課題では，日本人学生における生活活動と

食習慣との関連を検討した。その結果，以下の

知見を得た。 

 

1. 男性において，家庭内活動を実施してい

る者は実施していない者と比較して，果

実類が高摂取量であった者の割合が多

い。 

2. 女性において，仕事関連活動を実施して

いる者は実施していない者と比較して，

主食･主菜･副菜を組み合わせて食べる

頻度が毎日であった者の割合が少ない。 

3. 男性において，移動活動量が中央値以上

の者は中央値未満の者と比較して，緑黄

色野菜が高摂取量であった者の割合が

少ない。 

 

以上より，本課題では男性における家庭内活

動は健康な食習慣の獲得に関連していることが

示唆された。一方で，ドメインによっては生活

活動が健康な食習慣の獲得を妨げている可能性

も示唆された。 
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第 6章 総合討論 

 

本博士論文では，日本人学生の食習慣改善を

目指し，身体活動の量やドメインの観点から，

日本人学生における身体活動と食習慣との関連

を横断的に明らかにすることを目的とし，学生

を対象とした横断的な自記式質問紙調査を行っ

た。本章では，本博士論文の結果の適切な解釈

のために，対象者の特徴（第１節）についてま

とめたのちに，欧米を中心として検討されてき

た先行研究の結果と本博士論文の結果を比較す

ることで，身体活動と食習慣との関連の日本人

学生における特徴を整理する（第２節）。次に，

身体活動と食習慣との関連の機序について，健

康な食習慣と望ましくない食習慣とに分けて討

論する（第３節）。最後に，本博士論文の意義（第

４節）と展望（第５節）を述べる。 

 

第 1節 本博士論文の対象者特性 

 

第 1項 2013年度調査（課題	 ，課題
− ） 

本調査は，茨城県，神奈川県，東京都および

奈良県に位置する大学，短期大学，専門学校に

所属する学生を対象として，2013 年 5 月から 7

月に実施した。 

食習慣に関しては，主食･主菜･副菜を組み合

わせた食事頻度で「ほとんど毎日」と回答した

者の割合は，女性で 30.0％，男性で 22.5％であ

った（表 4-2，表 4-3）。本課題と同様の質問項

目を用いた全国調査によると主食･主菜･副菜を

組み合わせた食事が「ほとんど毎日」の者は 20

歳台で 43.1％であった（内閣府食育推進室，

2012）。本調査で想定する母集団である学生のみ

を対象としたデータはないものの，年齢が低い

ほど主食･主菜･副菜を組み合わせた食事頻度で

「ほとんど毎日」と回答した者の割合が低いこ

とが全国調査の結果で報告されている（内閣府

食育推進室，2012）。つまり，本課題の 10 歳台

を含む学生で主食･主菜･副菜を組み合わせた食

事頻度は全国調査と比べて低いと想定できる。

実際に，本調査の 10歳台を含む学生は，全国調

査の 20 歳台と比較して主食･主菜･副菜を組み

合わせた食事頻度が低い傾向であった。したが

って，本調査の対象者は食習慣の面で母集団の



第 6章 総合討論 

 86 

特徴を反映していると推察できる。  

身体活動に着目すると，運動習慣で Activeに

分類されたのは，女性で 18.0%，男性で 40.3%

であった（表 5-6）。また，週に 1時間以上の運

動習慣を有している者の割合（Moderate + Active）

は女性で 50.8%，男性で 72.9%であった（表 5-6）。

我が国でおこなわれた大規模コホート研究であ

る JACC study（the Japan collaborative cohort study）

の報告によると，週に 5 時間以上の運動習慣を

有している者の割合は 22–39歳の女性では 0%，

男性で 5.2%であり，週に 1時間以上は 22–39歳

の女性で 43.2%，男性では 50.6%であった（Iwai 

et al., 2001）。さらに，国民健康・栄養調査によ

ると，20–29歳で運動習慣を有している者（1回

30 分以上の運動を週 2 回以上実施し，1 年以上

継続している者）は女性で 14.0%，男性で 27.4%

であった（厚生労働省，2012b）。これらのこと

から，本課題の対象者は運動習慣を有している

者の割合が比較的高い集団であるといえる。 

以上のことから，本調査の対象者集団は，食

習慣に関しては母集団の特性を反映しているも

のの，運動習慣を有している者の多い活発な集

団であったことが推察できる。 

 

第 2 項 2014 年度調査（課題 −	 ，
課題 − ） 

本調査は，神奈川県，東京都および奈良県に

位置する大学，専門学校に所属する学生を対象

として 2014年 5月から 7月に実施した。 

経済的な暮らし向きについては，「やや苦しい

方・大変苦しい方」と回答した者が，全体で

25.1％であった（表 5-1，表 5-9）。特に，男性で

は 39.8%が「やや苦しい方・大変苦しい方」と

回答しており，女性と比較して高い値を示した。

一方，全国の国公立および私立大学の大学生を

対象として行われた調査では，暮らし向きに関

して「苦しい方」や「大変苦しい方」と回答し

た者は 9.2％であった（全国大学生活協同組合連

合会，2015）。よって，本調査の対象者は，全国

調査と比べて経済的な暮らし向きが苦しい集団

であったといえる。 

食習慣に関しては，同年代の日本人女性を対

象とした研究（Kobayashi et al., 2015; Murakami et 

al., 2013; Sato-Mito et al., 2011）と比較すると，

本調査の女性は乳類や果実類の摂取量が少なく，

穀類や魚介類，肉類の摂取量が多い集団であっ

た。また，全国調査によると 20歳台の果物摂取
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量は，女性に比べて男性が少ないとされている

（厚生労働省，2015b）。しかし，本調査の結果

では，女性と比べて男性で果実類の摂取量が高

い（表 5-2，表 5-10）。そのため，本調査の男性

は，一般的な男性と比べて健康な食習慣への意

識の高い集団であった可能性がある。 

身体活動に着目すると，総身体活動量（平均）

は全体で 56.2 METs･時/週，女性で 52.1 METs･

時/週，男性で 81.5 METs･時/週であった（表 5-1）。

消費エネルギー（平均）に換算すると，全体で

450 kcal/day，女性で 400 kcal/day，男性は 758 

kcal/dayであった。比較可能な大規模調査は見当

たらないが，本博士論文と同様の方法を用いて

日本人大学生を対象とした小規模の研究が報告

されている（Okazaki et al., 2014）。この研究の対

象である大学生（男性 35 名，女性 14 名）の総

身体活動量は消費エネルギー（平均）で 714 

kcal/dayであった（Okazaki et al., 2014）。男女比

が異なることを考慮しても，本調査の対象者は，

先行研究と比べて総身体活動量が低値であった

といえる。 

以上のことから，本調査の対象者集団は，経

済的暮らし向きが苦しく，身体活動が低い集団

であり，男性は健康な食習慣への意識の高かっ

たことが推察できる。 

 

第 2節 諸外国における先行研究 

 

これまでに，身体活動と食習慣との関連を示

した研究はさまざまな地域で報告されている。

欧州および豪州で行われた研究は総身体活動量

や運動習慣と野菜・果物の摂取量との正の関連

を報告している（Bibiloni Mdel et al., 2012; Jago 

et al., 2010; Oppert et al., 2006; Ottevaere et al., 

2011; Platat et al., 2006; Vella et al., 2013; Vissers 

et al., 2013）。北米での報告では総身体活動量や

運動習慣に加え，仕事関連活動や移動活動と野

菜・果物摂取との正の関連が示されている

（Gillman et al., 2001; Jago et al., 2005; Lee et al., 

2011; Morin et al., 2013）。中東の子どもたちを対

象にした研究においても，総身体活動量と野

菜・果物摂取量との正の関連が示されている

（Al-Hazzaa et al., 2011; Kelishadi et al., 2007）。さ

らに，この中東における研究では総身体活動量

が高い者はファストフード（MacDonald など）

の摂取頻度やスイーツ（キャンディやチョコレ
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ートなど）の摂取量も高いと報告されている

（Al-Hazzaa et al., 2011; Kelishadi et al., 2007）。身

体活動との関連がいずれの地域でも共通して報

告されている食習慣は野菜・果物摂取量である。

対象の地域によらず，身体活動が野菜や果物の

摂取量増加に寄与する可能性が推察できる。 

日本人学生を対象とした本博士論文では，習

慣的な運動を実施している者は果実類摂取量が

多いことが示され，先行研究を支持する結果と

なった。しかし，野菜摂取量に関しては身体活

動との間に関連はみられなかった。この理由の

1 つとして，食品のグループ分けの違いが挙げ

られる。例えば，本博士論文における緑黄色野

菜とその他の野菜は，先行研究の野菜と含まれ

る食品が異なっており単純に比較はできない。

先行研究の多くは，野菜に豆類も含まれており，

さらに果物と野菜を合わせて 1 つの食品群とし

て評価している。本博士論文における食品のグ

ループ分けは既報（Kobayashi et al., 2011）を参

考に，豆類は野菜とは別に単独の食品群とし，

野菜は緑黄色野菜とその他の野菜に分けて検討

している。 

本博士論文では日本人学生特有の関連として，

身体活動による食事摂取量の減少の可能性が示

唆された。例えば，習慣的な運動実施による穀

類の摂取量減少，仕事関連活動による主食･主

菜･副菜を組み合わせた食事頻度の低下の可能

性が示された。同様の関連はこれまでに報告さ

れておらず，日本人特有の関連である。本博士

論文では，先行研究ではおこなわれてこなかっ

た身体活動のドメインごとの評価や，食習慣の

食事パターン評価を取り入れた。このことによ

り，身体活動により摂取量が減少する食品群を

示すことができた。 

本博士論文の結果より，日本人学生における

身体活動と食習慣とがどのように関連している

かが示され，日本人特有の関連も示唆された。

野菜など，地域により食品群の扱いが異なる場

合があるので，今後は国際比較が可能な食品の

グループ分けでの検討が望まれる。 

 

第 3節 身体活動と食習慣との関連の機序 

 

第 1項 健康な食習慣との関連 

 

本博士論文では，運動習慣が女性の果実類，
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男性の魚介類の高摂取量と（課題 − ），家庭

内活動が男性の果実類の高摂取量と関連してい

ること（課題 − ）が示された。これらの食

品群の摂取量が高い者は生活習慣病のリスクが

低いと報告されていることから（Guo et al., 

2015; Iso et al., 2006; Soedamah-Muthu et al., 2012; 

Takachi et al., 2008），摂取量の増加が望まれる。

よって，本博士論文は，運動や家庭内活動の実

施が健康な食習慣の獲得に寄与する可能性を示

唆した。 

身体活動が健康な食習慣と関連する機序には

主に以下の 3 つの仮説が有力視されている

（Hérbert et al., 2001; Lippke et al., 2012; Nagaya 

et al., 2007; Sallis & Saelens, 2000; Schoch & 

Raynor, 2012）。1つ目が知識や経験の転移，2つ

目が食物選択動機の介在，3 つ目が社会的望ま

しさの影響である。 

1 つ目の仮説は，身体活動の実施における知

識や経験の転移である。転移とは，ある文脈で

学んだ教えを異なる文脈に応用するプロセスの

ことを指す（Fleig et al., 2015b; Lippke et al., 

2012）。身体活動と健康な食習慣はいずれも体重

コントロールや体力向上など類似した結果が期

待されることが多いことから（Lippke et al., 

2012），身体活動実施のための知識や経験が転移

し，健康な食習慣獲得につながった可能性があ

る。これまで，身体活動の介入が食習慣の変容

に転移するかはいくつかの研究で検討されてい

る（Fleig et al., 2015a; Mata et al., 2009; Prochaska 

& Sallis, 2004）。Mataらが実施した RCTでは，

身体活動量を増加させるための介入を肥満女性

におこなった（Mata et al., 2009）。その結果，介

入群はターゲットである身体活動だけでなく，

自身で食事をコントロールする力も改善するこ

とを示した（Mata et al., 2009）。身体活動を増加

させるための知識や経験が，食生活に応用され

たと推察できる。一方で，転移は，ある健康行

動のために獲得したコンピテンシーを他の健康

行動に適用する能力を有している場合のみ行う

ことができる（Lippke et al., 2012）とされている

ため，身体活動と食習慣との転移による関連の

起こりやすさは人によって異なるかもしれない。 

2つ目の仮説は，「健康への意識」の介在であ

る。Nagayaらは日本人における喫煙と運動習慣

とが関連することから，健康行動同士の関連は

「健康への意識」が介在することで生じると主
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張している（Nagaya et al., 2007）。よって，身体

活動と健康な食習慣との関連にも同様の理由が

成り立つ可能性がある。「健康への意識」とは，

食物選択を動機づける要因の一つである。食行

動を説明する主な属性として摂取量（どれだけ

食べるか）と食物選択（なにを食べるか）があ

り，食物選択は複数の食物のなかから特定の物

を選ぶ行動を指す（今田，1991）。この食物選択

を動機づける要因（なぜある食べ物を選択した

のか）として「体（肌，歯，髪の毛など）に良

い」などの「健康への意識」といった心理的な

要因がある（Steptoe & Pollard, 1995；富田・上

里，1999）。この「健康への意識」は果実類や魚

介類の摂取に強く影響をあたえることが報告さ

れている（Pollard et al., 2002）。また，Oellingrath

らは，ノルウェー人を対象に食物選択における

「健康への意識」の度合いを表す健康スコアと

食事パターンとの関連を横断的に検討した

（Oellingrath et al., 2012）。その結果，健康スコ

アとさまざまな種類の食品を摂取する伝統的な

食事パターンとは有意な正の相関を示し，反対

に脂質や砂糖の含量が高いファストフードの摂

取を特徴とする食事パターンとは有意な負の相

関を示すことを報告している（Oellingrath et al., 

2012）。これらのことから，食物選択における「健

康への意識」が高まると健康な食習慣につなが

るといえる。つまり，運動を習慣的に実施する

ことで「健康への意識」が向上するのであれば，

身体活動と健康な食習慣との関連に「健康への

意識」が関与しているといえる。しかし，身体

活動が食物選択における「健康への意識」を向

上させるかを検討した報告はまだない。 

3つ目の仮説は，「社会的望ましさ」の介在で

ある。本博士論文では，身体活動および食習慣

ともに自己報告による評価を用いた。この自己

報告による身体活動や食習慣の評価には，「社会

的望ましさ」が影響することが考えられている

（Hérbert et al., 2001; Sallis & Saelens, 2000; 

Schoch & Raynor, 2012）。「社会的望ましさ」と

は，多くの個人が選択しそうな社会的に望まし

い反応をする傾向のことを指す（Marlowe & 

Crowne, 1961）。身体活動や野菜・果物摂取など

の食習慣はともに社会的に望ましい行動である

と考えられることから，「社会的望ましさ」の介

在により身体活動と食習慣とに関連がみられた

可能性も考えられる。つまり，実際の活動や摂
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取に関わらず，「社会的望ましさ」が高い者は身

体活動と野菜・果物摂取の両方で過大報告をし，

低い者は両方で過小報告をする可能性がある。

この場合，身体活動と食習慣とに関連がなくと

も，関連があるようにみえてしまう。 

上記の 3 つの仮説は，お互いに関連し合って

いる可能性があるうえに，いずれも実証されて

おらず結論は得られていない。身体活動と健康

な食習慣とが関連する理由が明らかになれば，

身体活動を起点とした食習慣改善におけるより

良い方法を検討するのに貢献する。例えば，「健

康への意識」の関与が大きければ，「健康への意

識」の向上を意識した身体活動の実施が効率的

であるといえる。しかし，これまで身体活動と

食習慣とがどのような心理的機序により関連し

ているかは十分に検討されてこなかった。その

ため，身体活動と健康な食習慣とが関連する理

由を明らかにするには，心理的側面のさらなる

検討が必要である。 

 

第２項 望ましくない食習慣との関連 

 

本博士論文では，仕事関連活動が女性の主食･

主菜･副菜の低い頻度に，移動活動が男性の緑黄

色野菜の低摂取量に（課題 − ），総身体活動

量が女性の主食･主菜･副菜を組み合わせた食事

の低い頻度と関連していること（課題 − ）

が示された。生活習慣病予防のためには，主食･

主菜･副菜を組み合わせた食事はその頻度の増

加を，緑黄色野菜は摂取量の増加が望まれる。

そのため，本博士論文の結果は仕事関連活動や

移動活動，総身体活動量が望ましくない食習慣

実施へ寄与する可能性を示唆している。 

仕事関連活動・移動活動と望ましくない食習

慣とが関連する理由としては，食物選択を動機

づける要因である「入手の容易さ」や「価格」

の関与が挙げられる。第 1 節で示した食物選択

を動機づける要因には，「準備に時間がかからな

い」などの「入手の容易さ」や，「高価でないこ

と」などの「価格」の要因も含まれている（Steptoe 

& Pollard, 1995；富田・上里，1999）。仕事関連

活動の活動量が高いと社会経済的地位が低く

（Pols et al., 1997），社会経済的地位が低いと「入

手の容易さ」や「価格」の要因を重視すること

が報告されている（Steptoe & Pollard, 1995；富

田・上里，1999）。つまり，仕事関連活動量の高
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い者は食物選択において「入手の容易さ」や「価

格」の要因を重視する傾向があると推察できる。 

食物選択の際に「入手の容易さ」や「価格」

を重視している者は不健康な食習慣を有してい

るとされている（Oellingrath et al., 2012; Pollard et 

al., 1998）。例えば，Oellingrath らは，食物選択

の際に「入手の容易さ」を重視している度合い

を表す便利性スコアが健康な食事パターンと有

意な負の相関を示し，反対に不健康な食事パタ

ーンと有意な正の相関を示すことを報告してい

る（Oellingrath et al., 2012）。また，「価格」のス

コアとビスケットやケーキ，バターなどの摂取

頻度を示す不健康食品スコアとが正の相関を示

すこともわかっている（Pollard et al., 1998）。他

にも，食物選択において「入手の容易さ」や「価

格」の要因を重視する者には，自宅での調理頻

度が低く，世帯収入が低いといった特徴がある

（Steptoe & Pollard, 1995；富田・上里，1999）。

農林水産省のおこなった横断調査では，自宅で

の調理頻度が低い者や世帯収入が低い者は主

食･主菜･副菜を組み合わせた食事頻度が低いこ

とが報告されている（農林水産省，2014）。これ

らのことから，仕事関連活動や移動活動が望ま

しくない食習慣と関連する理由として，「健康へ

の意識」ではなく，「入手の容易さ」や「価格」

の関与が推察できる。なお，女性における総身

体活動量と不健康な食習慣とに関連がみられた

のは，運動習慣を有している者が男性と比較し

て少なく（課題 − ），総身体活動量における

生活活動（仕事関連活動や移動活動）の寄与率

が高いことが要因と考えられる。 

 

第 4節 研究の意義 

 

第 1項 20歳前後における身体活動と
食習慣との関連の検討 

 

20歳前後は子どもから成人への過渡期であり，

初めての 1 人暮らしなど生活状況にさまざまな

変化が起こるのが特徴である（Arnett, 1997; 

2001）。これらの生活状況の変化は精神的ストレ

スにつながりやすく，喫煙や不活動などの不健

康な行動と関連することが報告されている

（Bell & Lee, 2006）。これらのことから，この年

代は食習慣が乱れ易い年代であるといえる。実

際，我が国において，この年代はさまざまな食

習慣の問題が指摘されている (厚生労働省，



第 6章 総合討論 

 93 

2012b；2013a；2015b)。その特徴は他の年代と

比べて，脂質エネルギー比，朝食欠食頻度，菓

子類の摂取量が高く，果物や野菜の摂取量が低

いことが挙げられる (厚生労働省， 2012b；

2013a；2015b)。また，最近 10 年間で，これら

の特徴はより顕著になってきている(Otsuka et 

al., 2014)。さらに，20歳台の肥満や過体重はそ

ののちの肥満につながるため（Guo et al., 2000），

20歳前後の時期に健康な食習慣を獲得すること

は，将来の生活習慣病の発症および重症化予防

のために大変重要である。本博士論文の結果よ

り， 20 歳前後における運動や家庭内活動は食

習慣改善に寄与し，将来の生活習慣病の予防に

つながる可能性があることが示された。今後，

他集団での調査や縦断研究などにより，本博士

論文の結果が支持されれば，食習慣改善の方策

の一つとして運動や家庭内活動の実施を推奨す

ることができる。 

 

第 2 項 健康な食習慣における主食･
主菜･副菜を組み合わせた食事 

 

課題	 では，主食･主菜･副菜を組み合わせた

食事頻度と関連する食品群および栄養素摂取量

を示した。その結果，主食･主菜･副菜を組み合

わせた食事頻度が高いほど，生活習慣病のリス

ク軽減が期待できる野菜や果物，食物繊維，カ

リウムの摂取量が増える可能性が示された。こ

れまで主食･主菜･副菜を組み合わせた食事は，

栄養素の摂取不足の回避に貢献することが示さ

れてはいたが（足立，1984），この食事を摂取す

ることが生活習慣病の予防に寄与する健康な食

習慣であるかは十分に検討されていなかった。

そのため，主食･主菜･副菜を組み合わせた食事

頻度と生活習慣病のリスク軽減が期待できる食

品群や栄養素の摂取量との関連を検討した本博

士論文は意義があるといえる。本博士論文にて，

主食･主菜･副菜を組み合わせた食事摂取による

生活習慣病リスク軽減の可能性を示したことか

ら，健康な食習慣における主食･主菜･副菜を組

み合わせた食事の重要性を再確認することがで

きたといえる。 

主食･主菜･副菜の料理区分は，日本独自の分

類の方法である。一方，海外では国によってそ

れぞれ特有の食品分類が利用されており，なか

には主食･主菜･副菜に類似した食品の分類方法

もある。米国には，消費者の健康な食物選択を
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助けるためのアイコンとして MyPlate がある

（U.S. Department of Agriculture, 2011）。MyPlate

は果物，野菜，穀類，たんぱく質食品と乳類の

5 つの食品群で構成されている。この食品群ご

とに摂取すべき量を模式的に表したのが

MyPlateである。MyPlateにおける穀類，たんぱ

く質食品と野菜はそれぞれ主食，主菜，副菜の

特徴と類似していることから，主食･主菜･副菜

を組み合わせた食事は日本以外の国においても

健康な食品選択に寄与するかもしれない。 

 

第 3項 余暇運動以外の身体活動と食
習慣との関連の検討 

 

これまで健康な食習慣との関連が報告されて

いる運動や総身体活動量に加えて，課題 −

では仕事関連活動や家庭内活動などの生活活動

と食習慣との関連を評価した。これまで，交絡

因子を考慮したうえで生活活動と食習慣との関

連を検討した報告はない。20歳前後は他の年齢

に比べて運動習慣を有している者は少なく（厚

生労働省，2012b），Jurakićらの報告によると若

年成人における活動量の半分以上は生活活動

（仕事関連活動，移動活動，家庭内活動）によ

るものであるとされている（Jurakić et al., 2009）。

この年代は習慣的な運動実施が他の年齢と比べ

て難しいと推察できる。これらのことから，運

動だけではなく生活活動と食習慣の関連を明ら

かにすることは，20歳前後における身体活動を

起点とした食習慣改善のために重要であるとい

える。本博士論文の課題 − では，男性にお

ける家庭内活動の実施が健康な食習慣につなが

る可能性を新たに示した。この結果から，家事

活動や庭仕事であっても健康な食習慣獲得への

寄与が期待できるため，運動する機会の少ない

この年齢にとって有益な情報となる。 

 

第 5節 展望 

 

第 1項 研究結果の応用 

本博士論文では，学生における運動習慣が健

康な食習慣獲得に寄与する可能性を示した。食

習慣改善のためには運動習慣をつけることが重

要といえる。学生における運動の機会は主に授

業や課外活動である。つまり，学生の食習慣改

善のために，大学体育や課外活動に参加し運動

をおこなうことが推奨される。 
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しかし，近年の大学生は，大学進学を機に運

動しなくなる者が多い（笹川スポーツ財団，

2013）。さらに，課外活動としてスポーツやレク

リエーション活動を行っている者も減少してき

ており（日本私立大学連盟，2011），運動習慣の

形成や継続は容易ではない。また，大学生を対

象とした調査によると，運動に参加しない理由

として「忙しく時間がない」，「機会がない」や

「場所や施設がない」と回答する者が多いこと

が報告されている（相澤ら，2014；平木・木谷，

2011）。このような理由に対して学生が所属する

学校が実施できる取組として，例えば，体育履

修による単位免除のインセンティブ制度や体育

館などのスポーツ施設の充実などが考えられる。

学生が運動をしやすい環境を整えることが重要

である。 

さらに，本博士論文では，男性における家庭

内活動が健康な食習慣獲得に寄与する可能性を

示した。家庭内活動とは家事等における活動を

指している。つまり，男性の食習慣改善のため

には，積極的な家事参加が推奨される。 

しかしながら，大学生や 20 歳前後に限らず，

全ての年代で男性は女性と比べて家事関連時間

が極端に短い（総務省，2012）。さらに，大学生

を対象とした複数の調査においても，夫婦の働

き方に関して，「男性は外で働き，女性は家で家

事・育児をするほうがよい」と思っている学生

の割合は女性に比べて男性で多いと報告されて

いる（全国大学生活協同組合連合会，2015）。つ

まり，男性には女性と比べて男女の役割分担意

識が強く，家事は女性の役割であると考える者

が多い。男性における積極的な家事参加を勧め

るためには，この様な性別役割分担意識を変え

る必要がある。 

 

第 2項 今後の検討課題 

 

1．特性の異なる集団における再現 

 

本博士論文の対象者は学生であったが，協力

の得られた学校で調査を実施したため，対象者

は無作為抽出されていない。また，対象となっ

た学校は課題	 ・課題 - は 6校，課題 -	 ・

課題 - では 5 校に限られていた。第 1 節で

示したとおり，身体活動や食習慣の特徴も全国

調査や先行研究の結果と比べて異なっている部
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分もある。そのため，本博士論文の結果の解釈

には注意が必要である。学生における身体活動

と食習慣との関連を明らかにするためには今後，

本博士論文で得られた結果が，異なる対象者（異

なる地域の学校に所属する学生など）でも同様

に得られるかを検討する必要がある。 

 

2． 客観的評価指標を用いた検討 

 

本博士論文では，いずれの課題においても身

体活動と食習慣ともに自己記入式質問紙を用い

て評価した。対象者の自己報告による調査方法

は，簡便であり大規模な調査では多く用いられ

ているが，測定におけるいくつかの限界も存在

する。例えば，食習慣の場合は摂取エネルギー

量の過小評価，（Livingstone & Black, 2003; Okubo 

et al., 2008），身体活動の場合は身体活動量の過

大評価といった系統的誤差が生じることが知ら

れている（Sallis & Saelens, 2000）。しかし，本博

士論文では身体活動と食習慣との関連の評価を

目的としているため，順位づけ能力の妥当性が

確認されている質問紙を用いて評価をおこなっ

たことは適切であったといえる。 

今後，本博士論文の結果を現場で利用するた

めには，健康な食習慣獲得に寄与する望ましい

身体活動の量（基準）を策定する必要がある。

そのためには，自己記入式質問紙ではなく客観

的評価方法を用いた身体活動と食習慣との関連

検討が求められる。 

 

3． 身体活動と食習慣に介在する要因 

 

本章の第 3 節でも示したとおり，身体活動と

食習慣との関連を説明する要因の一つとして食

物選択動機がある。食物選択動機を評価するた

めの尺度として Food Choice Questionnaire（FCQ）

が Speptoeらによって開発されている（Steptoe & 

Pollard, 1995）。さらに，FCQは富田らにより翻

訳され日本人用の尺度 FCQ-new version（FCQ-N）

として妥当性が証明されている（富田・上里，

1999）。これらの尺度を用いて，身体活動と食習

慣との関連に介在する要因の検討が求められる。 

 

4． 因果関係の証明 

 

Hillの基準によると，因果関係の証明には量−
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反応関係や関連の時間依存性，生物学的妥当性

などの証明が重要であるとされている（Hill, 

1965）。本博士論文の調査は全て横断的な調査で

あり，原因と結果に時間的な差がないため，関

連の時間的依存性を証明することはできない。

また，一部で身体活動量と食品群摂取量との間

の量−反応関係を示したものの，身体活動と食習

慣とが関連する機序（生物学的妥当性）までは

明らかにすることはできなかった。今後は，コ

ホート研究や介入研究などの前向き研究の実施

や身体活動と食習慣の関連の機序解明が求めら

れる。 

例えば，介入研究としては下記のようなデザ

インが考えられる。まず，学生を対象とした食

習慣と身体活動に関する調査をおこない，結果

因子の均一化のために食習慣に課題のある者を

抽出する。ベースラインの評価を行ったのちに，

対象者を介入群と対照群に，年齢や性別，介入

前の身体活動量が偏らないように無作為化割付

を行う。次に，介入群に対して身体活動を増加

させる介入を実施し，介入開始から 3 ヶ月でフ

ォローアップの評価を行う。そして，ベースラ

インからフォローアップまでの食習慣改善の程

度を群間で比較する。この介入研究において，

対照群における食習慣の改善と比較して，介入

群でより食習慣が改善していれば，身体活動と

食習慣との因果関係を証明する証拠の一つとな

りえる。しかし，この介入研究は教育介入であ

るため盲検化が困難である。そのため，プラシ

ーボ効果の排除はできないことに留意する必要

がある。 

疫学研究は研究デザインごとにそれぞれ限界

が存在する。特に，健康・スポーツ，栄養学の

分野において質の高い介入研究を実施すること

は難しい（佐々木，2005；田中・重松，2010）。

そのため，身体活動と食習慣との因果関係を 1

つの研究で証明することはできない。今後は，

さまざまなデザインを用いた研究によって，身

体活動と食習慣との因果関係を示す証拠を積み

重ねていく必要がある。 
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第 7章 総括 

 

第 1節 結語 

 

本博士論文では，日本人学生における身体活動

を起点とした食習慣改善のための根拠を示すこ

とを目指し，身体活動の量やドメインの観点から，

日本人学生における身体活動と食習慣との関連

を横断的に検討した。4つの検討を行った結果，

以下の知見が得られた。 

１． 身体活動のドメインの内，習慣的な運動の

実施が健康な食習慣獲得に寄与する可能

性があることが示された。 

２． 日本人学生における運動や生活活動の実

施が，果実類や野菜だけでなく，穀類や豆

類，卵類の摂取量減少や，魚介類の摂取量

増加につながる可能性を示した。また，こ

の関連は性別によって異なる。 

以上より，ドメインごとの身体活動と食習慣と

の関連が示され，習慣的な運動実施が健康な食習

慣につながる可能性が示唆された。 
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